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は　じ　め　に

　このささやかな論文は，企業理論に関する著者の最初の研究をまとめたもの

である．ここで扱ったよう・な諸問題についての研究歴は浅く，でき上ったもの

を見ても，自分ながら満足できるものとはほど遠い感じがしている．これを踏

み台として今後の研究を進めて行きたいと思う．

　このような未熟な習作を研究叢書の一冊に加えることを敢て許して下さった

大阪府立大学経済学部に対して心から感謝の意を毒する次第である．又，著者

が東京大学において経済学の門をくぐって以来，多大の御指導をいただいた木
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r
村健康，大石泰彦の両教授をはじめとする諸先生，現在大阪府立大学において

日々御指導を受けている市橋英世，和田貞夫，横山益治の諸豫授に対して，こ

の紙面を借りて衷心より御礼を申し上げる．，

　私事にわたって恐縮ではあるが，この論文の執筆中，著者の最初の娘恵利が

突然病魔のおかすところとなり，最初の誕生日を迎えて間もなく，新しい年の

はじめにまことに短い生涯を閉じてしまった．

　ために出版の任にあたられた事務当局をはじめとして各方面に多大の御迷惑

をかけてしまった．記して深くお詫び申し上げる次第である．

この一篇を限りなきよろこびを与えてくれた恵利に捧げる。

昭和41年1月

悲しみの中で

　　　　　著　　　者
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第1章　序 章

1．1序

　経済学における伝統的な企業の理論は，現在まで絶零間のない舜判の矢面て

に立たされて来た．をれらの批判は非常に多方面からなされていて，それらを

一言にして要約することは不河能であるが，あえていえば，伝統的理論におけ

る諸仮定が非現実的であり，現実における企業の行動を説明するには不充分で

あるというのが野州な論点のように思われる．伝統的企業理論に対してはこの

ような多くの批判がなされて来たのであるが，又それに代わるべきものとして

提唱されている理論も数多く存在する．そして，それらの批判と代替的な理論

は，必ずしも一般に容認されているとはいえないように思われる．

　この論文における我々の目的は，（1）伝統的企業理論に対する批判と代替的な

理論を整理し，批判的に検討すること，②不確実性の下における合理的選択の

理論を体系的に解明すること，そして最後に，（3）不確実性の下における企業の

合理的な行動を，主として市場における行動について説明するモデルを構成す

ることである．

　以下における第2章は上の（1｝に関するものであり，第3章は（2）に関する議論

がなされている．第1章の残りの部分は，経済学をはじめとするいくつか（p研

究分野で，・企業そのものがどのように考えられているかを概観したものであ

る．第4章では，不確実性の下における企業の合理的行動に関する理論の構成

がいくつかの問題について試みられている．しかし．この部分でなされている

議論は未完成のものであって，今後の改良を必要とするものである．

1。2企業の概念

K．Bodding〔24〕の定義するところによると，企業は，財とサ桝ビスを購入

し，それらの投入物を何らかの方法で生産物に転形して，利潤を獲得するため
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にその生産物を販売するものである，そしてこのとき企業は利潤極大化の原理

にしたがって行動するものとされる．企業が何故にこのような行動様式をとる

のかといえば，それは企業あるいは企業家が合理的であるからというのが伝統

的な経済理論における典型的な考え方である．経済学の伝統的な企業の理論に

おいては，合理性の想定は，通常の場合，各企業が利用可能なすべての手段と

それらの結果について知っており，可能な最大の利潤を獲得しようとすること

を二二する．

　さていわゆる所有と経営の分離をはじめとする企業形態の変化と，企業を対

象とする組織理論あるいは行動諸科学の発展にともなって，現在においては企

業の概念もいくつかに分化している．そこで先ずそれらの諸概念を整理するこ

とから姶めよう．

　企業の概念は，McGuire〔122〕にしたがえば，　holi醐。な概念とbehaviora1

な概念に大別される．このうち前者は企業を一つの統一された行動体あるいは

有機体と考えるものであり，後者は互いに関係のあるいくつかの行動の流れの

いわば合流点と考えるものである．

　holis惚な概念においては，ある集団一企業一の中に含まれる個々の主体の

行動ではなく，統一された集団としての企業の行動が強調される．そして，企

業は，そのコン’トロールの及ぶものと及ばないものとの両方を含む外的な環境

の状態に応じて，あらかじあ決定された行動様式にしたがって，明確に定義さ

れた目的の最大可能な達成を果さんとするものであると考えられている．この

ような企業の概念は経済学における企業の理論において伝統的に用いられて来

たものであり，ゲームの理論，統計的決定理論などに登場する企業も又このよ

うなものである．

　以下において経済理論における企業の概念についてややくわしく検討を加え

るが，その前にbehavioralな概念についてのスケッチをしておきたい．

　社会科学におけるほとんどの演繹的方法は個人の行動を分析の主面点として

いるが，behaviora1な企業の概念においても同様である．企業の内部に含まれ

る各個人の行動は，彼の心理と彼をとりまく物理的な環境，それに他の個人の
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行動などによって決定されるものであることが前握される．bとhaviora1な概念

においては行動するのは企業自体ではなく企業の内部における個々の聴入（又

は複数の個人）であって，強調されるのは企業自体の行動ではな、く，むしろ個

人の行動である．企業の行動は内部における個人め行動を演繹することによっ

℃明らかにされる．個入の行動のプロセスを問題とするとき．彼（又は彼等）

の知覚力，認識力，信念，知識などについての考慮が払われなければならな

い．又，個人の目的，ひいては企業の目的は一般に必ずしも直増簡明なもので

はなく，複雑なものであることが多い．

　このように見てくると・behaviora1な概念乃至はそのような接近法は企業の

問題を対象とする以上に広いものである．又，個人の行動を中心とする分析方

法は経済理論においても大きな役割を果して来たものであって，個入主義的な

見方はvon　Neumam＆「Morgenstern〔143〕のゲームの理論にも受け入れら

れている．したがってholisticな接近方法をとる経済理論やゲームの理論と

behaviora1な理論との間は必ずしも隔絶されたものではなく，たとえばゲ＿ム

の理論を用いたbehaviora1なモデルを作ることは可能である．

　ところで先に述べたように，hDlisticな企業の概念とbehaviora1な概念との

主要な違いは，前者が企業を行動する主体と考えるのに対．して，後者は企業が

複数の個入によって構成される組織であることを強調する点にある．

　しかしながら，bhaviora1な概念における強調点が上の点にあることをもっ

て，それによっては全体としての企業の問題を扱うことができないということ

ではない．すなわち，behaviora1なモデルとholisticなモデルとの違いは，一

方が個々の個人ないしは個別量の分析のみに限定されるのに対して，他方が全

体としての企業ないし集計量の分析に限定されるということでなくて，むしろ

集計量の扱い方に違いがあると考える．のが妥当であろう．rholisticな接近法で

はグループとしての統一的な意志，一義的な性格をもつ，それ自体独立した存

在としての企業を考える．他方，behaviora1な概念を用いて企業ないし集計量

について語る場合には，企業としての目的，性質がその内部に含まれる個入の

それら≧は異なったものであるにしても，企業をそれ自体としての意志をもつ
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存在としては考えず，いわゆる神秘主義に陥ることなく．実証的で検証可能な

基盤の上に立つ分析を行なわんとするものである．

1。3　経済i理論における企業

　経済学の発展の過程においていわゆる企業の理論がはっきりとした形をとる

ようになったのはそれ程古いことではない．現在我々の知っぜいるぶうな企業

の理論はCo㎜o亀〔46〕に始まるものであるということができよう・もっとも

彼の理論はいわば永く埋もれた存在であって，企業の理論が経済理論の中心的

な流れに入って来たのは，JevonsによるC（㎜otの「発見」と・Edgew（戯h

〔61〕」Marsh誕1〔133〕などによる極大化行動の明示的な展開以後のことであ

る．その後1930年代においてHarr（対〔88〕，　Robinsou〔164〕，　Chamberlln

〔34〕などによって限界分析がより完全な形で展開されたのである．しかしな

がら，Cournot以後1世紀にわたる企業理論の展開，発展は，既にCc噸【motに

含まれていた諸点を明確にし，利用し易い形にしたものであって，後に限界分

析として知られるようになった議論の本質は萌芽的な形ではあるが彼の分析に

含まれている．

　ところで，経済理論における企業は，先に述べたように，統一的な行動主体

であって，与えられた（手段と与件を含む）環境の制約の下で合理性の規範に

したがって，明確に定義された目的函数（通常の場合利潤，より一般的には効

用函数あるいは選好函数）を極大にするように行動するものである．このよう

なものとして企業を考えてその行動を分析しようとするとき，経済理論におい

て主として問題にされるのはいわゆる企業家entrepreneurの行動である．す

なわち，この場合の企業の理論は，統一もしくは調整の機能をはたすものとし

ての企業家の行動にかかわるものとなる．したがって極大化されるべき目的函

数は企業家のそれである．

　生産諸要素の所有者がそれらの財とサービスをある価格で企業家に売却する

とき企業が生れる．このような取引が完了すると生産諸要素の所有者は，さし

当って，我々の分析の対象から消えてしまい，我々が企業の行動だけを問題に
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する限りでは企業家のみが分析の対象となる．かくして，経済学における企業

の理論では，企業をある種の「集団」としてではなく，個別的な独自の行動主

体として扱うことになる．経済理論の枠組の中では意識的な「協力」の理論が

発展していないが．これはおそらく上のことが主要な原因になっているものと

考えられる．逆に言えば経済学における企業理論の主要な貢献の一つは無意識

的な脚を醐の機構を即て説町姿ζr，ろ・晦るとい・うζ、とができホう・

　経済学における企業の理論は，先に述べたように，究極的には企業家の行動

を問題とするものであ西そ岳論る理論的筋析の働には企業家を企

業そのものであるかのように扱う．しかしこの場合，個入あるいは個人の集ま’

りとしての企業家は，一般に，いわば彼の行動の影にひそむ存在にすぎず，企

業家の像はその行動を通じてのみ観察される．そして彼の行動は，技術的，生

物学的，あるいは制度的諸要因によってあらかじめ決定された目的函数極大化

の原理によって導かれる．伝統的な理論において経済学者達が問題にして来た

のは市場における企業の行動，すなわち財とサービスの価格と量に関する企業

の行動であって，企業の内部においてなされる意志決定の過程についての理論

は充分に展開されていない．経済学者達は，企業がどのようにしてその意志を

決定するかについては知らなくても，市場における企業の行動を充分に予測す

ることができると考えて来たといってよいであろう．このように．理論の主要、

な対象が市場における行動であることは，経済学において企業家を企業そのも

のに置きかえることを可能にする．このことが更に，非入格的な交換とか生産

の活動のうちに生起する種々の転形を批判的に検討することを容易にするので

ある．このようにして，行動主体としての企業を統一された全体として（集団

としてbehaviora1にではなく）分析することが可能となり，そこに価格機構の

作用を通じてすべての主体一企業の相互の利益を無意識的に導く行動の体系を

想定することが可能となる．企業の生産物はその価格が企業と買手の双方にと

って満足できるときは売却されるが，この場合経済学は，ある市場の条件の下

（1）このような考え方を最も明確に主張しているのはStauss〔194〕であって，彼に

よれば，「企業は企業家である」。
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で他の経済主体と無意識的に協力する企業家の行動について分析して来たので

ある．

　以上のように，経済理論における企業は企業家と等置され，価格，費用，．産

出量，投入量等の諸問題に関する企業の選択とか行動は，企業家による選択，

行動としてとらえられる．そして，企業家はあらかじめ明確に定められた目的
　3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

函数をもち，利用可能な行動の集合の中からその目的函数を極大にする行動を

選択する．この極大化のための行動の選択あるいは馬形活動は価格機構の働き

と，そのときの市場条件もしくに競争条件によって決定される．したがって目

的函数極大化のためにどのように行動すればよいかは，その中で選択が行なわ

れる競争の状態を所与とすることによって問題を簡単化することができる．す

なわち，寡占の場合を除けば，企業は競争者の行動を考えなくても自らの行動

とその結果のみを考慮することによって合理的に行動することができる．完全

競争の場合には企業の行動はその競争者と市場に対して大きな影響を与えるこ

となく，他方の極である完全独占の場合には企業は非常に強力であって他から

の影響を受けない．

　我々が行動主体の間の意識的な協力ないしは相互依存関係を含まない行動の

問題を扱うかぎりでは，以上に見て来たような形で企業の理論を構成すること

は妥当であるように思われる．しかしながら，我々が無意識的な協力の領域を

はなれて，意識的な協力の問題を扱おうとするときには事態は複雑なものとな

る．複占および寡占の問題はまさにこのようなものである．市場におけるいわ

ゆる“small　numbers”の問題に関しては既にCoumotの業蹟があったわけで

あるが，それを上に見て来たような経済理論の体系に効果的に組み入れること

はゲームの理論の出現までは不可能であったように思われる．

　市場における問題を離れて企業の内部でなされる意識的な協力の問題につい

ても，複占又は寡占の場合と同様のことがいえる．　「労働組合の経営参加」と

か「所有と経営の分離」とかの問題を伝統的な経済理論の枠組の中だけで考え

ようとすることは困難であって，そのようなときには経済学者は彼の主要な理

論体系との関係が多少とも希薄な概念に頼ったり，あるいは彼の体系をより一
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般化することが必要である．

　経済学における企業の概念は，いわゆる行動諸科学beh乱vioraI　sciencesの

研究者にとっては，それらの分野の研究対象を構成する個々の行動主体の行動

様式が，経済理論においては企業家の行動に主眼が置かれるためにあいまいな

ものになってしまうという意味で満足できないものである．

　しがしながら，経済学における企業の概念は∴それを用いることによって企

業行動の分析が容易になるという大きな利点をもっているといわなければなら

ない．企業は企業家であると想定することによって，企業の行動を統一された

単一の組織の行動として論じることが可能になるからである．

　尚，経済学の歴史の中で，企業あるいは企業家の概念について論者の間に必

ずしも見解の一致があっだわけでもないし，又あるわけでもない．古典派の時

代から現在にいたるまでさまざまの見解が述べられて来ているlMarsha11

〔133〕・Say〔173〕・Wa1琴er〔211〕，　Clark〔39〕，　Schumpeter〔176〕，Rawley

〔92〕，Knlght〔106〕などはその若干の例である．これらの各々について祥面

することはここでの目的ではないので，われわれが上に述べたような企業の概

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
念は経済理論において最も典型的なものであることを指摘するにとどめたい．

　線型計画をはじめとする数学的な計画理論における企業の概念も白上のよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
な概念とそれほど異なったものではない．伝統的な企業の理論においてはいわ

ゆる限界分析φ手法を用いて来たが，それと数学的計画理論との違いは大雑把

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
にいって，分析のtOO1としての違いと考えるべきであろう．

（1｝経済学における企業ないし企業家の概念に関するいくつかの代表的な見解の紹介

とそれらに対する批判については，Stauss〔194〕，　Coase〔42〕などを見よ．

（2）たとえばDorfman，　Samuelson＆Solow〔57〕．

（3）企業理論における限界分析と数学的計画理論の比較検討についてはWu＆Kwang
〔217〕．
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第2章　伝統的企業理論に対する

　　　　　　　批判と新しい企業理論．

2．1合理性の仮定

　伝統的な経済理論においては，先に見たように，企業は合理的に行動するも

のと仮定されている．この「合理的に」という言葉が何を意味するかについて

は，過去において，かなりの見解の不一致が見られたのであるが，経済理論が

明確かつ正確に定義されるようになるにしたがって，合理牲の仮定の意味に関

する論争は次第に影をひそめるに至った．すなわち，多くの論者は，合理的な

行動とは，効用とか利潤のような，いわゆる“well　ordered”func醸㎝を，（完

全な知識の下で）極大化するような行動を意味するものであると考えるに至っ

たのである．

　合理性の仮定は，理論経済学をはじめとして種々の社会科学において，しば

しば用いられる仮定であるが，合理的行動のモデルは，一般に，次のようない

くつかの要素を（少くくともそれらのうちのいくつかを）含むものとして定式

　　　　　　　　（D
化するにとができる．

　（1）d㏄鳳on　makerである経済主体が考えることのできる種々の決定の範

囲を表わす，二つ又はそ；れ以上の可能なbehavior　altema伽esの集合A．

　（2）経済主体が現実に考慮を払う二つ又はそれ以上のbehavior　alterna伽es

の集合AO．ここでAO⊆A．

　（3）経済主体のa磁。Ωsから生じると考えることのできる可能な成果ou加。・

mesを表わす，二つあるいはそれ以上の可能な将来の状態future　states　of

　　　　　　く　コ
affairsの集合S．

　（1）　cf。　Si颯on〔189〕，　Cohe且＆Cye1’t〔44〕．

　②　あるいは選択の成果の集合．尚，この段階では，客観的に存在する成果と，経済

主体の心の中に主観的に存在する成果とを区別する必要はない．
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　（4）それぞれの可能な将来の状態に対して経済主体が与える主観的な価値あ

るいは効用を表わす“well　ordered”func鎮on．この函数は集合Sのすべての要

素Sに対して定義される実数函数V（s）によって表わされ，集合Sの上の半順

序pa感al　orderingを定める．この順序はordinaiな函数によって表わされる

場合とcardina1な函数によって表わされる場合がある．

　（5）経済主体は，彼がある特別のbehavior　alterna伽e　a∈A（又はa∈Ao）

を選ぶとき可能な成果のうちどれが現実に生起するかについて何らかの情報を

持つ，この情報は完全な場合もあるし，又：不完全な場合も存在する．この情報

が完全な場合には，beh3vior　alternatlvesの各々は唯一つづつの成果に対応す

る．：不完全な場合には，二つ以上の成果が対応するようなa∈A（又はa∈AO）

が少なくとも一つは存在する．

　この情報は，集合A（又はAO）の各々の要素aをSの部分集合S。へ移す

mapping．として表わされる．ここでS。は，　aが選択されたときに生起する成

果の集合である．

　（6）経済主体がある特別のbeh　avior　alterna伽eを選んだときに，ある特別

の成果が生起する確率に関する情報．これは上の（5）において想定されたものよ

り精確な情報である，なぜならば，それは，S、に含まれる各々のSに対して確

率P。（S）（aを選ぶときSの生起する確率）を結びつけるからである。ここで

（P、（S）が離散的な場合）ΣP。（S）嵩1．

　　　　　　　　　　　　Sa

　合理的行動のモデルを一般的な形で定式化するとそれは上のような諸要素を

含んだものとなるであろうが，d㏄k癒n　makerである経済主体は，ある与えら

れ塒点におけるbehavior　alt㎝卿鈴の集合A（又はAo）から・どのaを

選ぶかは自由であり，その選択は，選ばれたaに応じて生起する成果とその価

値の如何によって決定される．behavior　altematlvesの集合A（又はAo）と

成果の集合Sは，その時卓における他の（競争的あるいは協力的な）経済主体

の行動，彼自身と他の主体の過去における行動，更に外生的な諸要因によって

決定されるものと考えることができる．
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　ところで，このような合理性の仮定の有用性については次のようなひくつか

の反対がなされて来た．

　　（a）behavior　a1temativesの集合A（又はA“）の性質が複雑なものであ

　るとき（現実の社会事象について見るときこのことは充分に可能である），

　それを理論的なモデルにおいて，近似的にもせよ，考慮に入れようとするな’

、らば，利得函数あるいは効用函数の極大化に際して解かれねばならない数学

　的な問題がきわめて複雑なものになり，簡単な意味づけのできる結論を引き

　出すことが困難である．

　　（b）個々の経済主体の行動が合理性の仮定に合致すると想定すべき現実的

　な理由が存在しない．上の（a）において見たように，社会事象における合

　理的な選択が数学者にとっても発見が困難であるとすると，普通の経済主体

　がそれ崇発見し得ると想定するのは不合理であるといわなければならない，

　　（c）たとえば，効用函数が極大化さるべき目的函数としての役部を果すと

　してもその函数自体がovertimeにはきわめて不安定である．したがって，

　現実の社会現象を理解するためには，爾数V（s）の比較からa∈A（又はa∈AO）

　の選択への因果関係を追求するよりも，むしろ，成果の評価の変動を決定す

　る要因により多くの関心を払うことが必要である，

　（d）社会事象における合理性の概念には，基本的に不明確な点がある．あ

　るdecis1on　makerがA（又はAo）からあるaを選択したとき，それによ

　って生起する成果とその選択そのものが他のd㏄ision　makersのbehavlor

　alteマnatlvesの集合に影響を与え，このことが，逆に，最初のdecisi㎝maker

　の選択に影響を与えることになる．かくして，それぞれのd㏄ision　maker

　の選択は1部分的に，他のdecision　make玲の反応に左右されることにな

　り．determinateな解が得られない．

、合理性の仮定あるいは原理に関する批判としては，他にも，“wen　ordered”

な函数V（s）を．一義的に定義できるかという問題，集合A（AO）を集合S、に移

す情報がどのようにしてどれだけ得られるかという問題など，重要なものがあ

るが，合理性の仮定に関する基本的な批判としては，一応，上のような形まで
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とめられるであろう．

　伝統的な経済理論では，これらの批判を回避するために，合理性の仮定が適

用される範囲を限定する認勿σな諸仮定を追加している．たとえば完全競争

の仮定は（d）の批判を回避することのできるものである．又周様に，独占の条

件の下では，独占者は他のdecision　makerSに対して影響を与えはするが，彼

等からの影響を受けない程強力である．この二つの極端の場合以外の市場構造

については更に複雑なβ4勧。な仮定を追加することによって，個々の企業が

競争企業の反応をどのように考慮に入れるかをspecifyし，解かれるべき問題

　　　　　　　　　　　　　　　（1）
を簡単な極大化の問題に帰着せしめる．　　　　　　　　　　　　　　1

　いずれにせよ，上のような批判は，（少なくともposi伽eな意味においては）

かなりの妥当性をもっているように思われる．そこで，もし批判の妥当性を認

めるとすると，合理性の仮定に代わるべきものが何であるかが問題となる．そ

のようなものとレては，たとえばSimon〔298〕のいう“principle　of　bounded

rationa聾ty”などが提唱されているのであるが，これを含めて，合理性の仮定

に基く伝統的な企業理論に対する種々の批判について次に検討することにした

い．

　その前に合理性の仮定に基く理訴一合理的行動の理論について追加的なco－

1hm㎝tを述べておく．すなわち，合理的行動の理論は‘‘duai”な解釈ができる

提言の集合であるということである．それは，一方においては，経済主体の現

実の行動を理想化した近似であると見倣すことができると共に，他方では，な

されるべき“recommenda航ons”を与えるnorma伽eな理論であると考えるこ

とができる．この理論の意味する一つの重要な点は，厳arschak〔130〕の言葉

を借りれば「合理的な人間は論理的，算術的な過誤を犯さないゴということで

ある．

　ところで，現実においては，早急な結論あるいは行動を必要とするような時

には特に，我々は人が合理的な行動を行なわないことをしばしば経験する．現

　（1）このタイプの仮定を最も一般的に扱ったものの1つは，Arrow〔6〕によれば
Frisch〔81〕である．
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実の事態が正にかかるものであるとすれば，合理的行動の理論を提唱すること

の意義はどこにあるのであろうか，それは，そのような理論によって，第1に

’「常に馬鹿な行動をとる」ばかりではない人間の行動を叙述することが可能に

なるという点に’ ?閨C第2に，いかにすれば「正しい」結論に達することがで

きるかについての忠告を与えることができるという点にある．

　ところで，合理的な行動を論理学と算術の法則のみによって定義するだけで

は不充分であって，たとえばある特定の行動から生じる結果を評価する尺度，

あるいは規準がなければならない．論理学と算術の法則を満すことは，合理的

な行動の必要条件ではあっても充分条件ではないのである．我々が先に述べた

合理的行動のモデルは正にこのようなものである．

　経済学を定義するに際して，それは稀少な資源の三富配分を研究するもので

あると言われることが多い．このことは経済学における伝統的な企業の理論に

もよく当てはまる．微視的経済理論は，一般に，合理的な個々のd㏄i団㎝maker

に．謔骰ﾅ適化のプロセスを含んでおり，企業の理論では，繰り返し述べて来た

ように，個々の企業は，そのとり得る行動の範囲とその成果の集合について知

っているとされるのが普通であった．そして，そこに登場する企業は，あらか

じあ明確に定義された目的（普通の場合利潤）をもっており，しかもそれを極

大化するに際して必要な計算能力を充分に備えているものとされている、

　しかしながら，すぐ前に見たように，個々のd㏄團on　makerは，限られた

時間的余裕しかもたず，計算能力にも限界があり，とり得るbehavior　altema・

tlvesについてもその若干のものしか知らず，更にそれぞれのaltema“vesに関

して不確実性ないしはriskが存在するというような事態の下で，何らかの決

定をなさねばならないとするならば，合理性の仮定に基づく企業理論に対して

批判の生じるのは，むしろ当然のことであろう．

　さて，伝統的な企業の理論に対する批判は最近の事例に属するものではな

く，かなり以前から繰り返し現われている．をれらの批判は，経済学の内部に

おいてはもちろん，経済学の関連諸領域の見地からもなされている．それらの

批判の内容は様々であり，かつ多くのものは互いに入りくんだものとなってい
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るために，それらを見当のつけやすいようた分類することは必ずしも容易では

ないが，経済学の内部からのものと，組織論ないしは行動科学からのものとに

　　　　　　　　①
大別できるであろう．そして，新しい数学的手法の開発によって可能となった

理論的展開がその各々に密接に関係している．伝統的な企業理論に対して多く

の論者が問題にした点はジ主として次の二点である．すなわち，伝統的な理論

は企業の行動を規定する重要な要素あるいは変数をそのモデルから欠いている

という点と，合理性に基づく利潤極大化の仮定は非現実的であるという点であ
（2）

る．

　次節以下においては，代表的ないくつかの批判と修正された理論について検
　　　　　　　　　（3）
討を加えることにする．

2．2　利潤極大化の仮定

　合理性に基づく利潤極大化の仮定に対する批判は，伝統的な企業理論に対す

る最も基本的な批判であると考えられる，このような批判と新しい理論につい

ての検討から始めよう．

　最初は，利潤は企業のgoalであるか，又そうであったとしても唯一のgoal

であるかという問題である．このタイプの批判の大部分は，利潤が企業の重要

なgoa1であることを認めつつも，それが唯一のgoalではないことを主張す

る．

　このような問題に関する最も古くかつ重要な見解の一つはScitovsky〔177〕

によるものである．彼によれば，利潤の極大化は，企業家にとって，彼の満足

の極大化と一般に両立せず，「正常な」形の無差別曲線をもつ企業家は，“iれa・

ctivity”（又は1eisure）と貨幣所得の両方から得られる満足を極大化する．

　　ω　このように判然と区別できるというのではない．経済学の内部からの批判におい
　ても組織論などの影響を受けているものが多く存在する．
　　（2）　cf，　Bo1オding〔25〕

　　③次回以下の説明はいくつかの項目に分けて説明されている．しかし多くの挑判と
　修正理論は相互の関連が密接で，下のように分類して説明することが最も妥当な方法で

　はないかも知れない．
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Scit⊃vskyの議論の大要は次のようなものである．彼は，先ず，貨幣所得m

（縦軸に沿ってはかる）と企業家のinalc五vity　i（横軸）との間の無差別図表を描

くことからはじめる（Fig．1）．企業家は，彼の性格にしたがって，利潤の極大

化をはかって1dsureをあきらあるか，完全にinactlveになって目白の利潤を

得るか，あるいは，利潤と1eisureの適当な組合せを選択するというわけであ

る．ScltovSkyは，次に，企業家のactivity（iのnega伽e）をlimita艇ona1　factor

と仮定することによって，それを産出量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　血で表示する．このとき，点wは，企業家

が完全にinac伽eで産出量ゼロの点であ

る．Fig．1の横軸は産出量の単位で測ら

れているから，企業家の総収入曲線と総

支出曲線をこの図に描くことができる．

これらの曲線の差（縦座標に関する）

は，それぞれの産出量に対する企業家の

純所得を表わす．この純所得曲線を（i，

総支出曲線

総収入曲線

0

Fig．1

W ■
－

m）平面に描くと，純所得曲線とある無差別曲線との接点において企業家の満

足は極大になり，最適な生産量が決定される（Fig．2）．この最適生産量は利潤

を必ずしも極大にしない．Fig．2日半では，　iとmとの問の無差別曲線12が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　純所得曲線と接する点pにおい

m

1
、
＼

1
1

h
P
ト
ー
－
に

0
　　S

Fig．2

W

　　　て企業家の満足は極大となり，

　　　純所得が極大となる点血では満

　　　足は極大にならない．点hにお

　　　　いて満足が極大になるために．

　　　　は，その点における無差別曲線

　　　　の傾きがゼロでなければならな

糸屯戸斤f暑」　　　　　し、・

　i　　ところで，企業家の純所得は

　　　rOU亟ne　managementに対する



15

「賃銀」と考えられる部分（Marsha∬の正常利潤に対応する）と本来の利潤

に分けられる．’ eig．2において点w・を通る無差別曲線11は，企業家の純所得

のこの二つの要素を分けるものである．無差別曲線11は，企業家をして彼の職

業を続けさせる最小の満足の水準を表わすものであつで，彼の所得のうち彼の

満足をこの水準以上に引き上げる部分が本来の利潤である．Fig・2において・

たとえばpsは総純所得であり，　prが利潤，　rsは上の賃銀である．

　利潤は，このように考えてくると，純所得曲線と無差別曲線11のそれぞれに

対する接線が平行になる産出量の水準で極大となる．一方，極大の満足は，先

に見たように，純所得曲線が，ある無差別曲線に接する産出量の水準で得られ

る．この二つの産出量の水準は，明らかに，必ずしも一致しない．かくして，

極大の利潤が満足を極大化することになるためには，企業家は特別なタイプの

無差別図表をもたねばならない．

　純所得曲線がある無差別曲線（たとえば12）と接する産出量の水準と同一の

産出量の水準で無差別曲線12と11の接線の勾配が等しくなるためには，その

産出量の水準におけるこれらの2本の無差別曲線の接線が平行でなければなら

ない．この条件がどのような種類の純所得曲線についても満されるためには，

すべての無差別曲線が横座標の各々に対して同一の勾配をもったものでなけれ

ばならない．この条件は，企業家による彼のac廿viしyの程度の選択あるいは所

得と1eisureの間の選択が彼の所得から独立であることを意味し，企業家にと

っては貨幣の限界効用が一定であるとの仮定に等しい．

　このようなタイプの無差別図表をもつ企業家は，もし彼が利潤を極大化する

とするならば，彼のactivityに対する意慾は非常に強烈であって，彼の所得永

準によっては影響を受けないということになる．彼は（貨幣所得によって表示

される）成功をそれ自体のために欲するというわけである．

　ScitOvskyの指摘するところによると，初期の資本主義における企業家はこ

のような性向をもつものであって，利潤の極大化を（満足の極大化と同時に）

はかることができたと考えられており，又より近代における企業家について

も，少なくとも第1次接近としては，同じことが雷えるものとされているラ
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　利潤極大化の仮定に関穿るSciも。マskyの修正は1結局のところ，上のような

特別のタイプの無差別図表をもつ企業家は利潤の極大化をはかるが，他のより

一般的なタイプの無差別図表をもつ人々は，、所得と1eisureの両方から得られ

る満足を，利潤が極大になる水準とは一致しない産出量の水準で極大化すると

いうことを意味する．

　Scitovskyの見解を検討して行くと，いくつかの生出が含まれていることが

わかる．それらのうちの若干について考えてみよう．

　第1は，企業家の純所得曲線の形は何によって規定されるのかという問題で

ある．Scitovskyのこの点に関する見解は明確ではなく，彼は，純所得は企業

家のactivityと共に最初のうちは増大するが，ある点を超えると減少に転じる
　　　　　　　　　　（1）
と述べているにすぎない．このことが企業家の純所得は彼のac雌vityの函数で

あることを意味しているとするならば，そのacしivity（又はinac擁vity）とは何

かという問題が生じる．Scitovskyの説明では，それは産出量によって測られ

るとされている．しかしながら，産出量は，企業家職能entrepr㎝eurshlpと企

業の技術的条件によって規定されると考えるべぎであって，産出量を測定の単

位として用いることは妥当ではない．Chakrabar比y〔32〕の主張するように，

企業家のactivityは産出量と純所得の両方を決定し，その一方に関する決定は

他方に関する決定から独立ではないと考えるべきである．かくして，純所得曲

線をScitovskyのようにして描くことは妥当ではなく．又その形も彼の場合の

ようになるものとここで想定しなければならない根拠は存在しない．

　第2の問題は，第1のものと関係しているが，企業家のacti▽ityの測定単位

に関してである．Sci七〇vskyは，企業家のactivityが（生産の）limitational

factorであることを仮定することによって，それが産出量によって測定される
　　　　（2）
としている。しかし．産出量は企業家のactivityの1価函数ではなく，同一の

産出量が，activityの質の如何によっては，異なった大きさのactivityから得

　　（1〕Fig．2，における純所得曲線の形を見よ．

　　（2）Chakrabartty〔32〕の角一六によると，　Scitovskyが産出量で測るのは，彼が企業

　家の行動の重要な側面であるdecision－m舳gの行為を考慮するのを避けているためで
　あるという．
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られる．

　第3点は，1eisureと貨幣所得との間の問題，あるいは，それらの二つが企業

家の満足にとって対立的なaltemativesであるかどうかという問題である．現

代の社会においては，leisureには（借りて来た新聞を読んでいるというのでは

ない限り）何らかの種類の，何らかの大きさの支出を伴う．そして，どのよう

なタイプのlelsureをとり，それにどれだけの支出をするかが企業家の満足に

与える影響は，1eisure　timeとしてとることのできる時聞が限られて来ている

ことを考え合わせると．益々大きくなって来ている．

　したがって，1eisure耳me、と貨幣所得とを，単純にalternativesと考えるよ
　（1）

りも，むしろ支出のパターンが企業家の所得に対する慾求に与える影響を重視

することが必要であろう．そして，この支出のpattemは企業家の所得の大き
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
さに影響を与えることになるであろう．

　尚，上に述べた点に関してつけ加えておくべきことがある．それは，利潤の

消費が利潤の創出と分離されるような場合（たとえば，近代的な大企業のよう

な場合）には利潤の極大化がはかられることが多いという見解である．　「サラ

リーを支払われている」経営者が利潤の創出に専念してその保持には興味をも

たず，したがって彼等の1eisureが彼等の貨幣所得と代替的でないような場合
　　（3）
である．

　Scitovskyの修正理論については一応以上の検討にとどめて，次にRe¢er

〔161〕の主張について見ることにしよう．

Reder〔161〕は，利潤極大化の仮定はすべての企業に対して妥当なものでは

なく，多くの企業の行動はそれらの目的が利潤の極大化以外のものであるとの

　（1）Scitovskyのinactivity又はIeisureは，　activityが1imitatio無al　factorと仮

定されて産出量で測られていることから，1eisure　timeの意味であるように思われる．

　（2｝このことは，Nettle〔142〕においては次のように表現されている：企業家のとる

政策が彼の支出のパターンに影響されればされる程彼は利潤極大化の政策から離れるで

あろうと．

　（3）cf．　Katolla〔103〕，　Nettle〔142）
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仮定の下で一層よく説明されると主張する．利潤極大化の仮定をどの程度放棄

することができ畜かは企業が市場において占める位置と考えるべき期間の長さ

に依存し，市場の条件が高度に競争的であるか，あるいは長期にわたる問題を

考える場合には，利潤極大化の仮定は妥当なものであるが，その他の場合には

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　げコ
利潤極大化の仮定を受け入れることは妥当でないと考えるのである．

　このように，企業は利潤極大化以外の目的をもって経営することができると

すると，次の問題は利潤極大化に代わるべき目的は何かということである．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
Rederはいくつかの仮説を提出しているが，それらの仮説を用いた議論の中で

最も明確な形をとっているのは次のようなモデルである．

　企業家は，企業に対する彼のcontrdを保持するという制約の下で利潤を極

大化するものと想定する．すなわち，企業に対するcontro1が失なわれる危険

があるときには，彼は利潤の極大化よりもcontrolの保持に努力するというわ

けである．このような場合には，企業家の行動は，彼の唯一の目的が利潤の極

大化である場合の行動とは異ったものになるであろう．

　もし企業が最大の率で成長する（したがって，利潤，又はより一般的には企

業のnet　worthの現在価値が極大）ならば，そのために外部から大量の資金を

導入することが必要となって，企業家は企業に対するCQntro1を失うことを余

儀なくされるに至る．彼は，かくして，利潤の極大化をはからず，企業の成長

率を彼自身の資金と留保所得の範囲でまかなうことのできる程度におさえよう

とすることになる．

　このような状態は下のFig．3のように図示することができる．　Fig．3の縦軸

には，（1）現在（toとする）と将来のある時点（t1）の間の平均成長率がある

所与の値をとるときに，企業の総資産のうち企業家の所有する部分の割合（え

パーセント）と，（2）時点t1における企業のnet　w（眈hの現在価値を測って

ある．又，横軸には，toからt1までの（企業の資産の増加率で測った）平均

　　（1）たとえば，独占力をもった近代的な大企業などの場合．

　　（2）たとえば，企業はその11et　worthに対する特定の収益率を得ることに専念して，

　より多くの収益をあげることにはそれほど大きな関心を持たないとか，あるいは，ある

　与えられた大きさの収益だけをあげようとするなどである．
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成長率が測られている．

　図の曲線Pはt1におけるnet

worthの現在価値と平均成畏率

との間の関係を表わし，net

wort血の現在価値を極大にす

る，ある平均成長率（OA）の存

在を仮定する．平均成長率OA

に対応する極大の現在価値は

AMである．曲線sはt1にお

けるえの値をtoとt1との間の

平均成長率の函数として与え

M

F

s

c

P

・¶

　　　　　　　　　　　　　　　　O　　　　　　B　　　D　　GA

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fig．3

る．曲線Sについては次のように仮定されている：（1｝平均成長率がOB以下

のときにはえは平均成長率と共に増加する．これは留保収益と新しく投資され

た貯蓄によるものである．②OBを超える成長率に対しては，えの増加率は

三二する．これは急速な成畏のたあには外部からの資金が必要なためである．

水平線Cは，企業家がcon‡rolを保持するために必要と考える最小のλの値を

与えるものである．Rederによれば，水平線Cの高さを規定する最も重要な

要因は次のようなものである：

　（1）equity　ca口ta1の負債に対する比率．この比率が高いほど，（他の事情に

して等しいをぎり），Cの位置は高くなる．

　（2）eユuity　capita1の所有権の分布．企業家以外の個人又はグループの所有

する割合が小さいほど，Cは低くなる．

　（3＞企業を破産に追いやるような損失の危険が大きいほど，Cは高くなる．

　かくして，もし企業家がFig．3に示されているような事態に直面するなら

ば，彼は，利潤を極大にしてcontro1を失うか，あるいは成長率を下げて極大

でない利潤に満足し，controlの保持をはかるかのいずれかを選ばなければな

らない，Rederの見解では．企業家がその意図するいかなる成長率に対しても

充分な資本をもっている場合を除げば，通常の場合，OGを超えない成長率が
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選ばれる．その平均成長率は，企業家がCQntro1の保持を犠瞥にして利瀾②極

大化をはかる場合の成長率OAよりも小さいであろう・どのような成畏率が選

ばれるかは，企業家が。αntro1に関する安全さの巾をどれだけ欲するかに依存

し，この巾が大きいほど，選ばれる成長率はOBに近くなるものと考えられ
磐
．

・Rederのモデルは，一つの門門見極大化のモデルであるということができ，

その主要な点は上のように要約できるであろう．しかしながら，このモデルは

次のような問題点を含んでいる．第1は，利潤極大化と企業家のcontro1が対

立するような事態がどれほど一般的なものであろうかということである．第2

は，P曲線とS曲線の形と位置が上に想定されているようなものであろうかと

いう点である．第3は，企業家の満足できる最小のλを・Rederの述べている

要因がそれを規定するものであることを認めても，果してうまく決定できるか

という点である．

　1946年のLesterの論文〔115〕をきっかけとして，後にmarginaIist　cGntro．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ　ラ
versyと呼ばれるよう1こなった論争が発生した．この論争の中でGordon〔84〕

は，利潤極大化の仮定は非現実的であるζして，いわゆるsa飴factory　profit

の方が企業のgoa1として現実性をもっていることを主張している．s瓠sfactory

profitを企業のgoa1として考える立場は，その後・SimoΩ〔189〕・Ma「go胎

　〔128〕などによって受けつがれている．

　GordQnはその論文〔84〕において伝統的な企業理論の非現実性を・理論の

基礎にあるいくつかの仮定について批判しているわけであるが，彼は，当時問

題になっていた主観主義的な解釈と客観主義的な解釈に関して，企業の理論の

よって立つべき仮定は下に述べるようなものでなければならないと主張する．

すなわち，Gordonの基本的な立場は，利潤を決定する費用函数と収入函数の

　　（1｝もっとも，曲線Sの極大点がQAの右にあるような場合には・Cont「01の保持は

　企業の成長に対する制約としては働かない．
　　（2）marg㎞聾st　coatfoversyあるいはmarg血al　controversyに関しては後に述べ

　る．



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21、

客観主義的な解釈と「純粋に」主観主義的な解釈のいわぽ中間に位するもの葱
　　ぐめ
あって，彼が，企業理論のもつべき仮定として主張しているのは次のものであ

る：

　（1）企業の行動は，behavior　altemativesの結果（成果）に関する主観的な

評価によって定まるものであるが，

　②　現実には，これらの主観的な評価は，概念上は測定可能な量である目的

を情報によって近似したものである．

　費用函数，収入函数の意味を上のような仮定の上で考えるとき，伝統的な限

界理論によって現実の企業による政策決定が充分によく説明できるかどうかに’

ついて・GordOnは吟味しているわけである．彼の結論するところによると，

伝統的な限界理論は，非現実的な仮定を含んでいるために，現実を充分に説明

することができないということである．そのような仮定の一つとして，Gordon

は利潤極大化の仮定をとりあげているのであるが，この点に関する彼の主張は

大略次のようなものである．

　極大利潤と同じように企業家の行動を導くものとして個人的ないわゆる非貨

幣的動機の重要性を認めると共に，Gordonぱ，より重要なものとして準貨幣

的semi－p㏄uniaryな考慮を考える．これの一部は，企業をとりまく制度的な

環境の圧力から生じるものであって，競争者の本質を認識している企業家，労

働の雇用，資本の獲得等々に際して組織されたグループと直接に交渉しなけれ

ばならない企業家は，彼等の企業の存立を保障し，その地位を強化するような

戦略をとり続けることを余儀なくされる、これらの目的は利潤に対して下弓的

な影響を与えるものであるが，それらの影響を正確に評価することのできる経

営者は少ないといわなければならない．かくして政策決定のためのいわゆる

shor加utが登場する．利潤極大化に代わるshortcut基準は，それが（長期

の）利潤に対して何らかの影響を与えるという意味で確かに貨幣的なものでは

あるが，伝統的な理論ではそれをどのようにすれば扱うことができるかが明ら

　（！）客観主義的な立場は，たとえば，Harrod〔89〕，やSaxton〔1723に，また主観
　主義の立場はMachlup〔123〕に見られる，
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かでないというのがGordbnの主張するところである．

　Gordonによれば，準貨幣的な目的と利潤極大化との関係は次のようなもの

である．すなわち，野木利潤が最終的な目的であることを認めるにしても，企

業家は，種々の理由によっていくつかの準貨幣的な付随的な目的をもつもので

あるということである．そして，それらの付随的な目的を伝統的な利潤極大化

の概念に関係づけようとすると次の二つの難点が生じる．その第1は，利潤と

付随的な目的の達成度との間の函数関係を明らかにすることが，概念的にも不

可能な場合があるということであり，第2は，第2次的な目的に関する限界的

な調整の不可能な場合があるという点である．

　不確実性の存在を考えると，準貨幣的な目的の重要性は一層大きくなる．不

確実性の程度が大きいときには，企業家は安全性の巾が大きい行動，あるいは，

一つ又はそれ以上の変数の値を安定させるような行動を選ぶであろう．このよ

うに見てくると，企業の行動を決定する助けとなる付随的な目的を知ること，

更に，これらの付随的な目的と，極大利潤，ひいては他の基本的な目的（その

ような目的があるとすれば）との関係を知ることが必要になる．この点に関し

て，Gord㎝は，基本的な目的としては極大利潤よりもsa盛sfactory　profitの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
方が，基準としてはあいまいなものであるにしても，妥当であると主張する．

　企業家は不法実性の霧の中で決定を下さねばならず，彼が一度に扱うことの

できる変数の数には限度があり，彼は企業を「安全に」運営することを望むと

するならば，彼が長期におけるsぬsfactory　profitを約束し，彼の需要者，供

給者，競争者との関係を最もよく安定させる一連の“yard醐cks”を採用しても

驚くに．は当らないというわけである．

　以上は，sa飴factory　profitを企業のgoa1として考える方が妥当であると

主張するGordon〔84〕の議論の大要であるが，次に〔189〕を中心とする錺mon

　　　　　　　　　　　（2）
の主張をとりあげてみよう．

　　　彼は又，いわゆる1iquidity－solvency　motiveの重要性を強調して，破産とか一　　（1）

轡型懲に謀欝煕。蟹1卸す総畿強灘鴇撫
　は，たとえぼ，〔190〕，〔193〕などに見られる．
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　彼の問題は，伝統的な経済理論において想定されている経済人㏄onomic

manのglobal　ra偵onalityを，人間（を含む有機体）がその置かれている環

境の中で現実に得るこどのできる情報とそのもっている計算能力とに矛盾しな

いような合理性におきかえることである．このような合理性の仮定を，SimoΩ

〔191〕はbolmded　ra賃onalityの原理と呼んでいるが，それは次のような認識

から出発している．すなわち，現実の世界に生起する複雑な問題を定式化し，

それを解くために必要な人間の能力は，客観的に合理的な行動をするために

（近似的にもせよ）解を求めることを要求される問題の大きさにくらべると非

常に小さいということである．Si　monは，もしこのような原理が正しいとする

ならば，伝統的な経済理論の目的，すなわち，合理的な人間の行動を彼の心理

学的な性質の研究なしに予測すること，は達成木可能であると主張する．

　bounded　rationalltyの原理を適用するとき何が起るかというと，先ず第1

に，あるd㏄isi⊃n　makerの意図された合理性は，彼が扱うことのできるよう

な現実の事態の単純化されたモデルの構成を要求するということである．その

とき，彼が合理的に行動するということは，この単純化されたモデルに関して

合理的であるということであって，その行動が現実に関して最適であるという

ことではない．彼の行動を予測するためには，この単純化されたモデルがどの

ようにして構成されたか，又その構成が彼の心理学的な性質に確かな関係をも

っているかを知る必要がある．

　bounded　ra情onalityの原理の第2の帰結は組織の理論に関するものである．

もしある組織に属する人聞がすべて「完全に合理的」であるならば，そのよう

な組織に関する理論はむしろ即く空虚な理論といわなければならない．組織が

人間の目的達成のためρ有用な手段であるのは，個々の入間の知識，予測力，

技能，時間などに限界があるためであり，又，組織化が問題となるのは，人間

の組織されたグループがその成員の種々の目的をある限度までしか合致させる

ことができず，情報の交換とか協同の能力にも限界があるためである．

　Simonの考える組織理論は，目的の達成に対するこれらの限界あるいは制

約，よりくわしく言えば，何らかの目的を達成せんとする個人又は個人のグル
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Lプのもつflexlb蹴yとadaptab鷹yの限界を見きわめ，研究することがそ

の中心的な課題である．

　このことを企業の問題に則して考えると次のようになる．伝統的な経済理論

に登場する企業家に課されている制約は，彼自身にとっては外的な制約と彼の

組織一技術的諸膚件一の制約，および目的が彼のものとは必ずしも一致しない

他の個人による制約である．又，経営者あるいは管理者は，彼自身の心理学的

な構造，情報を交換することのできる人の数，彼が獲得し，保持することので

きる情報の量などによっても制約を受ける．

　このようにして，Si　lnonは，　bounded　ratiQnalityの原理が組織理論の，そ

して又，複雑な事態の下における人間の行動を扱う理論の中心たるべきことを

主張するのである．

　さて，Simonの論文〔189〕は，選択の問題を人間の計算能力の範囲内で扱

うことのできるように単純化する方法に関するものであって，選択のメカニズ

ムの性質についての議論がなされている．選択プロセスの単純化は，彼の場

合，極大化のgoalをsa観sficiロgのgoalによっておきかえること，そして

最：良の行動の代りにいわゆる“good　enough”な行動を発見することによって

なされる．このような代替が彼のbDmded　rationa韮tyの原理の適用にとって

本質的なステップである．s鱒sficingなgoa1の下では，彼によれば，結合確

率分布の推定とか，すべての可能なbehavior　altema伽esのcompleteでcon－

sistentな選好順序を推定する必要はない．

　以下においてSimonの議論をややくわしく見て行くことにしよう．彼が採

用した単純化の方法は，先ず“pay・off”函数V（s）がすべてのs∈Sなる成果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
に対して二つの値（1，0）をとるものと仮定することである．これらの値は，

それぞれs頗sfactory，　unsatisfactoryを意味するものと解釈される．このよう

な単純なpay・off函数を用いて，彼は次のようなd㏄ision　pr㏄essを定義す

　（1｝110tatio夏sは先の2章1節におけるものと同じである．又，　V（s）は2つではなく，

　たとえば3つの値（1，0，一1）をとるものと仮定することもできる．
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　（1）

る：

　（1）V（s）編1》for　all　s∈Sノとなるような可能な成果の集合S’（S’⊆S）

を探す，

　（2）behavior　alternativesのうち，その可能な成果がすべてS’に属するよ

うなものを探す．

　　したがって，もしこのような手続きによってあるbehavi㏄altema伽eが発

見されるならば，それはsat；sfactoryな成果を保証することになる．しかしな

がら，上の手続きは，望ましい性質をもったbehavior　alternatlveの存在とそ

　　　　　　　　　　　　　　（2♪
の一義性を保証するものではない．

　ところで，V（s）は前もって知られているにしても，　behavior　alterna伽es

の集合Aを，成果の集合Sの部分集合へ移すmappingは知られていないこと

があり得る．極端な場合には，Aのそれぞれの要素がS自体へ写像されること

もあり得る．かくして，Aの種々の要素を，　Sの真の部分集合に移す，より正

．確なmappingをもたらす情報の収集が問題になる．　V（s）が（1，0）の値しか

とらないような簡単な場合には，この情報収集のプロセスは次のような手順に

したがって行なうことができる．

　（1＞d㏄i謡on　makerが，最初に，非常に大雑把なものではあるが，　AのS

へのmappingをもっているものと想定する．

　（2）d㏄ision　makerは，　S’に属するsに対してV（s）魑1となるようなS’

　　（1）pay－o任函数がベクトル函数の場合に拡張

することができる．V（s）をベクトル函数とし，

その成分をv1，　v2，……，　Vnとする．すべてのi

についてVi≧kiが成立するとき，そのpay－off

はsatisfactoryであると想定すると，その場合の

decisiQn　processは次のようになる：

　V（s）≧k，（kはkiのベクトル）となるような
　S∈Sノ

部分集合S’を求め，次にSa⊆S’となるような

altemative　a∈Aを求める．2次元の場合は右の

図によって示される．

　②　V（s）がベクトル函数である場合における，

先にふれたdecision　processについても事態は
同様である．

k

0

％9

　　　　l　Satisfactory
　　　　iP町一・ff
　　　　置

k
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をSの中から探す．

　（3）d㏄isioa　lnakerは，　AのSへのmapがngのうち，　S’の要素が含まれて

いる部分を精製するような情報を探す．

　（4）map藍油9の精製が終ったら，　ded＄ion　makerは，　S’の部分集合へ移さ

れるbehavior　altema廿veを探す．

　上のような手続を用いれば，d㏄ision　makerが収集しなければならない情

報は，Aの要素をSの個々の要素に移すmapがngのうちの一部だけに限られ

る．

　このようにして，単純なpay－off函数と，　behavior　altema伽esの可能な成

果へのmap幽gを徐々に改善するための手続きとを導入ずることによって，

合理的な決定に達するためのプロセスは，必要な計算の面から見ると非常に簡

単化される．

　Simonによれば，このような2組の手続きは，すべての現実的な目的にとっ

て，最小限必要なpay・offが「正当に」設定される限り，　globa1な最適化を充

分によく近似するものである．

　ところで，上のような決定のプロセスは，先にふれたように，解の一義的存

在を保証するものではない．Simo血によると，彼がこのようなモデルを構成し

たのは，現実に入間の用いている決定のプロセスとできるだけ類似したモデル

を構成しようとしたからであるという．彼は解の存在とその一義性を保証する

メカニズムについて下に述べるような説明をしている．先ずその第1は，長期

における解の一義的存在の説明である．

　一般に，910bal　ra輔onalityに基づく選択理論は，すべてのalt㎝ativesが選

択の行なわれる前に既に評価されていることを仮定している．しかし，現実に

おける人間の意志決定の問題では，altemativesの評価は順を追って継続的に

な‘されることが多い，そしてa1temativesの評価がそのようになされる場合に

は，最初のsatisfactory　altema伽eを現実に選択されるものと見倣すことが

できるであろう．このような場合には，我々は静学的なchoice…虹tua偵onでは

なく，それらの系列を考えることになるわけであって，sa撫afctory　altema績ve
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を規定する“as霞atlon　level”は，この試行の論点において変化するものとさ

れる．4㏄1slgP　makerがalternatlveの探索に際してsatlsfactory　altematlve

を「容易」に発見できるときには，彼のaspiratlo皐1eve1は上昇し，発見が「困

　　　　　　　　　　　　（1）
難」であるとき．には下落する．aspiratlon　leve1のそのような変化が，とりも直

さず，satlsfactoryな解の“near－uniqueness「’をもたらし，又そのような解の

存在を保証する．解が発見できないとぎには，d㏄ision　makerのaspira偵。鎗

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で　ラ
1eve1が下ることによって解が出現してくるというわけである．、

　上の説明は，Simon．の言う動学的な調整による説明であるが，解の一義的存

在に関するもう一つの説明は次のようなものである．behavior　altemativesの

うちld㏄ision　makerが現実に考慮を払うものの集合AOがAの真部分集合

であるとする．．もしAoの中にsatlsfactory　alter且atlveが発見できないときに

は，d㏄蓋Sion　makerはAoに追加することのできるalternativeをAの中から
　　　　　　（3）
探すわけである．．このような方法で解を見つけるこ．とは，そのための調整が主

としてAoについて行なわれることを意味し，　sλtisfactory　alterna廿veの発見

が容易ならば，Aを小さく，．困難ならば大きくすることである．

　最後に，Si　monのモデルがその妥当性を主張するためには，　satlsfactoryな

pay・offがどのように設定されるかが問題である，以下この点についての彼の

主張を説明しよう．彼はこの点に関する議論を～般的な形で展開していないの

で1忌め生張は必ずしも明確でないように思われるが，大要は次のようなもの
　　（4）

である．

　　（1）探索の容易さは，AのSへのmappingに関するよりよい情報を得るための費用

　によって表わすことができる．

　（21ここで考えられているモデルは，ある時点におけるaspiration　leve1が過去の歴
　史（過去のaspiration　leve1と達成の程度）に依存ナるという意味でのみ動学的なもの

　である．しかし，重要な動学的要素としては，この他に，ある試行におけるpay一（症が

　その試行で選ばれるaltemativeだけでなく過去の試行で選ばれたalternativeにも依
存するということ，．decisio箆瓢akerの経験によってpay・oぼ函数が変化し得るというこ

　と，AのSへのmappillgを精製する方法がalternativeの選択に影響を与え得ることな

　どが考えられる．

　（3）このことは先に述べた情報収集のプロセスの精密化を意味する．

　（4）　〔189〕におけるSimonは特殊な例を用いて説明しているが，ここではそれを少

．しだけ一般回したter颯で説明する」
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　ある時点tにおけるd㏄ision颯akerのpay・offの申で最小の満足を与えるも

　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
の一a㏄eptance　pay・off一をv＊（t）とする．もし時点tにおいてヤ＊（t）以上の満

足を与えるfつ又はそれ以上のpay・offがある場合には，彼は最も大きい満足

を与えるpay・offを選び，　v＊（t）似上の満足を与える1箪y」offがない場合には時

点tでは選択を行なわず，次の時点（t＋1）で新しいa㏄eptance　pay・off　v＊（t＋1）

を設定する．d㏄減on　makerについて以上のように想定する．

　さて，もし彼が各時点におけるpay・offの確率分布に関して何らかの情報を

もっているならば，pay－offの期待値を極大にするa㏄epta㏄e　pay・offを設定

することができる．このことは次のようにして示される．

　今v＊＊がtにおいて最大のpay・offとなる確率をPt（v＊＊）とすると，時点tま

での試行でa㏄eptance　pay－offが出現しないで時点tにおける試行でac㏄pta・

nce　pay・offが現われる確率は，

　　R㈹一／二二／v＊＊）dv＊＊　　　　（・1

によって表わされる．そのとき，d㏄lsion　makerが時点tにおいて受けとる

pay・offの期待値は，

　　戯（・・）一∫二鵠・軌（v＊＊）dv＊＊　　　　（・｝

となる．ところで時点tまでにa㏄eptance　pay・offが現われる可能性はあるわ

けで，それを考慮すると，時点tにおいて受けとるpay心ffのmoondi恥na1な

期待値は

　　　　　　　　　しユ
　Et（v＊）二εt（v＊）∬〔1－P．（v＊）〕

　　　　　　　　　卍巴呈

したがって，pay－offの期待値は

　　　　　　　　　V〔v＊（t）〕国ΣEt（v＊）

　　　　　　t＝1

（3｝

（4）

となる．問題は（4）を極大にするようにv＊（t）を設定することである．v＊の各

々は独立であるから，Vをそれらの各々で偏微分すると

（1）われわれは，以下において，pay・dfが貨幣とか効用によって測定可能であること

を仮定している。
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、。鑑煮糀）．（」躍旨1，2，………k）．（・）

となる．しかしこの右辺の要素は，

驚1黒幕器憲〔1－P。（v＊）ン　　（・）

饗（おし・・（・・）返1〔・一恥（・・）〕〔一二鐙〕…j＜・（・）

　　　　　　　　　　7藷1

瓢L・　…3＞・．

となるから，極大の第1次条件は

、縄）一一ザ（j）・・（鴫〔1一恥㈹〕．

　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ
　　　　　　十Σεt（v＊）π〔1－PT（v＊）〕P葺（v＊）業0、
　　　　　　　電＝j＋i　　　　　　　　　 T≠j

となる．（9）から結局

　　　　　　　　　　　　　　　を　ユ
　　　　　　Σε，（v＊）1τ〔1－P。（v＊）〕

　　V＊（」）一t取j＋1、一1丁判

　　　　　　　　　π〔1－PT（v＊）〕

　　　　　　　　丁漏1

　　　　　　　　　　　　　　　も　ユ
　　　　雛　Σεt（v＊）　π〔1－Pr（v＊）〕
　　　　　　t謂5＋1　　　　　　　　　T〒j＋1

．（8）

（9）

（1①

が得られる，但し㈹が意味をもつためには右辺の無限和が収束しなければなら

ない．この条件㈹は次のこと．を意味する，．すなわち，時点」における合理的な

a㏄eptance　pay－offは，その時点でa㏄eptance　pay・offが現われず，以後の各

時点で合理的なa㏄ept蝕ce　pay－offsが設定されるときのpay－offsの；期待値に

等しいということである，

　以上は，人間の意志決定のプロセスに関するSlmQ戴〔189〕の主張の大要で

ある．

　上のような立場は，彼の意志決牢問題に関穿るsurvey　a浦cle〔193〕そ爾他

に一層よく現われている1彼はその論文で伝統的な利潤極大化の仮定の欠点を
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　　　　　　　　　（1）
いくつか述べたあとで，sta偽factory　profitの方が企業のgoa1として且eani・

ngfUlであると主張する．

　彼の出発点はここでも次のような理論である，すなわち，人間が何らかの行

為をなす動機は何らかの心理的誘因から生じるものであって，その誘因が満さ

れるとき行為も終了する．更に，ある誘因を満すための条件は固定的なもので

はなく，それは，それ自身経験によって上方へも下方へも変化し得るaspirat；on

levelによって決定される．

　彼によれば，このような理論にしたがって企業の行動を説明しようとするな

らば，企業のgoa1は利潤の極大化ではなくて，むしろ，ある水準の又はある

率の利潤，ある水準の販売高又は市場占有率であると考えなければならない．

彼は極大化のモデルよりもsa飴f量。㎞9コ口デルの方がすぐれていると主張す

るのであるが，その理由は，sa鵬ficingのモデルを用いると，企業の均衡点の

問題だけでなく，それに企業が如何にして到達するかも明らかにすることがで

きるということにある．そしてaspira面on　leve1については次のことが成立す

るものと考える：

　（1）現実の達成度がaspira蓋on　leve1より低いときには，探索行動search

behavioガ（特に，新しいbehavior　alterativesの探索）がひき起される．

　（2）それと同時に，asがration　leve1自体が，　goalが現実に到達可能な水準

になるまで，下向きに修正される．

　（3）上の二つのメカニズムの動きがおそくてaspira績on　leve1を達成度に適

応させないときには，感情的な行動emotional　behaviorが合理的な適応行動

にとって代る．

　　（1）彼があげている利潤極大化の仮定の欠点は，次のものである．幽（1）．極大化さるべ

　き利潤が短期のものか長期のものか不明である．②．企業家は貨幣的は報酬の他にあら

　ゆる種類D「精神的」な報酬を企業から受ける．もし彼が効用を極大化しようとするな

　らば，彼はその精神的報酬と利潤とをはかりにかけることになり，そのような場合には

　利潤極大化の基準はその明確さのすべてを失う．（3）．企業家は報酬の極大化ではなく単

　にsatisfactoryな報酬だけを求めることがある．（4），企業の所有と経営が分離してい

　るような場合には経営者は必ずしも利潤を極大にする動機をもたない．⑤，企業の間に

　不完全競争があるときには，ある企業にとって最：通な行動は他の企業の行動に依存する

　から，極大化のgoa1は不明確なものとなる．
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　ここで注意されなければならないことは，aspiratlon　leve1は効用のスケ』ル

におけるゼロの点を定義するということである．企業がそのaspiraton　leve1に

少なくとも等しいbehavior　alterna伽esをもっているときには，この理論によ

れば・企業は既知の利用可能なaltemativesのうち，最良のものを選ぶことに

なる．又asがra菰on　leve1に達する利用可能なaltema伽esが存在しないとき

には，短期においては探索行動と目標の修正が，長期においては感情的行動が

行なわれる．

　尚，Simonは，　sa飴ficlngとmaximizlngとの区別は経済学においては重

要なものではないという主張に対しては次のように反論する．そのような主張

は，

　（1）個人の行動についての心理学的な証拠は，彼のasがrαtlon　leve1が達成

可能尽水準に自らを調整して行く傾向があることを示している，’したがって，

長期においてはaspiration　levelと達成可能な極大値が非常に近いものとな

る∴

　（2）ある企業がsa飴fycingな行動をとったとしても，その企業は，より、多

くの利潤を獲得し，より急速に成長する，極大化企業に負かされてしまうであ

ろう．

という二つの理由に基づいて，sa飴flc拍9な行動を考えることの，意義を認めな

いのである。これに対するSimonの解答は，企業をとりまく経済的な環境は

非常に複雑であって長期的な均衡が達成されると仮定すべき先験的な根拠は存

在しないということである．

　つづいてsa賃sfacな）ry　profitを企業のgoa1として考えるMargoHs〔128〕の

議論について考えよう．企業理論に関する彼の基本的な立場は次のようなもの

である．すなわち，企業のモデルは，その構造が現実に企業の意志決定に際し

て用いられる規則や手続きと両立するものでなければならないということであ

る1そして企業において用いられる規則や手続きは，企業の内部的組織，それ

が置かれている環境についての情報の量，環境の状態などによって影響を受け
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るものであり，それらは技術的諸条件や資源の制約と共に企業に対する制約と

なり得るものである．企業がその環境をどのようにして認識し，それに反応

し，それをCO縦tro1するかを無視しているような理論は，経済的活動の分析に

も効果的なものとはならないであろうという。

　伝統的な企業理論に対ずるMargolisの撹判の主点は∴それが“non・pr（オit－

maximizlng　goa1”についての説明をその主要な部分に含んでいないというこ

と，一部は不確実性の存在によって生じる現実の規則，手続きについての説明

を欠いているということにあるご企業はそれが利潤の極大化を果して行くため

に必要な情報と計算能力をもっていないという認識を出発点として，彼は次の

ように主張する＝極大化のための合理的な努力が全く欠除しているとか，完全

予見の能力が存在するとかという両極端ではなく，経営者は“more　ahd　more

profit♂を得ることを望むものと，もっと現実的に仮定する方が望ましいと．

知識が完全でないことを認めるのは利潤極大化の仮定の放棄を意味する．そし

て企業の経営は不確実性の下で行われなければならないのであるから，幽いら

れる規則やtoolsは完全予見の場合におけるものとは異なったものとならざる

を得ず，経営者も又慎重に行動する指導者とならざるを得ない．

　このような立場に立って構成する企業のモデルを，Margolisは“ddlberative

mω。1・の名で呼んでい轟・のモデルと伝統鵬判断に基づくモデルで

は，d㏄闇on　makerにとって必要な情報の量が違っている．　ddibera伽e　mode1

では必要な知識は相当に少くてすむ．必要な知識としてMargolisのあげてい

るものは，現実の販売高，価格，需要者の特質，在庫の動き，過去の経験であ

る．企業はそのすべてのbehavior欲㎝醐vesを考慮するに必要なだけの情報

をもっていないわけであるから，それは利潤の極大化をもとめることはできな

いし，又現実にそのようにもしていない．このようにして・Margolisは企業の

goalとしてsa績Sfactory　profitを受け入れるのである・

　（1｝彼は自分のモデルをこのように呼んでいるのであるが，それは一般にbehavio「al

mode1の名で呼ばれているS1monなどのモデルによく類似してい’ることは下に見る通

りである．
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　とζろで，sa飴factory　profitカ∫企業のgoa1であると考えると，それがope－

ratiGnalなものであるためには，先のGordon〔84〕やSmon〔189〕の場合と

同じように，それを定義すること，およびsafisfactoryなaltema蕊vesの間の

選択の基準を規定することが問題になる．Margollsはs寵sfactory　profitを

企業のa頭ratio鵬l　Ieve1に少くとも等しいだけの収益をもたらす利潤と定義す

る．そして個々の企業についてaspir舗㎝leve1を特定することは色々な形で

　　　　　　　　ほう
なされるであろうが，多くの経済事象と同様に，asがra績on　levdの定義も企業

の計画期間との関係においてなされなければならないと彼は主張する．企業は

一連の長期的な計面をもつであろうが，短期における計画は長期のものよりゆ

るいものとなるであろうから，aspiratb爺1eve1も又それに応じたものとなるは

’ずであるということである．いずれにしても，asp1ration　leve1については，一

般に次の2つの条件が成立すると彼は考えている．

　（1）aspiratl㎝1eve1は企業の長期的な生存を保証するに足るだけのものでな

ければならない．但し，短期においてはそれよりもはるかに低い水準でもよい
　　　　（2）
場合がある．

　（2）将来の期間に対するaspira偵on　leve1は現在の正常利潤と少くとも同じ

でなければならない．　したがって，aspiration　leve1は利潤と共に上昇するか

ら，satisfactory　profitの指標は利潤自体の増大と共に増大する・．

　このように考えてくると，aspiration　leve1は企業にとってよりよい解を探し

一だすためのmo伽atlQnを与えるものということができる．　MargoliSによれ

ば，asがrat1on　levelの概念は，企業目的の形成について合理的な近似を可能に

すると共に，企業が市場の圧力に対して適当な方法で反応するための分析用具

を提供するものである．

　ところで，他のsatlsfactory　profit　goa1のモデルの場合と同じように，

Margolisのモデルでも企業の行動はdeterminateではなく，多くの行動が

　（1）たとえば，ある企業家は，彼が特定の生活水準を維持するに足るだけの利潤に満

足するというようなものである．・

　②　たとえば，薪市場における定着をはかっているような場合，
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s醐sfac宅ory　profitをもたらす．経営者ほ最適な選択を行うためにすべでの

behavior　alterna廿vesについて検討する代りに，可能な成果を継続的に評価す

るものと考えられる．ある期間にとった行動の結果は次の期間における決定に

必要な情報を提供する．そのような情報は，それに対する直接的な反搭をひき

起すというだけでなく，behaマlor　alternaUvesとそれらの結果についての知識

を改善する．したがってジ企業が継続的にどのような行動を選択して行くか

は，行動の結果がaltema伽esとそれらの結果に関する知識にどのように貢献

するかによって影響されることになる．しかしながら，．企業がどのような行動

の経路をとるかを確定するための簡単な法則は存在しないことに注意しなけれ

ばならない．行動経路の選択は，企業の管理上昇の構造，職員の経歴，経営者

の性格，産業のイデオロギー，市場の構造，就中企業の現在の経験等の影響を

うけるのである．

　以下においては，上のような一般的な考察を価格一一産出量の決定の問題につ

いて見ることにしよう．Margolisは現実の企業においてしばしば用いられる

“break．even　chart”を用いて価格一産出量の決定問題を説明している．　break－

even　chartは，彼の場合には，伝統的なモデルにおいて個別約需要曲線と費用

曲線が果すのと同じ役割を果すものである．break・even　chartに表わされる諸

関係は，下の例で見るように非常に「皮相的」なものではあるが，それを用い

る方が，経営における意志決定のプロセスを伝統的なモデノレによるよりもよく

説明できると考えるのである．極大利潤を導くような選択がbreak・even　chart

を基礎にして得られることは稀であるにしても，それは，経営者がいくつかの

behavior　altema績vesが禾ll潤に対してもつ意味を検討し，それらのうちのどれ

が好ましいかを決定する助けとなるものであり，現実に企業はそのようにして

いるというわけである．

　Fig．4は1つの非常に簡単なbreak・even　cbartの例である・この図に現われ

ているすべての関係は線型関係であって，総収入直線R1，　Rユ・……の各々は・

一定の価格と販売量との積であり，総費用直線TCは，固定費用（庫線FC）

に，一定の平均可変費用と産出量との積を加えたものである．総収入曲線の各
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々は，ある計画期間におい

て与えられた価格の下で得

られる収入を表わすわけで

あるから，この図は種々の

仮定された条件の下におけ

る利潤の大きさを示すもの

である．総収入直線と総費

用直線は産出量ゼロの点か

ら能力以上の産出量の点ま

で直線で描くことはできる

が，だからといって，それ

入
用

収
費

E
D
A

0

Rユ　R2　　R、

TC

FC

q　Q祝　Q
　　　Fig．4

量

らの直線を用いて産出量め任意の水準における収入や費用を予測することがで

きるということではない．それらの直線は，非常に狭い現実の操業範囲につい

てのみ予測力をもつにすぎないことに注意すべきである．

　さて，与えられた任意の価格の下で販売することのできる量には最大値が存

在する．図の総収入直線上の丸い点はこれらの最大販売量を表わすもめであ

る．これらの（無限個の）点の軌跡が伝統的な経済学でいう総収入曲線であ

る．しかしながら，Margoiisの考えるdelibeね伽eな企業はこの無限集合に関

する情報はもっていない．そのような企業はそれらのうちの若干のものしか評

価することができず，与えられた価格で最大の販売量を経験したζとのある点

についての知識しかもっていない．

　今，ある企業が直線OR2の勾配に等しい価格でOQ，の量の生産物を生産

し，かつ販売しているものと仮定しよう．そしてそのときの利潤がこの企業に

とってsa積sfactoryであるものと仮定しよう．企業にとってのaspiration　leve1

はそのs3tlsfactory　profitに少くとも等しくなければならないわけであるから，

その企業は，来るべき計画期間においては，OQ、の産出量に対応する利潤より

も高い利潤をもたらす価格一産出量の組合せを求めるはずである．それでは，

その企業はいかにしてより高い利潤へ到達するであろうか．このとき企業がも



36

っている情報は次のものだけである：

　（1）現在の価格一産出量の組合せに対しては超過需要が存在する．

　（2）現在の価格一産出量の組合せはsa銃sfactory蘭ofitをもたらす．

　㈲平均可変費用を一定にしたままで生産規模を拡大することができる．

　超過需要が存在するわけであるから，企業は，現在の利潤よりも高い利潤を

もたらす販売量を現在の価格よりも高い価格で実現することがでぎるはずであ

る．しかし，この薪しく設定すべき価格は不確実性の霧に包まれていて，あま

りに高い価格を設定すると需要者を他の競争者に奪われる危険が存在する．一

方現在の価格のままで産出量を増加さ1せることにはこのような危険はないか

ら，企業にとってそのaspir麟on　1的e1を達成するための最・も安全な方法は同

一の価格OA／OQ。で産出量（販売量）を増大させることであり，企業はOQm

の水準の産出量に至るまでこのような方法をとるものと考えることができる．

　産出量の水準がOQmの水準に至ったときには，利潤はOQ、におけるものよ

り大きくなっている．しかしながら，企業が一度びこのような産出量の点に達

すると，その将来におけるaspira穏on董eve1は現在のs醐sfactα’y　profitより

も上昇してしまうから，更に高い利潤の感得が要求されることになる．ところ

で，（OD／OQm，　OQm）の価格一産出量の組合せに対してほ超過需要は存在し

ないから，この価格の下で販売量を拡大することはできず，経営者は新しいタ

イプの政策を求めなければならない．そのような場合によく採用される手段は

生産物，販売努力，価格などを変えることである．ここでは先ず価格の変更に

よる調整について考える．

　設定する価格を変化させることは，Fig．4において，　R2からR1の方へ移動

するか（価格は高くなる），R3の方へ移動するか（安くなる）ということであ

る。この価格の選択については問題は2つあって，それらの各々に対する考慮

が払われなければならない．問題の第1は，新しい価格が選ばれたとき，

（OD／OQm，　OQm）の価格一産出量の組合せに対する利潤と同じだけの利瀾を

もたらす販売量はどのような水準のものであるかということであり，第2はこ

のような利潤が達成され，改善される確率はどうかということである．第1の
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問題に対しては，break－even　6hartを用いれば直ちに解答を得ることができ

る．すなわち，産出量OQmに対してOR2とTCとの差（現在のsa蔦sfactory

profit）を測り，　OR1とTC又はOR3とTCの差がそれぞれ上の長さに等し

くなるような販売量を見つければよい．それぞれの価格の下におけるこれらの

販売量が現在の利潤と同一の水準の利潤を与えるものである．

、次の問題は，、OR40Q田よりも高い価格を選ぶか低い価格を選ぶかという問

題である．この段階で企業がもっている情報はbreak－even　chartから得られ

るものだけである．したがって，たとえばOQの量を価格OE／OQで販売する

と前と同一の利潤が得られることはわかっても，OQの販売量をその価格の下

で達成できるかどうかは不明である．かくして，．新しく設定する価格の下でど

れだけの量を販売することができるかについて情報が必要となる．企業はその

ような情報によって期待される需要の価格弾力準と，break－even　chartから得

られる弾力性（Margo飴のいうbreak－ev㎝ela醐city）とを比較することによ

って，高い価格を設定するか低い価格を設定するかを決定するわけである，も

し期待される価格弾力性の方が大きければ，販売量はbreak－even　chartの示

す量より大きくなり，利潤は現在よりも増大する．したがってこのような場合

には，企業は価格を下げる　（すなわちR2からR3の方へ移動する）べきであ

るということになる．逆に期待される弾力性の方が小さいならば，新しい価格

は現在のものより高く設定されなければならない．このような形の行動は，現

実の価格弾力性がbreak－even　elasガcityと等しくなるまで続けられるであろ

う．

　以上は価格の変更による企業の行動様式についての検討であるが，企業がと

り得る政策の一つに生産物の多様化の政策がある．最後にこの点について見て

おきたい．色々なデザインと価格をもつ一連の生産物を開発することはMar－

9Dlisによれば，単なる価格の変更よりも有利で危険が少い．多様な製品の開発

によって継続的に発見される需要曲線の色々な部分を利用できるから有利であ

り，、．試製品の多様化によって不確実性を減少させることができる．

　ところで，価格の変化に関する上の分析によって次の点が明らかにされてい
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ルの製品を作ってそれをも

との価格より低い価格で販

売し，もとのモデルをde・

luxe　mode1としてもとの

価格のままで販売する方が

賢明である．このようにす

ると，総収入直線はOFG

のような折線になる．この

ような収入三線はOR3よ

りも有利なことは明らかで

ある．MargoliSによれば，

る．すなわち，

　（1）OE／OQの価格で，　OQの生産物を販売できるかどうかは不確実である．

この販売高は（OD／OQm，　OQm）の価格一一産出量の組合せの下で得られる利

潤と同じだけの利潤を得るのに必要である．

　（2）もし産出量をOQに変化させるならば，企業は価格OD／OQmにおける

販売高のsa飴factory　leve1を決定することのできた情報を利用することがで

きない．

　このような事態にあって，OR　3を選ぶよりも少い情報しか必要とせず，より

大きな利潤を約束する方法があるというわけである．

　下のFig．5はFi息4のR2，　R3を書き直したものである．価格をOE／OQに

下げるよりも，新しいモデ
　　　　　　　　　　　　　収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　恥　GR3
　　　　　　　　　　　　　費用

F

TC

FC

　　　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．巳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　旦曳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fig．5

　　　　　　　　　　　　企業は一般に，このような屈折した総収入直線の

勾配が総費用直線TCの勾配よりも大きい限り，生産物の多様化をはかるべき

である．

MargDlisのdeliberative　modelの大略1ま上のようなものである．

　以上で見て来た幾入かの論者の主張はmaxinlizlngの原理をs鱒sficlngの

原理に置きかえることを中心とするものであって，そのときの一つの大きな問
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題は企業がもっている，あるいは必要とする情報の量と計算能力の問題であ

る．このような理論構成は，multiple　goalの問題とかいわゆるmanagerial

modeの構成などとからみ合って，近時益々盛んになって来ている．したがっ

　　　　　　　　　　　　　　　　ほ　
て取り上げるべき多くの主張があるが，それらの検討は後にゆずって，ここで

は一応，上にとりあげた三者の主張について検討することにしたい．

　satlsf㌶tory　prQfitを企業の即a1として主張するこれ．らの主張についてもい

くつかの問題点があ多．これらの主張は，伝統的な企業理論が正しくなし㌧あ

るいは不充分な仮定に基づいているという批判をその第一歩としているのであ

るが，そのような批判に対してはFriedman〔79〕と同じような立場に立って
　　　　　　　　　ぐ　タ
反論されることが多い．この点については後で伝統的理論に対する方法論上あ

弁護の項でとりあげることにして，ここでは若干の点を指摘するにとどめよ

う・第1は・企業が“more　and　more　profits”を求めるζいうことならば，

企業が利潤の極大化に努めるという仮定も「正しく」はないにしても「有益で」

「道理にかなった」仮定であると解釈できるのではないかということであり，

第2は・“more　and　more　profit”あるいはsatisfactory　prGfltのgoalを仮定

すると，そこからはdeterminateな帰結がでてこないのではないかということ

である．

　これらのこととも関連して次に検討されねばならない問題は企業内部の意志

決定のプロセスに関する問題である．前に述べたように，伝統的な企業理論で

は企業の市場における行が問題にされていたわけであるから，意志決定のプ

ロセスの問題を導入することも，それによって企業の市場行動に関するよりよ

い予測が得られるかどうかという点から検討することが必要であろう．ここで

とりあげた論達の意図は，企業のgoa1と意志決定のプロセスに関する仮定を

より現実的なものにして，利潤極大化の仮定を修正し，意志決定のプロセスに

おいて，behavior　alternatlvesとそれらの成果にまつわる不確実性が．もたらす

（1）たとえば，Cyert＆March〔48〕，〔49〕，　March＆Simon〔127〕，　Wi1ぬmson
〔215〕など．

（2）たとえばBodenhorn〔21〕，　CQhan〔43〕など．



40

困難を考慮に入れようとすることである．企業のgoa1として彼等が考えてい

るものは，少くとも基本的なgoa1としては，貨幣的な収益一利潤であるが，

彼等の議論の中で最も大きなウエイトがおかれているものの一つは不確実性の

問題であって，そのために彼等は極大の利潤の代りにsa撫factotyな利潤を企

業のgoa1とすることを主張するのである．しかしながら，第1の問題は・彼

等の議論の中で中心的な役割を果すべきsa偽factOfy　p幽Dfitが真にOP㏄a旗副

な定義を与えられていないということである．したがって市場における企業の

行動についてもdeterminateな予測ができないということになってしまうので

ある．第2は，asplration　leve1を超える利潤がs誠sfactoryな利潤であるとい

う定義を認めるとしても，そのような利潤をもたらすaltemaMesがいくつか

ある場合に，企業がそれらのうち最大の利溺をもたらすものを選択すると想定

するならば，その結果は極大化の行動との間にどれほどの違いを生じるであろ

うかということである．

　いずれにせよ，新しい企業モデルが有用であるためには，そのモデルの目的

が明確にされると共に，構成されたモデルが意図された対象について満足でき

る説明を与え得るかどうかが問題であることに注意すべきである．

　企業の，あるいは企業家とか経営者の目的として利潤以外に種々の目的を考

える立場は，先のReder〔161〕やGordQn〔84〕などだけでなく，最近益々多く

なっているのであるが，Lester〔114〕もその一人である，彼は企業の長期的な

目的として単一の目的ではなく，いくつかの目的を考えている．彼によれば，

企業は，互いに必ずしも殴合的ではないいくつかの目的をもっており，それら

を同時にあるいは交代的に追求するものである．そのような目的には，satisfac－

toryな利潤，可能な最大の利潤，現在の経営の安定と便宜，企業の安全を保証

するに足る充分な流動性の穫得と保持，市場占有率の維持などが含まれる．こ

れらの目的は必ずしも虚血的でなく，しかも，それらの間の優先順位は企業の

直面する諸条件の変化と共に変動するから，その都度それらの間に新しいバラ

ンスが成立するようにはかられねばならない．
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　又，これらの目的はすべての企業があらゆる時点においてもっているわけで

はなく，、個々の企業がある特定の時点にどのような目的をもち，その達成にど

れほどの熱意をもつかは，Lesしerによれば，企業，経営者，その含まれる産

業の年令と成熟度，株主，債権者，労働者からの圧力の強さとその性質，社

会，需要者，供給者．被雇用者，競争者のその企業に対する態度などによって

異なる．．ただし，上に．述べられているgoa王sのいくつかはユそれら．自身が企業

の基本的な目的であるというよりも，むしろ他の目的を達成するための手段で

あると考えられる．又，ある場合には対立的ないくつかの目的が他の場合には

そうでないこともあり得るのである．

　しかしながら・いずれにしても，長期における9つalsが単一のものではなく，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しわしかも順先順位が変動するということになると，企業の均衝概念の解析的な有

用性の多くが失われてしまうことになるし，又，目的を羅列するだけでは有用

な結論を導くことは，おそらく期待できないであろう．

　利潤以外に企業のflnancial　posi伽nあるいは流動性の重要性を考慮する一

人にCoo蝉〔45〕がある．彼の主彊の背後には，．伝統的な利潤極大化のモデ

ルでは不確実性の問題を処理できないという認識があり，彼はそのような認識

から，企業のcasb　positiQ勲とcontro1の保持の関係，あるいは，流動性，利

潤，controlの間の関係を分析することが重要な課題であることを主張するの

である．

　彼の議論の大要は以下のようなものである．先ずある時点tにおける企業の

cash　posi伽nをM（t），利潤をπ（t），産出量をq（t）とし薯これらを用いて二

つの選好函数

　　M（t）嵩φ〔q（t）〕　　　　　　　　　　　　　　（1＞

　　π（t）＝ψ　〔q（t）〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

を構成する．更にこれらの二つの函数を単一の選好函数

　　に｝Lesterの場合，短期的な均衡も一義的に決定される均衡点としてではなく，「均
　衡領域」として考えられている．
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　　q（t）醤F〔M（t），π（t）〕　　　　　　　　　　　　（3）

に結合する，㈲におけるM，πは，与えられた産出量に対して選好される（望

ましい）caSh　po惑tionと利潤である．　・　　　　　　　　　　　　　．

　ところで，任意の各時点において現実に何ほどかの産出量が生産される．こ

の現実の産出量に対して上のM，πが選好されるとは限らないのであるが，選

好されるca甜pos1恒onと利潤が生産の目的であると仮定すると，たとえば時

点（t＋1）における現実の産出量の水準が，時点tにおいて選好されたca馳

posltiQnと利潤の函数であると考えることができる．すなわち，

　　q（t十1）＝f〔M（t），π（t）〕　　　　　　　　　　　（4）

と書くことができる．もし均衡点が存在するならば，それは③と㈲から得られ

る

　　4q（t）＝q（t十1）一q（t）＝F－f＝0　　　　　　　　　　　（5》

を解くことによって与えられる．方程式⑤は一般的なものであって色々な形の

行動様式を考えることができるが，Cooperが扱っているのはそのうちの特殊

なもので，企業家が現実の事態を「選好された」ものと考えないときには，彼ド

は常に「選好される」位置へ動こうとする場合（安定な場合）だけである．安

定な企業行動には振動的なものとそうでないものとがあるが，それは，産出量

が変動するときcash　pos1tiQn

と利潤が一所に変動するかど

うかによって定まる．このよ

うな事態は下の図によって説

明される．図の点（A，A），

（B，B）は，　q（t＋1）一q（t）と

いう意味における均衡点であ

って，選好されるπ，Mの組

合せを表わすFは原点を通る

45回線によって表わされる．

曲線f1とf2とは企業が均衡

　M
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　Fig．6
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に達するために通らなければならない経路である．

　今f1の上で現実の産出量がq（to）であるとすると，そのときのcash　positiQn

と利潤とはその産出：量に対して共に選好されるものになっていない．そのπと

Mの組合せは，産毘量q（to）に対してよりもq（t。＋1）に対して，より選好さ

れるものであるから，企業は矢印の方向へ動こうとすることになる．しかし企

、業はf1に沿って動かねばならず．かくして産出量q（to＋1）．においてbの点に

達することになるが，この点におけるcash　pos掘onと利潤も依然として「選

好される」ものではない．このようにして企業は点（A，A）に達するまで産出

量を減少させて行くことになるわけである．

　一方，f2曲線については事態は次のようになる．　f2の上で産出量がq（to）な

らば，低すぎるcash　posltionを改善しようとする努力は，企業を，　f2の上で

（B，B）の反対側の点。にまで引きもどす．しかし。の点で表わされるcash　po一

醐onと利潤はq（to＋1）の産出量に対して選好される組合せではないから，今

度は，利潤を改善しようとする努力が企業を（B，B）の右側の点dに導く．こ

のようにして（B，B）の反対側の位置をとりながら最後に（B，B）に達する，

　以上の議論から明らかなように，f1に沿った調整過程では，企業は均衡点に

達するように産出量を徐々に調整して行くことができるが，f2に沿った調整過

程ではf1の場合より激しいじぐざくの調整が必要である、

　f1によって示される経路は，均衡経路Fから右へ離れたとき，　cash　pos撤Qn

が利潤に比して相対的には下落するが，その絶対水準は上昇するような事態を

示すものであり，f2はcash　positbnが相対的にも絶対的にも下落する事態を

示している．したがって，もし産出量がAからq（to）へf1に沿って増大する

ならば，cash　Positionは利潤に対する相対的な比率は低下するが，絶対的には

土回する．この場合（A，A）への復帰はcash　PDS1tio蛇は絶対的には下落するが

相対的には改善されることになるわけである．

　一方，f2に沿って産出量がBからq（to）へ増加するならば，　cash　posi偵onは

絶対的にも相対的にも下落する．したがって，企業がそのliquiHty　posi廿onを

回復させるためには，より急激な調整を必要とすることになり，産班量は均衡
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点を超えて縮少する．そのときcash　posi執㎝は相対的にも絶対的にも（均衡

点以上に）上昇しているわけであるが，今度は利潤の改善のために産出量を均

衡点を超えて拡大しようとすることになる．このようにf2の場合には産出量の

振動を通して，casb　posi偵onと利潤の交代的な改善が均衡の達成まで続けられ

ることになるわけである．

　次に問題になるのはこの二つのタイプの行動のうちどちらが現実の企業行動

によく当てはまるかという問題である．このことに関して注意しなければなら

ないことは，通常の企業の場合，財を生産してそれを販売したときには，少く

とも一部分はcashで支払いを受けるということである．このような場合には，

cash　posittonは，その利潤に対する相対比率が低下するにしても，絶対的に

は上昇するものと考えられる．他方，cash　pos撤onが産出量の増大と共に絶対

的に低下するという事態は，むしろ通常のものではないであろう．かくして，

f2によって表わされるような振動的な経路は一恋現実を誇張するものであると

いうことができよう．しかし，casn　pos’偵㎝Mと利潤πが逆の方向に動き，

Mが絶対的に低下することはないが，振動が発生することは可能である．ζの
　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　ω
ような事態は下のFig．7によって示される’この場合，　cash　posl値㎝を示す曲

線と利潤を示す曲線はFに関して反対の側にある．図ではcash　posi恥nは与

えられた任意の産出量に対して均衡水準より低く，利潤は高くなっている．こ

の場合もし企業がcash　pos瓢onを顧慮することなく利潤を極大化することに

だけ意を用いるならば，産出量は増大され，又，cash　pα蒲㎝だけを重：回する

ならば産出量は縮少されることになる，産出量q（to）において得られるcasb

positionは矢印aで示される産出量水準において選好されるものであり，又利

潤は矢印bで示される産出量で選好されるものである．かくして，この二つの

反対方向への力が歩み寄って妥協的な解が与えられる．その解は矢印abで表

わされる．これらの力の強さは矢印の長さで表わされ，b－a＝abである．こ

　　に｝方程式㈲が
　　　　q（t十1）＝f1〔M（t）〕

　　　　q（t十1）＝f2〔π（t）〕

　の形に分割でき，（1），②がq（t）について解けることを前提にしている．
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の場合には，利潤に対

’する慾求の方が相対的

に強く，流動性によっ

て表わされるcontrol

の維持に危険があるに

もかかわらず，．産出量

は増大される．縞方，産

出量の水準がq（to＋1）

のときには，逆に利潤

に対する慾求の強さ

（d）よりもcash　posl．

cash
｝）1’ofit

0

b

一　　一　一　　一　　辱　　F

@　a

一　一　　一　　一　　　　　一　　一　　

≠ cd

C

a

q〔t。）

Fig．7

｛」（to十1）

F

一q（t）

tionに対する慾求（C）の方が強く産出量は縮少される．

　このようにして，企業は二つの力が丁度均合う点（もしそのような点が存在

するならば）に至るまで振動的な動きをすることになる．

　伝統的な利潤極大化のモデルにでは，dπ一〇，　d2π＜0のとき企業は均衡に

達するとされているが，次に，このような伝統的モデルの結論が，　1iquidity

pos撤Qnとcontrolの維持とにどのような関係をもっているかを検討する．

　上の二つの条件のうち，第1次条件dπ箒0は特に困難をひき起すことはない

が，問題はd2π＜0の条件であって，この第2次条件は振動的な行動をひき起

すことがある．これは伝統的理論で考えられている円滑な調整過程とは異なっ

たものである．このような問題をひき起すのは，不満足な　（選好されない）

liqu1dity　positionから結果するcontrol喪失の概念の導入である．

　下のFlg．8はこのような事態を説明するためのものである．左下の原点0か

ら始まる両軸には，利潤とcash　posi“onπ，　Mが測られており，右上の原点「

0’から始まる両軸には不満足なπとMによってcontro1を失う危険が測られ

ている．それらの危険はπとMが増大するとき減少し，それらが減少すると

き増大するものと仮定されている．曲線q1，q2は与えられた産出量から得られ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のるcash　positionと利潤の組合せを示している．但し添字の大きいほど高い産
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出量に対応する．直線11，12は，Mによる。αntrol喪失の危険とπによる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
cootrol喪失の危険の間の無差別曲線である．12の方が12よりも低い無差別水

準を表わす．

　今，ある企業家が曲線q1上の点Pにあるとする．彼はq1に沿って動くこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（3，
とによって，高い無差別水準に達する．q1の差出量の下で彼が達することの

できる最高の水準は，q1が11に接する点（Mo，πo）においてである．この点

は一つの均衡点である．しかしこの均衡は不安定である．すなわち，11に沿っ

て僅かに動いても企業家はより大きいq曲線と交わり，それに沿って動くこと

が可能となって，より高い無差別水準に達することができる．たとえばq2が

そのようなより大きい産出量に対応する曲線だとすると，企業家は12に達す

る．このようにして，彼は最後に，彼の操業諸条件と危険選好risk　preference

によって規定される可能な最高の無差別水準に達する，曲線Eは均衡点の軌

跡である，このような企業家の行動は，産出量の経路は単調（非減少）である

　　（1｝与えられた産出量に対してcash　positiGnと利潤との種々の組合せが得られるの

　は，価格，信用条件等々の政策が異なることによる．
　　（2）無差別曲線が直線になっているのは，企業家にとって，πによるoontro正の喪失

　とMによるそれが完全に代替的であることを意味する．
　　（3）q、に沿って動くことは，価格その他の政策を変化させることを意味する．
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が，πとMの間で振動的である．産出量は利潤極大化のモデルで考えられて

いるものと同一であっても，価格その他の政策は異なったものであり得るわけ

である．

　ところで，Fig．8における11’，12’はliquidity　posi偵onから，したがってM

の不足によるCQ鵡ro1喪失の危険から独立な無差別曲線である．こ⑱モデルの

方が通常の理論との関係が密接であると考えられるが，この場合の行動も振動

的である．企業はpからq1に沿って11’に至り，それから新しい産出量水準と

より高い無差別曲線へ達する．この場合振動するのはMだけでπと産出量と

は車回非減少である．cash　positionの上昇は産出量拡大のために必要（あるい

は拡大の必然的な結果）であるかも知れないが，一度びπが極大化されると，

企業家にとってはcash　poきi岐onはゼロの水準に維持しさえずればよい．通常

の企業理論では上のようなcaSh　positionの振動が扱われていない．

　上のようなモデルを用いて，Cooperは1iquidity　posi毬onの重要性を理論化

すると共に，それを考慮に入れた場合には，企業の行動は伝統的な利潤極大化

のモデルをら導かれるような簡単なものではないことを示した．利潤の極大化

は，彼のモデルでば，企業の行動がもたらす結果のうちの可能な一つにすぎな

い，しかも流動性とその不足によるCGntro1喪失の危険に対する考慮が働く場

合には，極大利潤はむしろ企業のgoa1とはならず，望ましいcash　positionに

到達するためには，通常の場合，利潤を極大にする産出量よりも低い水準の産

出量が選ばれる．

　ところで，与えられた産出量の水準に対して選好されるπとMの組合せは

企業家によって主観的に決定され，それらがovertimeに同一であるとは限ら

ない．Cooperのモデルを静学的なものでなく．それはdynamicな企業行動を

も問題にしているものと考えると，上のような理由によって，均衡経路Fが一

本のスムースな曲線として与えられる保証は存在しない．Fが不連続であった

り，又屈折点をもったり，あるいはs血iftしたりする事態が考えられるわけで，

そのような場合についての考慮が必票であろう．



48

　企業がそれ自身の限界収入函数および限界費用函数について確実には知って

いないという事実は伝統的な企業理論に対する批判の重要な出発点の一つにな

っているのであるが，そのような場合には企業は“s3fety　margin”の極大化

を目的とすると主張したのはFe1㎞er〔69〕である．

　そこにおける彼の議論は大要次のようなものである。

　企業がその限界収入函数と限界費用菌数について確実には知っていないよう

な場合には，期待される限界収入と期待される限界費用を等しく・することによ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
って極大の利潤が得られるというのは正しくなく，それらの期待が誤っている

可能性についての考慮を払うことにによって，より多くの利潤を穫得すること

が可能になる．

　期待される限界収入と期待される限界費用を等しくすることは，期待された

ものより不利な結果が現われるときには，企業の安全を極大にするものではな

い．もし（真の）需要函数が期待ざれた需要函数より低く，それと平行（需要

函数の下向きの平行移動）であったり，又（真の）平均および限界費用函数が

期待されたそれらの函数より高く，平行（上方への平行移動）であったりする

というような形で不利な結果が現われるならば，極大のsafety　marg1nは予想

される価格（平均収入）と平均費用の差が極大になる産出量に対して得られ

る．ここでいう極大のsafety　mar停血とは，期待された結果と真の結果との

marginの極大なるものをいう，又，他方において，期待された結果から不利な

変化が，企業が期待された結果に比べて一定の1ump・sumを失うという形で現

われるならば，極大のsafety　marglnは期待された限界収入と限界費用とが等

しい産出量で得られる．期待された結果より不利な結果は，これらの二つの形

　（あるいはそれらの中間の形）で現われると考えられるが，全体として見る

と，第1の形で現われるものと考えられる．したがって，safety　marg1nは，

期待される限界収入と限界費用が等しくなる産出量においてよりも，期待され

ロ）　「期待される」という言葉は必ずしも数学的期待値のことを意味しているのでは

ない．“most　probable”とか“best　guess”という言葉でも表わされるようなものであ

る．
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る価格と平均費用との差が極大になる産出量において極大になるものと考えら

れる．

　このように考えてくると，期待される限界収入と限界費用を等しくすること

によって期待される利潤を極大化することと，safety　margInを極大化するこ

　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ　う
ととは同一のものではないことになる．

　企業家は，典型的には，（1｝期待される利潤の極大化と，②期待凄れたものよ

り不利な種々の結果に対するsafety　marg1nの極大化という二つの目的をもっ

ていて，それらの間における何らかの妥協的な解を求めようとするものである

が，通常の場合には，そこから生れる政策はむしろ②の目的を単独で採用した

ときのものに類似したものとなる．なぜならば，上に述べたように，期待され

たものより不利な結果は，需要函数の下方へのシフトと費用函数の上方へのシ

フトとなって現われるからである．そして，期待される煽格と平均費用の差が

極大になる産出：量から得られる利潤が充分に満足できるものであるならば，慎

重な企業家は，期待される追加利潤のためにsafety　marg1nを犠牲にすること

は先ずないであろう．

　以上はFe1㎞er〔69〕の主張の大要である．

　このFellnerとかあるいは先に見たLester〔114〕，GordQn〔84〕と同じよ

うな考え方はRotnβCh岨〔165）にも見られる．彼によれば，特に寡占的市場

にある企業にとって安全な利潤を穫得することは利潤極大化に匹敵する重要性

をもつ．彼は安全な利潤穫心えの慾求の強さを表わす証拠として，企業が他に

より有利な投資機会があるにもかかわらず穫得した利潤をその企業に再投資す

ることをあげている．

　利潤極大化の仮定に代わるものとして重要なものの一つはBaumo1〔12〕

〔13〕によるいわゆる販売高，又は収入極大化の仮説である，彼の主張は寡占的

市場にある近代的な企業の観察から生れたものであって，そのような企業の経

　ω　もっとも，不利な結果が第2の形で現われるときには同一である，
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営者は，利潤がある最低の水準を超える限り，より大きな収入が得られるなら

ば，それ以上の利潤の増大を犠牲にするというのがその要点である．彼がその

仮説を提出する基礎にあるものは次のような事実である，すなわち，経営者は

その事業の状態を衷わすのに販売高をその基準としてしばしば用いること，販

売高を犠牲にはするが利潤を増大させることのできる機会がしばしば放棄され

ること，更に，販売高が減少することによって企業は種々の不利をこうむるこ

　と，などである．

　　これらの事実は次のような事態を意味するものである．

　①　長期的な利潤に対する面詰から販売高の拡大が導かれる．何故ならば，

資本市場が：不完全であるために，大企業に対して，より多くの，あるいはより

有利な条件の資金が配分されるからである．

　　②　広告費をはじめとする競争上の諸政策は企業の規模が大きいほど有利な

　ものとなる．

　　③　経営者の給料が利潤との間よりも販売高との聞に高い相関をもつため

　に，経営者は利潤の極大点を超えてまで産出量を拡大しようとする．

　　（4）販売高が減少しつつある企業は，製品に対する顧客の人気を失うとか，

配給機構において不利な扱いを受けるとか，あるいは，企業内部におげる人間

　関係，労務管理の面で一層困難が増大するとかの問題に直面することになる．

　　ところで，最低限必要な利潤の制約の下で販売高を極大にするという彼のモ

　デルにおいては，価格一一産出量の決定，最適要素結合の決定などは次のように
’　　　　　　　　（1）

　してなされる．

　　総収入が極大となるための第1次条件は，（利潤の制約を考えないかぎり）

　限界収入がゼロとなることであるが，利潤の制約が現実に働くかどうかによっ

　て総収入が極大になる均衡には二通りのものが考えられる．下のFig．9はこの

　ような事態を説明するものである．この図における3本の曲線は，それぞれ，

　　（1）彼のモデルは1種目制約付極大化のモデルである．このようなものとしてわれわ

　れは先にReder〔161〕のモデルについて検討した．又，最小限必要な利潤の制約を考え

　ているモデルとしても彼のものは最初のものではない．たとえばLhltner〔116〕を見

　　よ．
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総収入，総費用，総利潤と産出量の関係を表わす曲線であり，横軸に平行な直

線は最小限必要な利潤の水準を示している．

　利潤と収入を極大にする産出量は，それぞれOQ，，　OQ・である．今最小限

必要な利潤の水準がOP1で．あるならば，　OQ，の産出量の水準で得られる利潤

はこの水準を超えているから，利潤に関する制約は実際には働かず，企業は
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産産出量

　　　　　　　　　　　　　　　　Fig．9

0Q，の生産を行う．この場合の販売価格はR、Q、／OQ、に設定される．しかし

ながら，利潤の制約がOP2の水準にあればOQ、あ産出量に対する利潤はこの

制約を満さず，産出量は利潤の制約を満すOQ。の水準に決定されなければな

らない．

　総収入極大の均衡にはこの二つのタイプのものがあるが，企業（特に寡占的

企業）は，広告費，製品の多様化，需要者への特別サービスなどに関する決定

もあわせて行うのが普通餐あるから，現実に現われる均衡は，利潤に対する制

　　　　　　　　　　　　　　　（1）
約が働くようなタイプのものである．

　又，利潤を極大にする産出量OQpは，収入を極大にする産出量OQ、よりも
　　　　　　　　　ドか
小さいのが普通である．したがって総収入を極大にしょうとする企業にとって

　〔1）たとえば，広告費の増大は常に収入を増大させるものであるから，企業にとって

　は，利潤がその最小必要な水準に低落するまで広告費を増大することが有利である．

　②　限界収入と限界費用が等しい点においても限界費用は正であるから，その点で総

　収入は増加しつつあることになるからである．
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は，極大の利潤が制約水準以上のものである限り，産出量を増大する（価格を

ひき下げる）ことが有利である．

　ところで，今，総利潤曲線がFig．9に示されているように，唯一の頂上をも

っているものであるとしよう，そのときには，必要な最小限の利潤の上昇は，

それが産出量に影響を与えるとすれば，産出量の減少と価格の上昇をもたら
（1）

す．すなわち，たとえば，必要最小利潤の水準がOP2か日OP3へ上昇するな

らば，産出量OQ。における利潤は制約を満さず，　OP3だけの利潤を穫得する

ためにはOQ。’に産出量を低†させなければならない．

　次の問題は，産出量，投入量の組合せに関する問題である．得られた結論は

次のようなものである．

　（1）与えられた総費用の水準の下で，収入極大化企業が生産する各生産物の

産出量は，利潤極大化企業のものと同一である．

　②　与えられた総収入の水準の下で，収入極大化企業が用いる各投入物の最

適な量とそれらの最適な配分は，利潤極大化企業のものと同一である．

　これらの結果は次の図
　　　　　　　　　　　　　ト’4
によって説明される．図

のx，yは2種類の生産物
　　　　　　　　　　　　　C
の二又は2種類の投入物

の量を表わす．曲線R1，

R2などは等収入曲線で

ある．これらの曲線は原

点に対して凸の形に描か

れているが，これは，x

とyの量が増大するにつ　　　o　　　　　　　　’闘｛：’　　　　　う

れて，それらの州権が下　　　　　　　　　　Fig・10

落すること（右下りの需要曲線）の結果として，それらの販売による限界収入

　（1）総収入を極大にする産出量から出発して，利潤を増大させようとすると，

を減少させなければならないからである．

産出量
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が逓減することを意味する．又曲線CC’は与えられた総費用で生産すること

のでき・るx，yの組合せを表わす；

　さて，与えられた総費用に対して利潤が極大になる点は，曲線CCノと曲線

Rのうちのどれか，たとえばR3との接点によって与えられる．しかしながら，

その点は，与えられた総費用の下で穫得でぎる最大の総収入を表わす曲線の上

の点であるから，総収入極大の点でもある．このことは上の結論が成立するこ

とを示すものである．

　ここで，利潤の制約を導入してみよう．穫得可能な極大利潤と最小限必要な

利潤との差は，総収入をできるだけ大きくするために犠牲として用いることの

できる基金と考えることができる．ところで，利潤極大の点以上に産出量が拡

大されているときには，その産出量の限界利潤収益marginal　profit　yieldは負

である．このことは，総収入を増加させるためにどれかの生産物を利潤極大点

以上に生産することが犠牲にでき．る利潤を使用することを意味する．そこで，

企業はこの犠牲にできる利潤を総収入が極大になるように配分しなければなら

ない．そのための第1次条件は

　　　（生産物XQ限界収入）　（生産物yの限界収入）
　　　（Xの限界利潤収益）　　　（yの限界利潤収益）

が成立することである．この条件は，収入極大化企業においても，相対的に不

利な投入量の使用と産出量の生産とは，総収入と総費用の水準がどのようなも

のであっても避けられなければならないことを示している．

　最後に，Baumo1のモデルにとって最も重要な問題の一つである最小限必要

な利潤の水準がいかにして決定されるかについて彼の主張を見てみよう．彼に

よれば，最小限必要な利潤の水準は企業の長期的な配慮によって決定される．

そのような利潤は，現在の拡張計画に必要な資金をまかなうに足りる留保収益

と，将来における株式の発行をその借在的な購買者にとって魅力的ならしめる

に足る配当とを提供することのできるものでなければならない．換言すれば，　’

企業の求める利潤は，長期的な収入を極大化するための資金をまかなうに足り

る利潤の流れである．成長のためのすべての十分に安全な機会を利用できるだ

けの留保収益と，株主に対する正当な配当とを提供するだけの利潤が追求され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　謄

∂



　　撫

　　るのである．かくして，必要な利潤は，必要な配当として：支払われる部分と必

　要な留保収益の和として表わされる．このうち，配当として必要な部分は株式

　の市場価格と発行株数の積に利廻りを乗じたものになる．ここで市場価格と利

　廻りは資本市場において決定され，発行株数は短期においては所与である．一

　方必要な留保収益は長期的な収入極大化の目的によって決定される．

　　以上がBaumo1による販売高極大化の仮説の大要である．

　　以下においては彼の画論について若干の検討を加える．

　　Baumo1の義論を形式的に表わせば次のようになる．今，企業の効用函数が

　　　U隅U（π，R）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　で表わされるものと想定する．ここにπは（短期の）総利潤，Rは総収入で

　ある．そのとき彼の仮説の意味するところは，

　　　・〈・・ならば，霧〉器≧・　　（・）

　　　・≧・・な鵬器〉器一・　　｛3｝

　が成立することである．ここでπ＊は必要最小限の利潤である．重点は㈲の場

　合にある．

　　以下においてわれわれ力糊にす・点は，器〉・が成立するための条件

と，・・齪の陥であ・．そ⑯器〉・がどのような場合について成立す

　るかを検討しよう．

　　Baumo1のモデルについて先ず考えられることは，短期における収入が長期

　における利潤の代りになっていると解釈できる可能性をもっているということ
　　　（ユ）

　である．すなわち，Baumo1の主張の重点は企業は収入の極大化をそれ自体と

　　して追求するということなのであるが，収入極大化の仮説は，長期利潤極大化の

　短期における近似であると解釈できるのではないかということである．その意
■

味で，長期におけ・利潤の鰍化力嬰〉・の灘とどのような関係にあ・か

　をPeston〔151〕に沿って検討しよう．

　　　（1｝同様の指摘はOsborne〔148〕にも見られる．

　　　　　　　　　　σ

■
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　将来における利潤が現在の収入の函数であるとすると，長期利潤の極大化は

必ずしも短期利潤の極大化を意味しない．今，

　　π：長期利潤の現在価値

　　πt＝第t期における利潤，t＝1，2，………，n

　　Xit：t期における第i生産物の産出量，　i－1，2，・・…・…，m

　　Rt：t期における総収入

　　Ct：t期における総費用

　　αt：t期におけるdiscotmt　factor

とする．そして，

　　C・一C・（x・・，………x・・）、　　　　　　　（4）

　　R1－R1（x11，………Xm1）　　　　　　　　　　　　　　　（5）

　　Ct＝Ct（xlt，………x賊）　　　for　t＝2，3，………，n　　　　（6＞

　　Rし漏R（xlt，………xmt，R1）for　t竺2，3，………，n　　　（7）

を仮定する．

　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
　　π一Σα，πt一Σατ〔Rt－C，〕

　　　之綿1　　　　　t冨1

　　　　　　　　　　　　　漏〔R1－C1〕＋Σαt〔Rt－Ct〕，　　（α1＝1）

　　　　　　　　　t＝2

であるから，πが現在の産出量Xi1について極大になるためには，

　　籍一書療＋禽・∴蓋・籍一・

すなわち，

　　籍［1＋か1匙］謂鶏　　　　（8）

が成立しなければならない．

もし，…義がt一階………，・闘・て正で・藷が…の輔非増

　　　　∂C1
　　　　　　　がXi1の単調非減少函数ならば，（8）の解文i1は，短期における加函数，
　　　　∂Xi1

極大利潤を与える

　　　　∂R1　∂C1
　　　　∂Xi1　∂Xi1

遭
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の解Xi1よりも大きい．すなわち，長期におけ利潤の極大化は，このような場

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω
合には，短期の利潤の若干を収入と交換することを意味する．

轟〉・な・想定が正当であるかど珈・ついては，収畑線のたど・．

over　timeな経路についての一層の研究を必要とするが，上のような場合に

は，器〉・が成立謬．

・馳器〉・力城思す・いく．つかの事態が存在す・．その例として，企

業の嚴に必要な新しい飴の供給と器との関係について考えよう．企業

が，資本市場において株式等の発行によっ、てどれだけの資金を穫得することが

できるかは，その企業の過去の業績と将来の見通しが他の企業のそれらに対し

て相対的にどれだけ魅力的であるかに大きく依存する．したがって，投資家が

企業の利潤だけでなく収入の状況にも重きをおいて資金を配分するならば，そ

のとき蝶の袈一は正とな・であろう．この・と・・，企業力噺資金の・一

を極大化しようとしているとか，あるいは必要な資金を極大の短期利潤とその

ときの収入だけでは穫得できないような場合に成立する．

　企業が短期利潤の一部を犠牲にしても収入を極大化しようとする理由の一つ

は成長の達成である．今，簡単のために，成長のために利用できる資本が資本

市場において穫得された新資金と利潤の和に等しいと仮定しよう．Sを利用可

能な資本とし，新資金が収入の函数であるとすると，

　　Sコf（R）＋π　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

となる；Sが産出量Xについて極大であるためには，

　　一器「釜・零一＋誓一・　　　　　⑩

　（1｝（6）の代りにCFq（x・t，……X邸，　q）なる関係を仮定すると，（8）は

器［・＋蓼・・調釜［・・掴謝

となる．このときには上の結論は修正された形で得られる．

　（2）Baumo1自身による動学モデルでは，企業は，流動比率，利潤率，および投資資
金の制約の下で販売高の成長率を極大にするものと考えられている．cf．　Baumo1〔14〕
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でなければならない．方程蜘が解をもつたあには，震〉α蓋〉・を仮

定すると，盤〈・で漏ればならない．した…て誠長のために利用朧

な資金が極大になる産出量では短期利潤は極大でなく，短期利潤極大の産出量

は，止の意味における最適産出量より小さい．このことは企業にとっては，

∂U　　　　　　　　　　　　　　　　　（1、
五R『が正であることを意味するものである・

肚は8妥〉・鍼立す・若干の轍・ついて述べたものであ・．

　Baumo1による販売二極大化の仮説にとって最も基本的な問題は，　satlsfac髄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ
toryな利潤の水準をいかにして決定するかということである．

　先に述べたように，必要な利潤は必要な留保利潤と必要な配当の和であり，

配当の部分は資本市場において決定することができる．しかし，必要な留保利

潤はoperationa1な形で決定するのは困難である．長期的な目的は短期におけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
る特定の行動の結果と必ずしも明確な形で結びついていず，しかもここでの行

動はすべて短期のものだからである．換言するならば，企業の長期的な目的の

性質を知るだけでは，望ましい留保利潤を決定するに足る情報を得るごとは困

難であるといわなければならないであろう．もし望ましい留保利潤が決定され

ないならば，必要な利潤の水準も又決定されないことになってしまう．

　以上はBaumo1による販売四極大化の仮説とそれに対する若干の検討であ

る．

　尚，Baumolのモデルに対して，販売高の制約の下で利潤を極大にするとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
うモデルがFisber〔78〕によって示唆されている．

　利潤極大化の目的にかえて，他の目的（あるいはいくつかの目的）を主張す

る論者は，以上においてとり上げた人々だけではない．他にも多くの人達がそ

（1）（9｝をS扁f（R，kπ）＋（1－k）πの形で考えても同様の結論が得られる．ここでk

は利潤のうち配当として支払われる部分の割合である．

（2）寡占理論からの見方に重点をおいた批判については舳epherd〔185〕を見よ．

　③　与えられた長期的な目的は，一般に，いろいろのタイプの短期的行動のルートに

よって達成することができる．

　〔4）これらのモデルの比較検討についてはOsbom〔148〕を見よ．



　58

れそれいろいろのもめを企業のあるいは経営者の目的として主張している．

　Katona〔103〕によれば，企業家はいくつかの個人的な目的をもっている．

又，Papandreou〔149〕は，組織としての企業の目的は企業内部の種々の成員

の間の相互作用から導かれることを主張し，そこから極大化されるべき「一般

的選好函数」general　preference　f1mc績onが導かれることを示唆した．彼の議

論は企業理論の枠組を拡大するための非常に詳細な議論ではあるが，その主張

が企業理論に充分に組み入れられているとはいえないようである．このPapa－

ndreouの議論は，後における行動科学による企業モデルの出現に深い関係を

もつものであるということができる．又，Wiles〔213〕は，企業家は企業矧莫

によって表わされるような“eco血omic　power”を大きくすることを望み，産出

量を利潤極大の点以上に拡大することがあると示唆している．　Meyer〔135〕

は企業家が利潤をはじめとするいくつかの目的をもつことを示唆し，Dean〔52〕

は企業の「社会的責任」を強調することによって，利潤の二三だけが目的では

ないと論じている．更にDr㏄ker〔58〕によれば，企業が生き残るためには五

つの“survival　needs”を満さなければならず，利潤はそのうちの一つであるに

すぎない．

　以上は企業の目的に関するいくつかの議論である．

　極大利潤の目的に対する批判として，現実の企業は利潤の極大化をはから
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
ず，又それをはかろうとしても方法がないという議論がある．これは利潤極大

化の仮定に対する批判のうちで，利潤よりも極大化の問題に重点がおかれてい

るものである．以下においてこれらの批判について若干の検討を加えよう．

　このような批判のうちで最も古いものの一つはHa11＆Hitch〔86〕によるも

のである．企業は利潤が極大になる点を知ることができず，経験主義的な行動

法則（たとえばfu11・cost　p齢cing）を採用せざるを得ない．このような行動法

則は必ずしも利潤を極大にするものではない．

　（1｝先に検討したGordon〔84〕，　S㎞o鉱〔189〕，　M訂goHs．〔128〕などのsatisfacforア

profitのモデルもこのような議論の一種であるということができるであろう．
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　L璽terは，　mar宕1nal　controversyのきっかけとなった論文〔115〕におい

て・個別企業の賃貸と雇用量の関係を実証的に分析することにより，伝統的な

限界分析が企業の政策決定にとってあまり有用でないことを示唆した．彼の導

いた結論によると，

　に）企業による雇用量の決定にとって，生産物に対する需要（販売高）は賃

銀率よりもはるかに重要な要因である．

　（2）多くの製造業企業の経営者は，plaot　capacityの70～100％の範囲で

は，単位当り可変費用は逓減的であると考えている．

　（3）単位費用の水準は，近代的な製造業の場合，、』産出量の規模によって大き

く影響され，限界分析で想定されているような逆の関係は一般には正しくない．

　〔4）interregiona1な企業では，÷般に，賃銀率の部門聞の相違を補正するよ

うに労働と資本設備の使用量を調整することはない．

　（5L近代的なPlantのmultlprocessの稼動に限界分析を適用しても，そのと

き生じる実際的な諸問題は限界分析によっては処理できないように思われる

しダしかも経営者はそのことを知っている．

　㈲　競争者の支払う賃銀よりも自分の企業の賃銀が相対的に高くなったとき

にと．るべき調整策とレて経営者が強調している三つの方策のうち，よりよい経

営管理の実行と販売努力の強化とは伝統的な限界分析では無視されており，限

界分析において強調されている産出量の削減はそれほど有力でないと考えられ

る．、

　このようなLesterの主張に対して，聖些lup〔123〕による批判と限界理論
　　　　　　　ゆ
の弁護がなされた．彼によれば，隈界分析において扱われる変数は「客観的」

なものではなく，「主観的」なものである．費用，収入，利潤等は，企業家に

よって知覚されるかあるいは想像されるものであるにすぎない．かくして，企

業の限界分析は，主観的な推定，想像，予感以上のものを意味すると理解され

ては参らないと主張されるのである．したがって，彼の立場は，究極的には，

企業家をその望むとこ．ろのことをなすことによって満足を極大に妻る消費者と

　（1）Lesterに対する批判としては，又，　Stigler〔195〕を見よ．
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して扱うことを意味する．限界分析を彼のような形で主観主義的に解釈しよう

とすることは，企業の理論を単なる同義反復に終らせてしまうものといわなけ

ればならない．

　これらの点に関してGordo捻〔84〕は，先に述べたように，　Machh1P〔123〕

のように費用函数や収入函数を「純粋」に主観的に解釈するのでもなく，又そ

れらの函数が客観的な基礎をもっているものとも考えていない．客観主義的な

立場に立つときは，それらの函数の形と位置について完全な知識をもつことを

仮定する必要があり，そのような仮定の現実性は乏しいといわねばならないで

あろうが，GordonはMachlupのような考え方にも又不満をもっている．

　Gordσnは，われわれと共に，　Machlupの解釈は企業家の行う行動を何であ

れ合理化する手段となるにすぎないと主張する．企業家のとるいかなる行動

も，彼の「主観的な推定」がその行動を他の任意の行動よりも選好せしめるこ

とから生じる結果であるにすぎないと解釈されることになってしまうというの

である．

　Gordon自身による基本的な企業モデルについては再説しないが，その中心

点は，多くの経営者が極大利潤の代りにsatisfactory　profitをそのshortいcutの

目的とするということであった．このsぬsfactory　profitに達するための価格

設定の指標となるのが，Gordonによれば，限界費用ではなく平均費用であ

る．彼によれば，総費用は三つの変数，販売費用，生産物のspα＝ifica候on，お

よび産出量の函数であって，このうちの二つは考慮されない場合が多い．一般

に費用函数と収入函数は独立ではなく，販売費用と生産物のsp㏄ifica嚇OPと

は，企業が市場における諸条件の変化に自らを適合させるために費用函数と収

入函数をシフトさせる手段であるとされる．又，産出量は，Gordonによれば，

これらの二つの受動的な結果である．

　又，近代的な企業は一般に多生産物企業であるが，そのような企業について

は，生産物の聞にどのように費用を分配するかが問題になる．共通費用com・

mon　costが存在する場合には，一つ又はそれ以上の生産物の産出量の変化か

ら生じる費用の変化を連続的に計算することは不可能であって，この点から
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も，・sho路cutの近似が必要になるのである．費用の配分は多かれ少かれ慾意的

にならざるを得ず，経営者は配分された平均費用を各生産物の価格設定の指標

として用いざるを得ないことになる．

　更に，α）生産物の比率の変化が大巾な固定費の変化を招く，（2）生産物の比率

を連続的に変化させることができない，（3）生産の構造がmulti・processのもの

である，（4陛産要素の分割可能性が小さい，などという諸条件も総費用函数に

不連続性をもたらし，限界分析の適用を困難にし，結局平均費用に基づく価格

設定を余儀なくせしめるものであるとされる．

　Lester〔115〕による伝統的理論の批判に関連した一つの批判がEitemaP〔62）

によってなされている．彼によれば，伝統的理論における最小費用点はcapa・’

cltγ「outputよりかなり左側で到達され，限界費用曲線が限界収入曲線を下か

ら切る利潤極大の産出量も左側にあることが仮定されている．しかしながら，

彼は，plantは最小費用点がcapacity　outPutの点になるように設計されるのが

普通であって，産出量はこの水準以上には拡大できないから，（この点までは）

限界収入の方が限界費用よりも大であると論じている．そして彼の結論すると

ころは，可変的生産要素の効率は，通常の場合，capacity　outputの近くで最

大になり．，企業家はそのとき限界費用とか限界収入とかを考慮して産出量の規

模を決定するのではなく，彼が売ることのできるすべてを生産するということ

である．したがって，彼の見解によれば，企業家は限界分析の教えるような仕

方で利潤を極大にするのではないということになる．

　極大化の問題についてはこのような批判がなされているのであるが，一方，

伝統的なモデルの仮定は現実的であって，理にかなったものであるとする主張

ものもある．たとえば，Earley〔59〕（60〕である．彼によれば，‘‘marglnal

a㏄oun伽g”の方法を用いることによって，企業は限界分析を現実の問題に適

用できるというのである．彼の主張は“excellently　managed”の企業について

の実証的な概究にもとつくものである．彼のいう“marginal　a㏄Otm亟ng”の方

法は限界的な量と価値についての情報を与えてくれるものであって，この方法

を用いている“excellently　managed”の企業の多くは，価格の設定，　marketing，
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新生牽物，投資などの諸政策について限界主義を採用していると，彼は結論す

るので毒る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エン
　以上はmar謬nal　controveτsyとそれに関するいくつかの主張である．

　次に企業行動の生物学理論について簡単にふれておくことにする．そのよう

な理論は“honleo呂tas1s”の理論と“viab櫃ty”の理論に大別される．

　生理学におけるho単eQstas；sの概念を企業行動の理論に導入したのはBou1・

　　　　　　　　く　ン
ding〔23〕〔25〕である．homeostasisは，ある変数又は一群の変数を，ある忍耐の

限界内に安定させるメカニズムである．組織あるいは有機体はそのような変

数とメカニズムを持っていて，重要な変数がその限界を超えるとそれを再び限

界内に引きもどすようなメカニズムが働くというのである．Bouldingはfina－

ncia1な変数を重視することによってbalance－6h㏄tについてのhomeostaslsの

理論を構成し，企業の行動を，bヨ1鋤ce聴h㏄tの構造の変化に対して，その構成

が「理想的」な値に回復するように設計された反作用として扱う．利潤極大化

の理論は，彼によれば「理想的」なbaIancOSh㏄tとしてどのようなものを考

えるかという点に関係するものである．利潤は企業が生き残るための決定的な

変数であるが，それにも変動の上限と下限があるのであって，利潤はこの範囲

内のどこかで最大になるはずであると考えられる．利潤極大化の理論は，この

二つの限界が利潤最大の点で一致することを仮定するものであって・それは非

常に特殊な場合であると結論されている．

　噌方，v量abi監ityの理論は進化論の考え方を取り入れたものであるということ

ができるであろう．その主要な目的は不確実性の世界の中でいかにすれば企業

が生き残ることができるかを説明することである．不確実性の下における決定

の問題は第3章で扱うのでここでは詳説しないが，Alchia且〔1〕にしたがえ

ば，不確実性の下における利潤極大化は，可能な成果が単一な量としてではな

く確率分布としてレか表わされないから，企業家の行動指針としては意味をも

（1）限界分析の適用可能性についてはこの他にEnke〔67〕を見よ．

（2）Knauth〔105〕，　Chamberlah1〔33〕などの理論もこれに属する．
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　　（1）
たない．

　ところが長期的には正の利潤を穫得する（少くとも長期的な損失をこうむら

ない）ことによって生き残る企業が存在するのは事実である．この事実は，彼

によれば，（1）企業が理境によって選ばれるか，②企業が自らを環境に適合せし

めるか，（3＞あるいはその両方であるということの結果である．この説明は生き

残る企業は，長期的な損失をこうむることなく量販し七しまわないという意味

で成功をおさめるものでなければならないことを示唆するものであって，企業

の動機については何事も主張していない．したがって企業家の側においては何

の努力もはらわれなくても，企業が環境によらて「選ばれる」可能性があるこ

とを示している．企業家が生存のための適当な動機をもち，すぐれた予測力を

もつことは必要ではなく，必要なことは企業がたまたま適当な行動をとること

によって環境によって選ばれることである．もし外部の観察者が生存のための

条件を知っているならば，彼は環境の変化が現存企業にどのような影響を与え

るかを予測することができる．

　一方企業の側からする適合の手段として主要なものは，Alchianによれば，

他の成功している企業の行動の真似をすることである、たとえば，慣習的な

mark　up，追随的な価格設定，伝統的な会計制度等々である．又試行錯誤の方

法によってうまい行動を見つけ出すことなども一つの適合の手段である．

　いずれにせよ，Alchianにとって必要な理論は適者生存の理論だけである．

　以上のような企業行動の生物学理論の一番の問題点は，それらが環境が企業

の活動に与える影響を強調しながら，計画し，動機をもち，行動する主体とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
ての企業家の役割についてほとんどふれるところがないということである，

2．3　意志決定のプロセス

　前節においては経済学における伝統的な企業理論に対する批判と修正理論の

うちで，主として経済学の内部からなされたものについて検討した．ここでは

（1｝同様の主張はEnke〔67〕にも亮られる．

（2）　cfドPenrose〔150〕．



企業を一つの組織として考え，そこにおける意志決定の問題に璽点をおいた新

しい企業理論について簡単に検討を加えることにしよう．

　伝統的な企業理論においては企業の内部における意志決定の問題はほとんど

とりあげられていなかったのであるが，その点に関して経済学の内部から批判

がなされて来なかったというのではない．どこまでが経済学の内部からの批判

であるかを判断することは困難ではあるけれども，たとえば。Go坦on〔84〕，

Cooper〔45〕，　Thirlby〔199〕，　Papandτeou〔149〕，　Margolis〔128〕などは

その若干の例である．

　しかし，このタイプの理論の中心的役割を果しているものは組織理論あるい

は行動科学の研究者である．組織理論の範囲は非常に広く，ζこでそのすべて

にわたって検討することは不可能であるから，伝統的な企業理論とそれに対す

る修正理論に関係の深いものだけをとり上げる．組織理論のうちで，企業の理

論にとって最も関係の深いものは“administrative”な組織理論と呼ばれる理論

である．この立場に属する最近の理論の多くは意志決定のプロセスを中心燭な

課題として含んでいる。

　この立場に立つ企業理論では，極大化ではなくsatisficingの原理が基本的な

想定となっている．Simo血〔193〕によれば，企業の目的は利潤の極大化では

なく，ある水準又は率の利潤，ある市場占有率，又はある水準の販売高を得る

ことである．更に，伝統的な理論ではbehavior　altemativesとそれらの成果

が既知と仮定されているのに対して，a1艶rnativesは未知であり，その成果は

探索過程によって求められなければならないとされる．又，この理論では，企

業の内部における意志決定のプロセスが1いわば分権化された形でとらえられ

る．

　Simonなどによる意志決定問題の分析はかなりの理論的展開を示してはいる

が，それは企業をとりまく特定の環境条件に対して適用されることもなく，又

企業の特定の決定変数について充分に適用されてもいない．Cyert＆March

　〔49〕，Wiliamson〔214〕〔215〕などの業績はそのような面で一歩を進めよう

とするものである．
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　Cyert＆March〔49〕によれば，企業による決定は外的な環境（たとえば市

場条件）によって必ずしも一義的に決定されるものではなく，経済学における

企業理論に代わるべき理論を構成するためには，組織の目的，組織による選択，

期待，および組織のcontrolを考慮に入れなければならない．そのようにして

得られる企業の理論は，（1）その基本的単位が企業であり，②価格，産出量，資

源配分等た関する企業の行動を予測するととを目的とし，（31組織における現実

の意志決定のプロセスを強調するものでなければならないとされる．

　彼等の理論を詳細にわたって検討する余裕はないが，議論の主要点は次のよ

うなものである．

　（1）企業の目的は多かれ少かれ独立ないくつかの制約であると考えられる．

これらの制約は結托の可能性のある成員の間の交渉のプロセスを通じて企業に

課せられるものであって，短期のプロセスに応じてover　ti皿eに形成される

ものである．企業の目的は結托構造の変化に対するadaptatlonを反映するも

のでなければならない．

　（2）したがって，いくつかの変化する目的が存在する．選択の基準は，選ば

れるa1むemativeが結托しているすべての成員の要求（目的）を満たすことで

ある．

　（3）altemati鴨sについて近似的な吟味が継続的に行われる．最：初のsatisfa－

ctolyなa1ternativeが受け入れられる．現在の政策が目的を満足させるときに

はaltemativesについての探索はほとんど行われない．目的が満されないとき

には探索活動は強化される．

　（4）組織は不確実性を避けるために可能な場合にはroutine的な処理をしょ

うとし，環境を予測するよりはfeedbackに対する反作用的な政策を採用する．

　（5）組織は長期的なadaptive　processから得られた経験的な行動法則を用い

る．短期においてはこれらの方則によって決定がなされる．

　Cyert＆March〔49〕の“behavioral　mode1”の基本的な考え方は上のよう

なものである．
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2．4　要 約

　この章では経済学における伝統的な企業理論に対して加えられて来た批判と

修正理論，更に最近の行動科学による企業理論などについて見て来たわけであ

る．それらの批判と理論とは正に多岐多様なものであるが，．それらの多くに共

通している点の一つは，伝統的モデルの基本的な仮定である合理性の下におけ

る利潤極大化の仮定が非現実的であるというζとであった．そして企業理論を

現実的なものにするために，①利潤以外の目的を導入する，②極大化の仮定に

代えて9atisficiね9の仮定を導入する，（3）企業の意志決定のプロセスを畳表的に

理論の中にとり入れることなどのいくつかの試みがなされて「いる．

　これらの批判と代替的な理論はそれぞれ問題とすべき点，疑問を感じさせる

点を含んでいて，いずれも完全な理論ということはできないといわなければな

らない．もちろん，理論を現実に接近させることは意義のあることであって，

そのための努力は続けられなければならないのであるが，一つの理論ですべて

を説明することは不可能であることに注意すべきであろう．．F尊edman〔79〕

のいうように，理論の目的はある特定の現象を説明することにあり，そこに含

まれている仮定が現実との間に乖離を生じることはやむを得ないであろう．

　ともかく，伝統的な企業理論の説明し得ない事象は確かに存在するのである

から，理論の拡充と一般化は必要かつ望ましいことであるが，説明すべき対象

の如何によって用いるべき理論が決定されなければならない．
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第3章選択の理論
3．‘P　不確実性の下における選択の理論

　非常に大雑把な言い方をすれば，ほとんどすべての人間の行動には何らかの

選択行為が含まれている．ある個人一d㏄ision　maker一が置かれている環境に

よらて・与えられた注意の時点において彼のとり得る行動の糊一b・havi・ζ

altema蕊vesの集合一は鰻られたものとなるが，それによって，とり得るbe－

havior　alternativeが唯一つに制限されるということはないのが普通である．

behavior　alterna藍vesの問でどれが選ばれるかは，それらのa玉terna廿vesがも

たらす成果とその成果にd㏄ision　makerが与える評価によって決定される．

そして・そのときbehavior　a琵erna伽esを成果に結びつける情報が重要な役割

を果すのであ1る．d㏄ision　makerがあるalt♂na葛veを選んだとき，どのよう

な成果が得られるかが確実にはわかっていないような場合の問題が，選択理論

において特に重要である．

　ここで選択理論の一般的な構造について述べておくのが順当であるが，それ

　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　
は先に述べたのでここでは再説しない．いくつかの点について注意をうながす

にとどめたい．第rは，behavior　altema伽esとそれらの成果を区別する必要

のない場合があるということである．たとえば，通常の消費者選挾の理論で

は，altema廿vesとそれらの成果との問には1対1の対応関係があるために，

それらを区別しないのが普通である．　しかし，企業理論におけるaltema伽es

としての投入量一産出量の決定と，その成果である種々の大きさの利潤とは区

別されねばならない．第2は，不確実性の下における問題を考える場合にはい

くつかのタイプのbehavior　alternativesを区別することが重要であるようなと

きでも，確実性の下における選択の問題ではそのような区別が必要でなく，し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
たがって無視することのできる場合が存在するということである．

　①　2章1節
　②　cf．　Hart〔90〕



　さて，この章においては不確実性の下における選択，あるいは行動に関する

いくつかの理論についそ検討するわけであるが，それらの狸論は一郭次のよう

に分類することができる，であろう．

　第1・は，確率分布の間の選択を公理主義的に扱う立場であって，この立場は

又期待効用極大化について新しい理解を与えたものである．代表的な理論は．

N・・騨＆M・・g曲・㎝四・〕で謬．M・細・〔・3・〕，H・醐・＆M・㎞・・

〔93〕・．平uce母Raiffa〔120〕などの用いた公理体系も又Neumam＆Mo「ge『’

te卑のものと本質的には同一のものである．

　第2は，Neuπ1am＆Morge血stemの公理体系から，いわやるアルキメデ

スの公理を除くことによって・彼等の理論を多次元のv㏄加r．o『ded㎎尽は

1・・i・・g・aphi…面・gの齢1・賑しようとするものである・このような立

場の理論には・H・㎜・・〔91〕・T㎞肛309〕・G…騨R・egen〔82〕・

Ferguson〔73〕，　Chipman〔38〕，　Eacamacion〔65〕などがある・

　第3は，・Neumam＆Morgens艶mの公理体系から，いわゆるcomplete

orderingの公理を除こうとする試みでAumam〔8〕〔9〕による拡張である．

　第4は，選択に関する公理体系から効用函数と共にcar伽1な主観的確率が

導けるように，Neumann＆Morgenstemの体系を拡張しようとするものであ

る．このタイプの議論のうちで最も重要なものは，Savage〔170〕であり，最

近のAnscombe＆Auman〔4〕，　Pratt，　Raiffa＆Schlaifer〔156〕などもこの

種類の議論である．この立場は一般にBayes的決定理論と呼ばれる理論につ

ながるものである．

　又，Neumann＆Morgenstemなどの公理体系を，より弱い公理体系におき

かえようとする立場の一つに恥uce〔118〕〔119〕，　B㏄ker，　Degroot＆Marschak

〔17〕〔18〕などによって代表される確率的選択行動の理論がある．

　第6は，統計的推論の近代的な展開と見られる，いわゆる統計的決定理論で

ある．これはNeyman＆Pearson〔146〕〔147〕にはじまってWald〔209〕〔210〕

（1｝いわゆる期待効用仮説の先駆的業蹟としてはRamsey〔160〕のものがある，
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　　　　　　　　　　　　　（1）
によって確立されたものである．この理論に関して重要な貢献の一つにBlac－

kwe11＆Girshick〔20〕がある．

　又，「完全な無知」の状態に関して，いくつかの選択基準がWa1d〔210〕，

Hurwicz〔101〕，　Savage〔169〕などによって提唱されている．

　第8は，sati＄ficing　mode1と呼ばれるものである．この立場は通常の合理的

選択に関する理論における極大化（あるいは極小化）の原理の代りにsatisf至chlg

の原理を用いようとするものであって，行動科学，あるいは学習理論Ieaming

theoryとの関係が深い，　Simon〔191〕〔192〕，　Cyert＆March〔49〕などの理論

はこれに属するものである．

　第9は，個人の“potential　surprise”を軸として不確実性の下における選択

の法則を導こうとするShackle〔180〕〔181〕〔182■183〕の体系である．

　以下においてはこれらの理論のいくつかについて簡単に検討を加えるのであ
　（2）

るが，これらの理論のいくつかについてなされている実証的な硬究については

ほとんどふれていない．あらかじめそのことをことわっておきたい．

3．2　古典的期待効用仮説

　この世紀の始めから1944年におけるNeumam＆Morgenstemによる〔143〕

の出版に至るまで，経済学における効用理論の中心的な位置を占めて来たのは

ParatOによる序数的効用の理論であった．　この序数的効用の理論が扱った世

界は確実性の世界であって，d㏄ision　makerがあるbehavior　altemat｝veを選

んだとき，得られる成果が不確実であるような場合の問題はとり上げられてい

なかったのである．もし不確実な成果の存在を認めるならば，そのような序数

的な選択の理論は，もはや，不満足なものとなってしまうといわなければなら

ない．

　不確実な成果を含む事態における意志決定の問題についてなされて来た接近

　　㈲　いわゆる統計的決定理論の一部は上の第4のものに密接な関係がある．

　　（2）尚，これらの諸理論に関するすぐれた解説と批判的論評は，Arrow〔5〕〔7〕，

　Luce＆Rai任a〔120〕，　Majumder〔125〕，　Simo丑〔193〕，　Tisdell〔206〕などに見るこ

　とができる．
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法のうちで，最も重要なものは，期待効用仮説の名で呼ばれるものである．

　これを最初に定式化したのは，18世紀におげるD．Bemou凱li119〕であって，

これは序数的効用理論の出現に先行するものである．

　彼の主張を，いわゆるS軌Pete爲durgのゲームを用いて説明すると次のよ

’うになる．St．　Petersb∬gのゲームとは，偏りのない貨－幣（硬貨）を投げてn

、洞目に表がでたら，2nダケットの賞金を受けとるというゲームである．そのと

き，decision　makerはこの賭に対していくら支払うべきであろうか．このゲ

　　　　　　　　　　　　　　　一ムの賞金の数学的期待値は，Σ（2“）（％）nであるから，　これは無限大であ

　　　　　　　　　　　　　　n旨1
る．したがって，彼はいかなる有限な額でも支払うべきであるように思われ

る．しかしながら，彼は現実にはそのようには行動しないのであって，ここに

説明さるべき問題が存在するわけである．Bemou量11iは，　d㏄ision　makerの

行動は，貨幣の期待値ではなく，効用の期待値の如何によって説明されるべき

であると考えて，この逆説に解決を与えようとしたわけである．

　彼は更砥貨幣の効用がその対数に比例すること，あるいは，少なくとも，

貨幣の限界効用が逓減的であることを前提として，その逆説に一応の解決を与

えたのである．すなわち，上のことを仮定すると，St　Petersburgのゲームの

効用の数学的期待値は有限のものとなり，d㏄童sion　makerは有限の賭金を支

払えばよいことになるのである．

　1870年代に価値の効用理論が登場したが，それと共に，Bemouilliの提言は

非常によく当てはまるものと考えられたのであった．

　しかしながら，上のような古典的な期待効用仮説に対しては多くの批判がな

されている．先ず第1には，BemDuilliが貨幣の効用を対数函数によって表わ

しているという恣意性に対する批判がある．この点を除いても次のような批判

が成立し得るのは明らかである．もし貨幣の限界効用が逓減的ならば，貨幣の

効用曲線は上方に凸であって，そのとき効用の極大化をめざすd㏄ision　n：aker

は，いわ㊥る公正な賭には参加しないことになるであろう．この場合には，た

とえば1ダケットを得ることによる効用の増分は，1ダケットを失なうことに

よる効用の減少より小さく，賭に参加することによって得られる限界効用は負



71

ζなるからである．したがって，貨幣の限界効用が逓面的であるという仮定の

下で・期待効用を極大にしょうとすることは，・d㏄ision　makerをして賭に参

加させるためには，彼に対して何程かの支払いをなさねばならないことを意味

す．る・しかしながら，このことは人間の現実の行動とは矛盾するものである．

多くの人達が公正な賭に参加するのみならず，たとえば富くじのような公正な

らざる賭にも参加しているからである．したがって，人閻が現実においてどの

ような行動をとるかを考慮するとき，Bemouilliによる古典的期待効用仮説と

限界効用逓減の仮定とは両立しないものであるといわなければならないことに

なる．

　期待効用仮説の下で賭と保険の同時的存在を明らかにしたのがFriedman＆

融vag・〔8・〕である．彼等よれ1ま・の・とは次のように翻さ濃，

　今，1をdecision　makerが単位時間内に得る所得であるとし，　U（1）を1が確

実であるときに付与される1の効用であるとしよう．所得11を確率α（0＜α〈1）

で獲i得し，所得12（11＜12）を確率1一αで獲得する成果をAとする．又，所

得loを確実に得る成果をBとする．成果AとBの効用は，得られる所得とそ

の確率のみの函数であると想定するとAの期待効用は，

　　U（A）竺αU（11）十〈1門α）U（12）、

で与えられる．そしてdecision　makerは，　U（A）＞U（l　o）ならばAを，

U（A）〈U（lo）ならばBを選び，　U（A）一U（lo）ならばAとBの間で無差別で

あると考えられる．

　1（A）＝α11＋（1一α）12とおくと．1（A）一Ioならばζの賭あるいは保険は「公

正」なものである．もしdecision　makerが，このような事態の下でAを選ぶ

ならば，彼は賭に参加するという危険を選好したことになる．　このことは

U（A）＞U①であることを意味する．もしdeds1on　makerがBを選ぶならば，

彼は確実さを選好したことになり，」＜U（1）であると解釈される，

　U（A）一U（1＊）となるような所得を1＊とすると，効用が所得と共に増大する

　（1）もっとも彼等の説明はNeりmann＆Morgenstern〔143〕の期待効用仮説に基づ
　いている．
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ということは，

　　U（A）婁U（！）　にしたがって1＊華1となることを意味する．

　もし1＊＞1ならば，d㏄量sion　makerは賭に参加する権利を得るために最大

σ＊一1）を支払う用意のあることを意味し，1＊＜1ならば危険に対する「保険」

として（1－1＊）を支払う用意のあることを示すものである。

　以上のことは下の図によって説明される．

効用

0

D

C
　　　u（1つ

　u（正、）

塾

一
U

E

U（12）

i 1寡　　1

効用

C
U（1、）

F

一
U

12所得　o　正、

D

u（1つ

E

U（1、）

I　P　　I2　所得

　　　　　　　　aFig。11　b
　Fig．11aは1＞1＊の場合，　Fig．11bは1＊＞1の場合である．両図とも横軸には所

得，縦軸には効用が測られている．横軸上の点1は（1－11）／σ2－D＝（1一α）／α

になるように測られている．

　効用曲線CDEを描き，点（11，U（11））と（！2，U（12））を直線CFEで結ぶ．

このとき1におけるこの直線から横軸までの距離はOに等しい．直線CFE上

の点Fから効用曲線に水平線を引くとき，その交点Dに対応する所得は，そ

の効用がAの期待効用に等しいから，定義によって1＊である．

　Fig．11aにおいて，　d㏄ision　makerが，　Aと，1＊より大きいある所得loとの

間でどちらを選ぶかと聞かれるならば，彼は10を選ぶであろう．もし10〈1なら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ば，彼は確実さのために1一10を支払うであろう．又10＞1ならば，確実さを

受け入れるために1ザ1の郊を受ける。とを望むであ劣．

　（1｝Fried㎜＆Savage〔80〕の言葉ではbuying　insuraace．
　（2》同じくseHillg　gamble．
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　又，Aと，1＊よりr小さい所得loとの選択ならばAを選ぶであろう．その場

合には確実さのために支払う用意のある最高の額1組＊よりも多く支払うこと

を求められることになるからである．

　Fig　llbにおいては，　d㏄ision　makerは，　Aと，Io〈1＊なるIoとの間ではA

を選ぶ．もし1。＞1ならば，彼は賭に参加するために10－1を支払う．10〈1な

らば，賭を受け入れるためには1－10の支払いを受けることを望む．又10＞1＊

なるIoとAとの間ではIoを選択する．1＊一1以上の額を賭に参加するために

支払う用意はないからである．

　d㏄ision　makerが確実さのために何程かの支払いをする用意のあること1さ，

．図では，1における効用函数がその弦よりも上方にあることを意味し，賭に参

加するために何程かの支払いを用意するということは，効用函数が1において

その弦の下方にあることを意味する．

　保険に加入しようかどうかを考えているd㏄ision　makerは，現在の所得が

12で，12－11に等しい額を失なう危険がある人物と考えることができる．彼は

この損失に対して12－loに等しい保険料を払うことによって保険をかけるこ

とができる．保険料は一般に12－1より大きく，付加保険料は1－Ioに等しい，

したがって保険の購買は，より高い期待値をもついくつかの所得の組合せの代

りに，Ioに等しい確実な所得を受け入れることを意味する．

　同様に，賭への参加の問題は現在の所得がloに等しいd㏄ision　makerにつ

いて考えればよい．彼は，12－loを（1一α）の確率で得る機会と共に，αの確

率で10－11を失う機会をもっているわけである．もし彼が賭に参加するなら

ば，彼の所得は1となることが期待される．1は一般に10より小さく10－11は

彼が賭に参加する権利のために支払うプレミアムである．

　以上は賭と保険に関する一応の説明である．

　BernouilliによるStl　Pe艶lsburgの逆説の解決に対しては，　Menger〔134〕

による批判がある．次にその批判を見てみよう．・

　今，与えられた貨幣量xから得られる効用をu！x）とし・u（x）はxの増加函

（たとえば，Bemou禍1iの場合と同じくu（幻＝109（x））であると想定する．このと
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き，それぞれの整数nに対して，u（x。）＝2陰となるような貨幣量x。が存在する．

　偏りのない貨幣を投げて，第n回目に初めて表がでるときの賞金がx．であ

るような，修正されたSt．　Pete欝blπ9のゲームを考える．このゲームの期待効

用は本来の形のS丸Petefsb肛9のゲームの期待貨幣額と同じであって，de晦ion

makerは，この修正されたゲームに参加する権利に対して任意の有限な貨幣

額を支払うべきであるということになる．しかしながら，このようなことは現

実と矛盾するものであるから，やはり否定されなければならない．

　Mengerによるこのような議論は，　Arrow〔5〕の指摘するように，効用函

数の有界性を要求することによってSt．　Peter8burgの逆説が解決されることを

示唆するものであると考えられる．しかし，Mengerは，現実の行動と，報酬

の数学的期待値とが乖離するのは，大きな報酬が（逓減的な阪界効用に基づい

て）過小に評価されるばかりでなく，小さな確率も又過小に評価されるからで

あると説明する．

　結論としてMengerが主張するのは次のようなことである3異なったいくつ

かの確率分布の間の選好順位（d㏄ision　makerがいろいろのchanceに対して

支払う用意のある貨幣額の意味における）を規定するものは，（1｝貨幣の逓減的

限界効用，（2）d㏄ision　makerが最初1こもっている財産額と最低限必要な財産

額との比率と，利得の確率との比較，③大きい確率と小さい確率の過小評価

（中位の確率の過大評価）などである．

　Mengerのように，確率分布の間に何らかの選好順位が存在することを考慮

すると，それらに対して望ましさを表わす数字を付与しようとする試みがなさ

れるのは自然なことである．

　T三ntnerが1940年代の初めにおける一連の論文〔202〕，〔203〕，〔204〕，

〔205〕によって展開した定式化はこのようなものであると考えることができる

であろう．彼はこのような数字の付与を，危険選好汎函数risk・preferenoe
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
functioロa正と呼ばれるものによって行なうのである．この方法は，財束に対し

　　（1｝汎函数という言葉が用いられているのは，望ましさの尺度が通常の意味における

　変数ではなく，確率分布に対して付与されているからである．
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て数字を付与すること，すなわち，効用函数を定義することとよく類似してい

る．しかしながら，彼による定式化は余りに一般的にすぎてoperationalityに

乏しいといわなければならない．

　Tintnerによる定式化が非常に一般的なものであるのに対して．確率分布の

望ましさは，少なくとも第1次接近としては，ある特定のパラメータによって

表わすことができるとする考え方がある．

　このような考え方はFisber〔76〕にまでさかのぼることができる．彼の示

唆するところによると，株式に対する所得のように広い範囲の値をとる所得に

対しては，可能な所得の；期待値と標準偏差が重要なパラメータである．

　このような考え方はHicks〔95〕では一層明白になって，彼は，ある確率分

布の効用はその平均値の増加函数であり，標準偏差の減少函数であると主張す
（1）

る．

　同様に平均値と分散を用いることを示唆しているのがMarschak〔132〕で

あり，工ange〔111〕はmodeとrangeを用いる．

　これらとは稽異なるがCram6r〔47〕は，所得がある限界水準以下に落ちる

確率を基準として用い，この基準が高い程，その分布の望ましさは小さいこと

を示唆している．

　又Domar＆MUSgrave〔55〕では，確率分布の効用は次のように定義され

る危険riskと収益yieldに依存する．　x1，……，x。を所得とし，　P1，……，P・をそ

れぞれの確率とすると，X1，・…・・，Xmが負，　Xm＋1，……，X。が正ならば，危険と収

　　　　　　　　な　　　　　　　　　　　　　
益は，それぞれ，ΣPiXi，Σ　PiXiによって定義される．
　　　　　　　　i＝1　　　　i＝m十工

　尚，確率分布の望ましさを表わすものとしての種々のパラメータに関する最

もすぐれた検討は，Markowitz〔129〕によってなされている．

　Bernoumiによる古典的期待効用仮説を否定する根底には，効用が財のもつ

何らかの客観的に測定可能な性質であるという認識があったということができ

る．したがって，可能な効用の平均値だけでなく，その散らばりも又重要であ

ω　ただし，HiCks〔94〕は確率分布の一般化された順位だけを用いている．
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ると主張することは理由のあることのように考えられる．’しかしながら，この

ような議論は，期待効用仮謙と貨幣の限界効用逓減の仮定との雨着合性の問題

と共に，Paratoなどによる序数的効用理論の登場によって，決着のつかない

ままに放置されてしまうことになったのである．序数的効用の理論は，効用の

基数的表現から脱塩しょうとするものであるから，そこでは，効用は客観的な

意義をもたず，特に逓減的な限界効用の概念はその意味を失ってしまったので

ある．

3．3；期待効用仮説

　risk－bearingに関する序数的な理論から出発して，更にいくつかの仮定を加

えることによって，個人が効用の期待値を極大化するように行動すると主張で

きる効用函数が導けることを最初に観察したのはRamsey〔160〕である．彼

の主張は必ずしも明快なものではなく，注意もほとんど引かなかったのである

が，彼が示唆しているところは大要次のようなものである．先ず彼の考えてい

るd㏄ision　makerは次のような事態に直面している．すなわち，　d㏄ision

makerは，貨幣aを確率％で，貨幣bを％の確率で得る期待と，貨幣。を

施の確率で，貨幣dを％の確率で得る期待との間で選択を行なわねばならな

いものとするのである．したがって，Ramseyによって示凌された方法では，

獲得する貨幣の量を，d㏄is蓋on　makerが同等に生起しそうだと考える事象に依

存せしめることを必要とする．そのような事象が与えられると，（a－c）の貨

幣量（a＞c）と（d－b）の貨幣量（d＞b）を，d㏄ision　makerが上の二つの

期待の間で無差別になるように調整する．この無差別関係から，u（a）一u（c）＝

u（d）一u（b）を結論するのである．これは効用が正の一次変換を除いては可測

的であることに基づくものである．

　このようにして効用が測定されるならば，d㏄ision　makerの主観的確率も

又測定可能となる．主観的確率は，もし賭の勝目の確率が効用の単位によって

表わされるならば，d㏄ision　makerが種々の賭への参加を受け入れる勝目の

確率によって表わされることになるからである．



　先に述べたように，Ralnseyの業績はほとんど他の論者の注意をひかなかっ

たのであって，期待効用極大化の仮説を導く，確率分布の間の選択に関する明』

確な公理体系を導いたのはNeumann＆Mor言enstem〔143〕である．この理論

体系を，あらためて，期待効用仮説の名で呼ぶことにする．その基本的な考え

方はむしろ素朴なものである．d㏄ision　nlakerは可能なbehavior　a1艶matives

の中からどれかを選択しなければならない．これらの可能なa1胎mativesは，

それぞれ，いくつかの可能な成果をもち，成果は，通常の場合，なされた選択

あるいは決定だけでなく，いわゆる自然の状態によっても影響される．

　dedsion　makerが可能な成果の上の効用・函数をもつこと，および，自然の

状態に関する確率分布をもつことを想定すると，期待効用仮説にしたがえば，

合理的なd㏄ision　makerは，彼の効用の期待値を極大にする決定あるいは行

動を選択する．したがって，このような合理的な行動の理論にとって最：も重要

な問題の一つは，d㏄isio皿makerによる決定が期待効用の極大化に基づくも

のになるような，基数的効用函数を導く，decision　makerの行動に関する公

理体系を定義することである．そこで，次にこのような公理体系について考え

ることにしよう．尚，期待効用仮説自体は．確率が客観的に定義されるもので

も，主観的なそれの下でも成立し得るものであるが，先ず客観的確率にもとつ

く公理体系からとりあげよう．

　さて，前に述べたように，効用を基数的な確率を用いて測定しようとする厳

密な理論構成はNeuma颯＆Morgens箆m〔143〕によってはじめられた．こ

こでは彼等の公理体系を少し変形した形で述べることにする．

　公i理体系への確率の導入は次のようになされる．今，d㏄ision　makerがa，

b二つのbehav董or　a1鉛mativesをもっているとし，更に，　aを確率αで，　bを

確率（1一α）で採用する新しいaltemative（これをa，　bのα一混合と呼ぶこ

とにする）を考える．もしそのような新しいaltematives（確率混合probalility

mixture）が利用可能ならば，われわれは，　decis董on　makerに対して，純粋な

alternativesだけでなく．　a1temat隻vesの確率混合の間における選好関係を問

うことができる，　したがって，　われわれは，d㏄ision　mak：erがある純粋な
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a1惚mative　cを，　a，　bのα一混合よりも選好するかどうかを間うことができる

ことになる．

　可能なalternativesの集合をA，　Aの上の選好関係をR（≧；）で表わし，

altematives　a，　bのα一混合を，3項演算を表わす記号h（a，α，b）で表わすな

らば．N6umann＆’Morgenstemの公理体系は次のように定義される．

　定義1（Neumam＆Morgenstern）．　triple（A，　R，　h）は，下の公理が，　Aに

　属する任意のa，b，cと，開区間（0．1）に含まれる任意のα，βに対して成立

　するとき，又そのときに限って，Neumam＆Morgens船mの効用の体系

　である：

－
漏
2
3
4
凸
5
6
7

8

　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
選好関係RはAの上の弱順序である．

h（a，α，b）∈A

h（a，α，b）＝h（b，1一α，a）

h〔h（a．α，b），β，b〕一h（a，αβ，b）

もしa～bならば，h（a，α，c）～h（b，α，c）

もしa＞bならば，a＞h（a，α，b）かつh（a，α，b）＞b

もしa＞bかっb＞cならば，b＞h（a，γ，c）となるようなγが開区間

（0，1）に存在する．

もしa＞bかっb＞cならば，h（a，γ，c）＞bとなるようなγが開区間

（0，1）に存在する．

　以上の公理のうち，第1のものは，RがAの上の弱順序であることを要求す

る序数的な要請である．第2以上の公理は第1の公理に比較するとはるかに強

い公理であって，これらが現実の世界において果たしてどれだけ満されるかは

疑問であるといわなければならない．Neumam＆Morgens椥m以後における

理論的展開を促した要因の1つはそこにあったと考えることができる．

　ところで，公理2は，もし二つのaltemativesが集合Aに属するならば・

　（1｝すなわち，任意の，a，b，c∈Aに対して

　　（i）a≧；bかつb≧；cならば，a≧cである

　　（五）a≧b又はb≧aである
　が成立すること．
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それらの任意の確率混合も又Aに属することを要求するものである．この公琿

と，a＞bなるa1ternatives　a，　bがAに属すること，および公理1から，集合

Aは無限集合となる．公理3と4は確率混合とそれらの組合壁に開する仮定で

ある．公理5は，もしdecision　mak：erがaとbの間で．無差別ならば，彼は，

aと。の任意の確率混合と，bと。の同じ混合との間で無差別であることを主

張するものである．第6の公理は，もしaltemative　aがstrictlyにaltern牢iマe

bより選好されるならば，aはaとbの任意の確率混合よりも6tricUyに選好

され，aとbの任意の確率混合はbよりもstricUyに選好されることを主張す

るものである．最後の二つの公理，7と8は，選好のいわゆる連続性を述べる

ものである．公理7は，bよりも選好される，　aと。の確率混合の存在を主張

し，公理8は，bよりも選好されるaと。の確率混合の存在を主張するもので

ある．

　これらの八つの公理を用いて，N6umann＆Morgensternは，一次変換を除

いては一義的な基数的効用函数が存在することを証明したのであるが，彼等に

よる証明はここでは再説しないことにし，確立された定理だけを述べておく．

　定理1　（Neumann＆Morgenstem）．　triple（A，　R，　h）をNeumann＆

　Morgenstemの効用の体系とする．そのとき，次のような条件を満たす・A

　の上に定義された実数函数uが存在する：任意のa，b∈Aとα∈（0，1）に対

　して，

　（i），a≧：bならば，又そのときにかぎって，　u（a）≧u（b）である・

　（ii），　u〔h（a，α，b）〕讐αu（α）十（1一α）u（b）．

　更に，もしu’が上の（1），（2＞を満足する他の任意の函数ならば，u’は正の一

　次変換によってUに変換することができる．

　この定蓮は，先の公理体系が，定理の中に表わされている諸性質にとって充

分条件となっていることを示しているし，又，いわゆるm圭xture　spaceの概念

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
を導入すると，それらが必要条件でもあることがわかる．すなわち，上の公理

（1）m亟t・・e・留・eについて1ま，たとえば，H・・st・in＆Mi1…〔93〕・H・…er〔91〕・



のうち．2，・3，4，の成立を想定すると，残りの公理は，任意の基数的効用函数が

定理1に示されている諸性質をもつことの必要かつ充分な条件となっている．

　ところで以上において得られた結果に関して次のことを注意すべきである．

　（1）付与された効用は，どのような意味においても．成果に含まれる財の本

来の量とは解釈されない，したがって，限界効用逓減の仮定を導くすべての直

感的な感情は無関係であって，限界効用の逓増を仮定するのも自由である．そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
のとき賭と保険の存在は理論の内部で説明できることになる．

　②　行動に関する公理は，相対的頻度にもとつく客観的な確率の定義の下で

も，又それに関する他の定義の下でも，充分に合理的であるように思われる．

したがって，Neumann＆Morgenstemの理論は，唯一つの事象しか観察さ

れない場合においても，確率分布が直接関係のあるものとなるという結論を導

く．そのような場合には，確率についての定義は，主観的な確率の定義となる

のである．したがって，繰り返しの不可能な事象に対して確率概念を用いるこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
とはできないとするShackleなどの見解は否定されることになる．

　さて，先に，古典的期待効用仮説に関する節において，Bemouilliの理論に

対する若干の批判とそれに関連したいくつかの主張を検討したが，それらのう

ちのいくつかは上のような理論の枠組の中で解釈し直すことができる．たとえ

ば，効用函数が有界でない場合におけるBemouilliの論理に対するMenger

〔134〕の反論は次のように書き直すことができる．すなわち，効用函数が有

界でないことは，無限大の効用をもつ確率分布の存在を意味するということで

ある．もしすべての効用が有限であることを要求するならば，Mengerの議論

は，いかなる効用もある固定された上界を超えないという結論を導くものであ

る．

　又，Hicks〔95〕などのように，確率分布を平均値と分散をもって特性化し

ようとする議論は，もし所得の効用函数が二次函数ならば，少なくとも特別の

場合には，上の理論の枠組の中で妥当なものであると考えられる．それは，確

（1）先に述べたFriedman＆Savage〔80〕を見よ．
（2）　cf．　Shackle　〔180〕　〔181〕　〔182〕　〔183〕．
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率分布の効用が平均値の同じ二次函数に，分散に比例的な項を加えたものとな

っている場合である．

　更に又，所得がある限界水準以下に落ちる確率が小さい程よいという法則
（1）

は，N6umann＆Morgenstemの理論の特別の場合であって，限界水準より低

いすべての所得に対する効用は，たとえば，ゼロ，それ以上の所得については

1となる．

　Friedman＆Savage〔80〕は；Neunlann＆Morgens艶mの理論を用いて，

所得の効用函数に関するいくつかの情報を得たのであるが，その若干の点につ

いては先に検討したところである．

　彼等の示すところによれば，もし効用函数が二つの可能な所得の間で（平均

して）逓減的な微係数をもつならば，保険への加入は合理的なものであり，他

方，効用函数の微係数が（平均して）逓増的ならば賭への参加は合理的である．

　賭と保険の構造を考えるとき，このことは，効用函数が始めのうち（低い所

得）は逓減的な限界効用をもち，後になって（高い所得）それが逓増的である

ことを要求するものである．

　ところで，富くじ10tteryは，一般に，賞金として一種類の高額の賞金だけ

をもつのではなく，何種類かの賞金をもっている．この事実は，人間の賭に対

する意慾がどこまでも大きくなるものではないことを示しているものと解釈す

ることができる．したがって，限界効用が再び減少に転じるような（高い）所

　　　　　　　　　　　　　　（2）
得の水準が存在するはずである．

Neumam＆Morgenstem〔143〕によって，効用の公理主義的な扱い方が

　　（1｝cf．　Cram6r〔47〕．

　　（2）Friedtnan＆Savage〔80〕の得た結果の一部は，既にT6rnqvist〔208〕によっ

　て示唆されていたものである．富くじの一部分は売れ残ってしまうのが普通であるから

　その売手も又危険を負担することになるという事実を考えると，効用函数は売手と買手

　の両方の行動を説明することのできるものでなければならない．彼はこのような観点か

　ら，次の函数を所得の効用函数として示唆している：
　　・（・）一・｛・＋・（。旱。）、

　ここで，k，　Kは定数である．この効用函数u（x）は，　xの小さい値に対しては限界効用

　逓減，他の値に対しては逓増である．



発表されて以来，彼等の体系に対して多くの修正の試みがなされると共に，彼

等による証明の簡単化がはかられた．そのような試みのうちで最も早くかつ重

要なものの一つはMarschak〔130〕によるものである．彼は，経済学者にと

って，より受け入れ易い形の公理体系を求め，それらを用いて数学的にわかり

易い形で同じ問題を扱っている．一般にこのような理論体系では，可能なbe・

havior　a1tema伽esの各々に対して成果の集合の上の確率分布が対応するので

あるが，彼はこの集合の上の確率分布を幾何学的に表現することを考え，その

ために次のようなP次元（プ有限）のEuclidean　spaceの点aを想定する．こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ンの点はそれぞれの座標がa量≧0（i－1，2，……，の，Σai≦1であるような点であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝■
る．これらの点の集合をAとすると，このような任意の点a＝（a1，a2，……，a，）

は（〃＋1）個の成果を確率，ao－1一Σai，　a1，……，a．でもたらす行動を表わ
　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1
していると考えることができる．したがって，任意の行動に対してAの1点が対

応していることになる．かくして，最適な行動の選択は最適なa∈Aの選択と

同じことである．

　Marschak〔130〕の体系について特に注意すべきことは，　Aの頂点をなして

いる，彼の「確実な期待」が有限個であるということであって，彼はこのよう

な場合だけを扱っているのである．確実な期待の数が無限個の場合への拡張

は，Rubin〔166〕，　Helstein＆Milnor〔93〕などによってなされている．

　Neumam＆Morgenstem〔143〕以後における，効用の公理主義的な扱い

方のうちで？最もしばしば議論の対象となったのは，このHers憾n＆Milnor

〔93〕の理論である．彼等の公理体系は次の定義によって与えられる．

　定義2（Herstein＆MiInor）．　tr…Ple（A，　R，　h）は，下の公理が，任意の

　a，b，c∈Aと，閉区間〔0，1〕に含まれる任意のα，βに対して成立するとき，

　又そのときに限って，Hersteln＆Milnorの効用の体系である＝

　1．RはAの弱順序である．

　2．b（a，α，b）∈A

　3．　h（a，α，b）二h（b，1一α，a）



　4．h〔h（a，α，b），β，b〕箒h〔a，αβ，b〕

　5，　h〔a，1，b〕需a

　6．　もしa～bならば，h（a，］鬼，c）～h（b，％，c）

　7．集合｛α｛h（a，α，b）≧c｝と集合｛α【c≧：h（a，α，b）｝とは閉集合である．

　これらの公理のうち，1から4まではNeumann＆Morgensternのものと

同じである．公理5は，この場合，閉区聞〔0，1〕にあるすべての確率が許さ

れるから，Neumam＆Morgenste血のものとは異っている．公理2～5を満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
足する集合Aと3項演算hはmixture　spaoeを構成するといわれる．公理・6

は，Neumann＆Morgensternの公理5より弱いもので，この公理6から

Neum知n＆Morgensternの公理5を導くことができる．公理7は，　decision

makerの選好順序が確率分布に関して連続なること，すなわち，1imμi＝μか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i→◎◎
っh（a，μi，b）≧：c　for　each　iならば，　h（a，μ，b）≧cとなることを意味する．

この公理は，Neumam＆Morgenstemの場合の公理7，8と本質的には同じ

ものである．尚，上の公理6は，d㏄ision　makerがaとbの間で無差別なら

ば，h（a，％，c）とh（b，施，c）の間でも無差別であることを要求するものであ

る．

　上の公理体系の下で次の諸定理が成立することが示されている．

　定理2（Herstein＆Mil且or）（連続性の定理）．もしa，　b，　cがAに属し，

　a≧bかつb≧cならば，b～h（a，α，c）となるような確率αが存在する．

　〔証明〕集合Tを，T一｛αih（a，α，c）≧：b｝と定義すると，公理7によって・

　Tは閉区間〔0，1〕の閉部分集合である．仮定によってa≧bであり，公理5

　によってh（a，1，a）一aであるから1∈T．故にTは空集合ではない．同様

　に，集合W需｛βlb≧h（a，β，c｝は，公理7によって〔0，1〕における閉集合

　で0∈Wであるから空集合ではない．公理1と2によって，それぞれの確

率，すなわち，閉区間〔0，1〕に含まれるそれぞれの数は，集合T又はWに

　属する．したがって．TUW一〔0，1〕である．

　単位区間は位相的に連結であるから，それは互いに素なる閉部分集合の和集

　（1）たとえば，実ベクトル空間における凸集合はmixture　Spaceである，
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合に分割することができない．したがってT∩Wは空集合ではない．そこで

αo∈T∩Wとすると，TとWの定義により，　b～h（a，αo．c）となる，尚，

a＞b＞cならば1＞αo＞0である．

定理3（Herstein＆M董1nor）．もしa，　bがAに属し，かつa～bならば・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
任意の。∈Aと任意のαに対してh（a，α，c）～h（b，α，c）である．

〔証明〕この定理を証明するために，若干の命題を導いておく．

（a）　もしh（a，αi，c）～bかっlimαi＝αならば，　h（a，α，c）～bである・

　　　　　　　　　　　　　トラ　
　これは，公理7によって，h（a，αbc）≧bならば，　h（a，α，c）≧；bが得られ，

同様に，b≧h（a，αi，c）ならばb≧h（a，α，c）が得られるからである．

（b）　もしa≧bならば，a＞h（a，％，b）＞b．今かりに，　h（a，％，b）≧＝a＞bと

想定すると，上の定理2により，a～h〔h（a，％，b），α，b〕＝h（a，％α，b）とな

るようなαが存在する．そこで，一諾｛αla～h（a，％，b）｝と定義すると・上

の命題（a）によって，Tは区間〔0，1〕の閉部分集合となり，少なくとも一

つの要素αoを含む（a＞bよりαo＞0）．

　そのようなαoに対しては，a～h（a，％αo，b）であるから，公理6によっ

て，h（a，％，b）～h（a，種αo，b）；≧a＞bとなる．したがって，あるγに対して・

定理2から，a～h〔h（a，払αo，b），γ，b〕が成立する．　しかし，瓢γαo＜％αo

はα0の選択と矛盾するから，a＞h（a，％，b）でなければならない．

　同様にh（a，％，b））＞bであることが示される．

（c）　もしa＞bならば，任意の0＜α〈1に対して，a＞h（a，α，b）＞bであ

る．

以下におけ・定理・の証明で用い…ま，・一楽吾（え・はぜ・又は・）

の形の有理数であるとする。上の（b）を繰り返し適用すると，ρ2＞ρ1なら

ば，a＞h（a，ρ2，b）＞h（a，ρ1，b）＞bなる結果が得られる．任意の0＜α〈1に

対して，0＜ρ1＜α〈ρ2＜1となるようなρ2，ρ1をとりあげる．このとき，

　（1）この定理は定義1におけるNeuman11＆Morgenstemの公理5である・この定
理の成立は，Herstein＆Mihlorの公理6が，　Neumann＆Morgensternの公理5の
代りとして充分であることを示している。
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　ρ1とρ2の間にある任意のρiに対して，h（a，ρ2，b）≧：h⑫，ρi，b）≧：h（a，ρ1，b）

　が成立する．適当なρi（ρ1≦ρi≦ρ2）に対してα＝1imρiとなるから，公理’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トジお
　7によって，a＞h（a，ρ2，b）≧h（a，α，b）≧h（a，ρ1，b）＞bなる結果が得られ

　る．

　（d）　もしa～bならば，h（a，α，b）～aである．

　　公理6を繰り返して用いることにより，h（a，ρi，　b）～a，1in1ρi＝αとなる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　ようなρiについて考えると，上の命題（a）により，h（a，α，b）～aとなる．

　　以上の準備をしておいて定理3自体の証明に移ることにしよう．

　　a～bであると想定する．もし。～aならば，上の命題（d）によって，a～h

　（a，α，c）～b～h（b，α，c）となる．

　　そこでa＞cを仮定すると，任意のρに対して，公理6から，h（a，ρ，c）～

h（b，ρ，c）となる．与えられたαに対して，　TをT＝｛γih（a，γ，c）≧：h（b，

α，c）｝によって定義する．各々のiに対してρi≧αであって，　hmρi嵩αと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　トラ　
　なるような数列｛ρi｝を抜き出す．そのとき，上の命題（c）によって，h（a，

ρi・c）～h（b・ρi・c）≧：h（b，α，c）が成立する．したがってρi∈Tである．敏に，

　公理7により，α一limρi∈T．すなわち，　h（a，α，　C）；≧：h（b，α，　C）．

　　　　　　　　　1→◎◎
　　この議論は，3とbとに関して対称的であるから，同じようにして，h（b，

α，c）≧：h（a，α，c）が得られる．これらの結果から定理3が得られる．

　又。＞aの場合もa）＞cの場合と同様の議論によって定理の成立が証明さ

　れる．

　ところで，上の定理3の証明の過程で得られた命題（c）は定理として掲げ

られる．この定理は，Neumam＆Morgensternの公理体系の第6の公理にな

っていることに注意すべきである．

定理4（Herstein＆MUnor）．もしa＞bならば，任意の0＜α＜1に対し

　て，a＞h（a，α，b）＞bである．

　この定理から次の定理が得られる．

定理5（Herste量n＆Milnor）．もしa＞bならば，α〉βのとき，又そのと

　きに限って．h（a，α，b）＞b（a，β，b）である．
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　〔証明〕a＞一b，α〉β＞0を仮定すると，h（a，α，b）＞b．0＜β／α＜1であ

　るから，上の定理4によって，h（a，α，b）＞h〔h（a，α，b），β／“，b〕猛h（a・β・

　b）である．同様に，a＞bでかっh（a，α，b）＞h（a，β，b）ならばα〉βが得

　られる．

　この結果次の定理が得られる．

定理6（Herstein＆Milnor）．集合Aには，唯一つの無差別集合しか存在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　しないか，あるいは，無数の無差別集合が存在する．

　〔証明〕もしAに属するあるaとbに対して，a＞bが成立するならば・定理

　5によって，各々のαに対してdistlnctな無数の無差別集合が存在する・

　もし唯一つの無差別集合しか存在しないならば，Aの上の可測的な効用函数

を見つける問題はt㎡vialなものとなり，各々のa∈Aに対してu（a）＝1とす

ればよい．したがって以下においては，二つ以上の（定理6によって無数の）

無差別集合が存在するものと仮定する．

　先にその成立を証明した連続性の定理（定理2）は，定理5の下では次のよ

うな一義性の定理にまで強くすることができる．

　定理7（Hers憾n＆Milnor）．もしa＞bかっb＞cならば・b～h（a・α・c）

　となるような唯一つのαが存在する．

　乙の定理の証明は定理5を用いることによってなされるがここでは省略する・

　次に定理8が証明される．

　定理8（Herstein＆Milnor）．　a）＞bと想定し，　S。b＝｛c　l　a≧：c≧；b｝と定義す

　る．fと9とを，　ro，r1∈S。b，（r1）＞ro）に対してf（ro）＝9（ro）かっf（r1）＝

　9（r1）となるようなS。bの上の線型でofder－pfeservingな二つの函数とす

　る．そのときfはS。bの上で9とidentica1である・

　〔証明〕函数f及び9がS。bの上で線型かつordeやpreservingであること

　は，定理1における性質（i），（ii）をf，　gがもっことである．

　　先ず，r1≧c≧：r。の場合を考える．定理2によって，あるαに対して。～h

　（1｝換言すれば，Aに属するすべてのaltemativesは無差別であるか，あるいは，無

差別でない無数のalternativesが存在する．
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（r1，α，r。）が成立する．したがって函数f（C）は次のように変形される。

　f（c）一αf（r、）＋（1一α）f（r。）

　　　皿α9（r1）十（1一α）9（ro）

　　　隅9〔h（r1，α，ro）〕

　　　＝9（c）

次に。＞rエ（〉》ro）とすると，同じく定理2によって，　r1㌘h（c，α，　ro）がある

αに対して成立する．したがって

　f（r1）罵αf（c）十（1一α）f（ro）

　　　＝9（r1）

　　　≡ag（c）十（1一α）9（ro）

c1＞h，α＞0であるからこの場合もf（c）一9（c）．（r1＞）ro＞cの場合にも同

様のことが証明される．

定理9（Herstein＆Milmr）．　Aの上のorder－preservingな線型効用函数が

存在し，この効用函数は正の線型変換を除いて一義的に決定される．

〔証明〕a）＞bと想定し，S。b一｛c，a≧c≧b｝と定義する．定理7によって，

C～h〔a，α。b（C），b〕となるようなα。b（C）が唯一つ存在する．そこで，．r1＞ro

なるr1，r。を選んで以後これらを固定する．以下においてはro，　r1がS。bに

属するよ1 ､なa，bだけを考える．今，任意の。∈S。bに対して

・（・）鴇潟三α謡鶏

と定義する．このとき明らかにu（ro）一〇，　u（r1）一1である．

　この函数uがorder・preservingであることは次のように示される．すなわ

ち定理5によって，c＞dならげ，又そのときに限ってα・b（c）〉α・b（d）であ

るから，c＞一dのとき，・又そのときに限ってu（c）＞u（d）となる．

　一方uの線型性については次のようにして示される．h（c，β，d）を考え

る．定理7によって，

　c～h〔a，α（c），b〕，　d～h〔a，α（d），b〕

したがって，
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　b（c，丁β，d＞～h〔b（a，α¢），b），，β，　h（a，α（d），b）〕

したがって，

　h（c，β，d）～h〔a，｛βα（c）＋（1一β）α（d）｝，b〕

ところで，定義によって

　　β・（・）＋（1一β）・（・）一β誰㌍瑠＋（トβ）・綿三篠

　　　　　　　　　　　　＿βα（c）十（1一β）α（d）一α（ro）

　　　　　　　　　　　　『　　α（r1）一α（r。）

　　　　　　　　　　　　寓・u〔h｛a，（βα（c）十（1一β）α（d）），b｝〕

　　　　　　　　　　　　躍u〔h（c，β，d）〕

　u（ro）＝0，ロ（r1）騙1であり，定理8から，任意の。∈S。bにに対するUの

　値はaとbとから独立である．　したがってuをS。bからAのすべてに拡張

　する問題には何も不明確な点も矛盾も存在しない．

　　定理の後半の証明はここでは省略する．

　さて，以上においては，Neumam＆Morgenstem　〔143〕の効用理論の体

系とそのHers協n＆MiInor〔93〕による定式化について見た．この理論体系

については，現実に対する妥当性の見地からするいくつかの批判と，要求され

る公理体系を弱める試みがなされている．

　Neumann＆Morgenstem〔143〕の効用理論の一般化はいくつかの方向に

おいてなされている．

　Hausner〔91〕は先の定義1における公理7と8とによって表わされる，い

わゆるアルキメデスの公理をはずすことiによって，効用をベクトルの形で表わ
　　　　　　　（1）
すことに成功した．アルキメデスの公理は効用空間を一次元の空間にする働き

をもつものである，後になってChiPman〔38〕も，アルキメデスの公理がない

場合には，効用は，実数値函数で表わされず，1exicographicな順序をつけられ

たベクトルによって表わされることを示した．

　（1）Thrall〔200〕はHausnerの結果にもとづいて若干の応用をはかったものであ
　る．又，Debreu〔53〕は古典的な財空間を用いて同様の分析をし，　Georgescu・Roegen

　〔82〕　もこの問題についての優れた分析を含んでいる．更に，同じ問題はFerguson
　〔73〕，Encarpacioa〔65〕でも扱われている．
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　Hausner〔91〕の用いた公理体系は，定義1における公理1、から6までのも

のと正確に同一ではないが，本質的にはそれらと同じものである．Hausnerの

理論は次のようなものである．先ず，彼の用いた公理体系は下のように定義さ

れる．

　定義3（Hausner）．　tri口e（A，　R，h）は，下の公理が，任意のa，　b，　c∈Aと，

　開区閥（0。1）に含まれる任意のα，βに対して成立するとき，又そのときに

　限って，Hausnerの効用の体系である：

1
2
3
4
5
ρ
0
7

h（a，α，b）∈A

h（a，α，b）塩（b，1一α，a）

h〔a，α，h（b，β，c）圃h（竃。＋毒。β・b）・（・＋β一・β）・・〕

h（a，α，a）一a

あるγ＞0に対してh（a，γ，c）一h（b，γ，c）ならば，　a－b

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
耳はAの上の連鎖順序chain　order≦である．

もしa＜bならば，h（a，α，c）＜虹（b，α，c）．一

　これらの公理のうち，第1から第5のものまではmixture　spaceに関するも

のである．公理4は結合法則の一種である．公理5は，論理的な明快さのため

に加えられたものである．この公理の主眼点は，decision　makerがh（a，γ，　c）

とh（b，γ，c）との間で無差別であるかどうかということをよりも，．むしろ，

distinctなa1ternat董veの意味を明らかにすることである．

　公理7は，Aの上の弱順序に関する公理，

　W1．もしa≦bならば，　h（a，α，c）；≦h（b，α，c）

　W2．もし0〈γ＜1なるあるγに対して，　h（a，γ，c）≦h（b，γ，c）ならば，

　　　　a≦b

から導くことができる．弱順序にもとずく効用空間が与えられると，進鎖順序

をもつ効用空間の要素を識別することができ，後者について得られる情報は前

者に関する情報に反映される．したがって，われわれは，後者についてだけ考

　（1）Aの上の順序Rは，それがasymmetric，　transitiveかつcompleteであるとき
　chain　orderと呼ばれる．
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察することで充分であるということができる．

　ところで，Vを実ベクトル空間とすると，　h（a，α，b）を，　h（a，α，b）＝αa＋

（1一α）b，（a，b＝ベクトル）によって定義するとき，　Vはmixture　spaceであ

る．そして，ベクトル空間は最も一般的なmixture　spaoeであって，任意の

mixture　spaceはベクトル空間Vの凸部分集合に同型となる．

　Hausner〔91〕の示した主要な結果は，　r　mixture　spaceはベクトル空間には

めこまれること，効用空間は順序づけられたベクトル空間にはめこまれること

の2点である．

　さて，上のような公理体系の下で，次のような諸定理の成立が証明されてい

るが，ここでは煩雑になるので，厳密な証明は省略することにしたい．

　先ず若干の定義をしておく．

　D1．　Aによって生成される閉包C（A）を次のように定義する3

　　C（A）一｛X∈V［X一亭・・a・…＞0・￥x・＝1・a・∈A｝

　D2．　Aによって生成される錐P（A）：

　　P（A）ロ｛X∈VIX＝Σx五ai，　Xi＞0，　ai∈A｝

　　　　　　　　　　　ユ
　D3．　Aによって生成される超平面H（A）：

　　H（A）＝｛X∈V｝X＝ΣXiai，ΣXi悶1，　ai∈A｝
　　　　　　　　　　　ユ　　　　　　ユ

　D4．　Aによって生成されるベクトル空間V（A）：

　　V（A）畷｛XIX＝ΣXiai，　ai∈A｝．

　　　　　　　　　i
　さて，

　定理10（Hausner）．下のような条件を満足する，実ベクトル空間Vとmix・

　敏re　spaoe　AをVに移す函数fが存在する：

　（i）．fはVの中へのone－one　mapPingである．

　（ii）．　f〔h（a，α，b）〕漏αf（a）十（1一α）f（b），　1≧α≧0．

　（u1）．f（A）＝C〔f（A）〕

　（iv）．　V嵩V〔f（A＞〕

　（v）．0∈EH〔f（A）〕．

　〔証明〕この定理の証明は，先ず，Aによって生成される錐Pの中へAを
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“移す函数fが存留そのfが，ωflまPの申への。＿。m。p醜で

　あり，（ロ）f〔h（a，α，b）〕一αf（a）＋（1一α）f（b）なる条件を満足することを用

　いて（i），（H）を証明する．f（A）が凸であることは（ii）を用いて証萌する．

　（iv）は，　f（A）がPを生成し，　Pがvを生成することによる．（v）につい

　ては上に述べたfの性質を用いて，x，　y＞0に対してxf（a）一yf（b）ならば

　x嵩yかつf（a）富f（b）を証明する．

　次に，AのVへのはめこみが一義的であることが証明される．

　定理11（Hausner）．函数fはAをVに移し，　f’はA’をV’に移すものと

　すると，ベクトル空間VとV’とは，ある要素X一ΣXif（ai），（ai∈A）を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
　g（X）＝Σxif’（a孟）の中へ移すmapping　gの下で同型である．
　　　　i、‘

　　〔証明〕．この定理の証明には次のような補助定理を用いる：VとV’をベク

　トル空間，CとC’とをそれぞれVとV’の凸部分集合とし，0（筆H〈C），

　0庄H（C’），V＝V（C），　V’一Vノ（C）とする．9を，　CからCノの上への

　mappiugであって，α）gはCからC’の上へのone－one　mappingであり，

　（ロ＞9〔h（a，α，b）〕一α9（a）＋（1一α）9（わ），　a，b∈C，であるという性質をも

　つものとすると，gはVのすべてに唯一通りの仕方で拡張することができ

　て，㈲gはVからV’の中へのone・one　tnaPPingであり，ωgは線型であ

　るという性質をもつ．

　　定理の証明には，この補助定理をg－f’・f　1に対して適用すればよい．

　上の議論はVの次元には依存しない．定理10のVがたとえば（n＋1）次元

ならば，mixture　spa㏄Aはn次元の凸集合である．

　次に，効用空間が順序ずけられたベクトル空間にはめこまれることを示す．

　効用空間は連鎖順序をもつmixture　space　Aである．このAは，　V篇V（A），

0庄H（A）なるベクトル空間Vの凸部分集合である．順序づけられたベクトル

空間Vを次の条件を満足するベクトル空間とする：

　V1．　Vの上の連鎖順序が存在する．

（1）Pの性質についてはHausner〔91〕P．170
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　V2．もしa＞bならば，　a＋c＞b＋cである．（a，b，c∈V）

　V3．もしa＞bかつx＞0ならば，　xa＞茎bである。

　したがって，順序ずけられたベクトル空間は効用空間である．ここでなさね

ばならないことは順序関係をAからVへ拡張することである．順序関係は，

最初にAからP（A）へ拡張され，次にP（A）からV（P）に拡張される．この

間のプロセスが証明されると効用空間Aは順序ずけられたベクトル空間にはあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
こまれることが示されるが，この証明は省略する．

　われわれにとって特に興味のあるのは順序ずけられたベクトル空間の性格で

ある．順序ずけられたべク、トル空間は先のV1～V3によって定義されている

が，ここで，V2とV3を下のように書き直す：

　V2’．もしa＞0，　b＞0ならばa＋b＞0．

　V3’．もしa＞0，　x＞0ならばxa＞0，

　このとき，a－b＞0ならば，又そのときに限ってa＞bとなる．したがっ

て，順序は正の要素によって決定されることになる．　これをV＋で表わす．

V2’とV3’とからV＋は錐である．その順序は全順序でirreflexiveであるか

ら，V＋は0を含まないmaximal　coneである．

　a，b∈V＋，（a，　b＞0）とするとき，すべての実数x＞0に対してa＞xbなら

ば，aはbを優越するという．これはVの正の要素についてのみ定義され，こ

の関係はirτeflexiveかつtrans三tiveである．　aとbとの間でどちらも他方を

優越しないとき，aはbと無差別（～）であるという．この無差別関係は同値

関係である．aを含む同値類equivalence　classを〔a〕で表わすとき，〔a〕〉〔b〕

をもって，aがbを優越することと定義する．そのとき同値類の上の全順序が

得られる．このような定義はアルキメデスの公理を用いていないものである．

　さて，

　定理12（Hausner）．　Vを有限次元の順序ずけられたベクトル空間とする．

　そのとき，Vにおける順序が皇exicOgraphiCになっているような，すなわ

　ち，最初のゼロでないXiが正であるとき又そのときに限って，

　　（1）　cf。　1｛ausner　〔91〕　PP175－6
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　　　　　a一ΣXiai＞〇
　　三＝1

となっているような基底a1，……，a．を選ぶことができる．

この基底a1，……，akは，ai＞0であって，かつa1がa2を優越し，　a2がa3

を優越し，………，ak－1がakを優越するとき又そのときに限ってlexico－

graphicな基底である．

〔証明〕V＋が同値類に分解されるとき．，．それぞれの同値類tに対してatを
　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　　　‘　　　　　　　　　　　　　　（2）
その任意の要素とすると，集合｛at｝は，　atが1次独立であることにより，

有限集合で．ある．

　a1，・∵…，ak（k≦n，　n：Vの次元）が代表representatlvesであって，a1がa2

を優越し，a2がa3を優越し，………，ak－1がakを優越するように記号を選

ぶ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　a∈V＋とすると，a≒0ならば，1a1は同値類のどれかに属する．たとえば

Iai～at1．このとき，　Xlat1－aであるか，あるいは1a－Xlat11がatユを優
　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
越するような唯一の実数駈が存在する．そこで，a－xlat1＝0でない場合

には，このプロセスをa一幻at1についてゼロの要素が得られるまで繰り返す

（k回以下で得られる）．かくしてaはaiの1次結合となる．又aは任意で

あるから，aiはVの基底を構成する．かくしてk－n．さてa＝ΣXiaiとす

ると，最初のゼロでない係数Xiが正なるとき，又そのときに限ってA＞0と
　（5）

なる．

定理13（Hausner）．　a1，・・∴・・，a、とa’1，……，a’、とを定理i2における基底で

あるとする．このときa’i－Tai（Tは正の対角要素をもつ三角行列）であ

る．逆に，もしTがそのような行列でa手，……，a。が1exicographicな基底

を構成するならば，Ta1．……，Ta、もそうである．

（1）この集合は，V＋の要素のうち，どの2つも同値ではない要素の集合である．

（2）Hausner〔91〕，系5，4に隠る．

㈲　la1は，　aが非負であるか負であるかにしたがって，　iai編±aと定義される．

（4｝Hausner〔91〕補助定理5．5による．

（5｝同じく補助定理5．3による．
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　〔証明〕定理捻により，a1はa2を優越し，……，a。＿1はa。を優越する，又

　a’1はa’2を優越し，……，a’。一1はa’。を優越する．したがって，　ai～a’i．か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　くしてa’i＝Xiai＋（aiによって優越される項）．　a’i　Xiai＋Xi＋1ai＋エ＋…轡，

　xi＞0．又Tai～aiであるからTa1はTa2を優越し……，　Ta。一1はTa。を

　優越する．

　以上はHausner〔91〕による多次元効用の理論の概要である．

　なお，上の定理12を座標を用いて表わすと次のようになる：ある基底に関し

て，x1＞0であるか，　x1ロ0，　x2＞0であるか，……あるいは，聖嵩x2＝……

x。一1＝0，x。＞0であるとき，又そのときにかぎって，ベクトルX＝（x1，……

Xn）＞0となる．

　さて，Neumann＆Morgen3tem〔143〕の理論の一般化にはAumann〔8〕

〔g〕によるものがある．彼は任意の二つのaltema廿vesの選好が比較可能で

あることを要求する結合性の公理（あるいは完全性の公理）をはずすことによ

って，Neumam＆Morgnestemの理論を一般化しようとする．この場合にも

Neumam＆Morgnestemの効用毘論から得られる結論の多くのものが成立す

るが，若干の代償は支払われねばならない．すなわち，Aumamの場合にも，

線型効用函数の存在は証明されて，その効用函数は期待効用仮説を満足し，そ

れはaltemattvesの間の選好順序を表わすことができるが，それはNeumam

＆Morgensternの場合よりも弱い意味においてである．彼の場合には，もし

altemative　aがbより選好されるならば，　u（a）＞u（b）となるが，その逆は成

立しない．

　さて，彼の公理体系は次のようなものである．

　定義4（Aumam）．　triple（A，　R，　h）は，　mixture　spaceに関する諸公理（定

　義3における公理1から公理5）に加えて，下の公理が成立するとき，又そ

　のときた限って，Aumamの効用の体系である：

　1．’Rはmixt田7e　spaoe　Aの上でtransitiveかつreflexiveである．

　2．0〈α＜1ならば，すべての。に対してh（a，α，c）≧h（b，α，c）のとき又そ

　（1）Hausher〔91〕補助定理5．5による．
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　　　のときに隈って，a≧bである（a，b，c∈A）．

aすべての晒・∈A闘して集合回h（a，α，C）≧b｝は閉集合であ慧1

　これらの公理のうち，第2のものは，選好は錯覚によっては変化しないこ

と．先導に，decision　makerが錯覚された選好をも・っている場合には，それに

対応する錯覚されない選好も又成立することを主張するものである．公理3は

アルキメデスの公理である．

　さて，transitiveかっreflexiveな順序関係（半順序と呼ぶ）をもつ効用空閻

は，定義3の公理1～5を満すときmixtUle　spaceであって，これは半順序の

ベクトル空間にはめこまれる．そのベクトル空聞の次元は有限であることを仮
　　（2）

定する．このような半順序のmixture　space　Aの上の効用は，　Aから実数へ

の函数であって，

　（i）　u〔h（a，α，b）〕篇αu（a）十（1一α）u（b）

　（ii）a＞bならば，　u（a）＞u（b）

　（iii）a～bならば，　u（a）＝u（b）

を満足する．

　次のような定理の成立が証明される．

　定理14（Aumam）．　Aの上の効用函数が少くとも一つは存在する．

　定理15（Aumann）．　EをAにおける凸多面体とし，　a∈Eとする．このと

　き，a∈Eは，　AがEの上でuを極大にするようなAの上の効用uが存在

　するならば，又そのときに限って，Eにおける極大要素である．

　定理16（Aumam）．　n次元のベクトル空間の錐をPとし，そのdual　P＊を

P＊＊躍｛uiua≦OforaHa∈P｝と定義する．このとき，P－P＊＊となるための

　必要かつ充分な条件は，Pが凸でかつ閉じていることである．

　（1）もっともこの公理に代えて　　　　　　　　　　　　　　　　’．
　（i）．集合｛αlh（a，α，c）＞b｝は開集合である．

　又は
　（ii）．原点より選好されるベクトルの錐Tは有限個の開又は閉半空間のintersectionで

　　　ある。

　という公理を用いることができる．

　（2）この条件はpure　alternativesの数が有限個であるときには常に満足される．
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　これらの定理の証明は省略する．

　さて，A廿mamの理論とNeumann＆Morgens総rnの理論との相異につい

ては先に少しふれたのであるが，Neumann＆Morgens総mの効用函数がもっ

ている有用な姓質のいくつかはAumamの場合にも維持されている・たとえ

ば，彼の効用函数をある与えられた制約集合の上で極大化すると・制約集合に

おける極大要素が得られ，逆に，それぞれの極大要素aに対して・その極大化

がaを導くよ’うな効用函数が存在する（上の定理15）．

又，次のような類似点も存在する．Neumam＆Morgens船mの場合は・

a，b∈Aに対してu（a）＞u（b）のとき，又そのときに限ってa＞bであって・こ

れはAu㎜mの場合には成立しないが，かなり広い範囲の問題について，す

べての効用函数の集合が与えられれば，選好順序は発見することができるとい

うことができる．Aが半順序のベクトル空間にはめこまれるならば・Aの上の

すべての（規準化された）効用函数はTA＊（TAは原点よりも選好されるすべ

ての点の集合）である．したがって，もしTAが定理16の条件を満足すること

を知るならば，すべての効用函数の集合から選好順序を発見することができ

る．かくして，与えられたAの上のすべての効用函数の集合は・選好順序を

「ほとんど」決定することになり，もし順序の集合を適当に制限するならば，

完全に決定することになる．

　以上はAumam〔8〕〔9〕の理論の大要である．

　尚，Aumam〔8〕〔9〕と同じ種類の一般化は，　Davidson，　SupPes＆Siege1

　〔51，chap．4〕にも見られる．ただし，彼等の場合は，行動に関する仮定か

ら主観的確率も同時に導けるようような，alternat1vesの有限集合にかかわる

理論である．

　又，Pfanzagle〔152〕〔153〕は，順序集合における“metric”operatlonを導

入することによって，Neumam＆Morgenstemの理論を一般化しようとして

いる．

　Pfanzagleによるmetric　operationは，ある種の2項演算（。）であって，

Aを順序集合するとき，
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　1．存在公理：Aに属する要素のそれぞれの組a，bに対して，唯一の要素

　　　a。b∈Aが存在する．

　2．単調性公理：aiミbならば，すべての。∈Aに対して，（a・c）髪（b。c）で

　　　ある．・

　3．　連続性公理：operat董on　a・bはaとbの両方に対して連続である．

　4．　双対称性公理b室symmetric　axiom：（a。b）・（c・d＞～（a・c）・〈b・d）であ

　　　る．　　　　　　　　　卍

を満足する．このようなmetric　operationを用いて彼が示した結果の一部は

次のようなものである．

　（i）metric　operatIonが定義される連結な順序集合Aは実数の集合の中

　へ，連続単調で1次演算の上で同型であるように写像することができる．

　（ii）二つのmetric　operation。と△とは，それぞれのa，　b，　c，　d∈Aに対し

　て，（a。b）・（c。d）～（a・c）・（b・d）が成立するならば，　1次変換を除いては同

　一のscaleをもたらす．

　mixture　spaceにおける演算h（a，α，b）は，彼のmetric　operat董onの特別の

場合であって，二つのdistinctな確率α，βは上の（ii）の条件を満足する．

すなわち，

　h〔h（a，α，b），、θ，h（c，α，d）〕～h〔h（a，β，c），α，h（b，β，d）〕である．そして

1次変換を除いて一義的な効用函数を構成するためには，固定された確率αを

もつ混合だけを考えれば充分である．

　さて，Neumanh＆Morgenstem〔143〕にはじまる（近代的な）期待効用

仮説の理論は，それが一つの理論である以上，す彗ての批判をまぬがれる完全

なものでないことはむしろ当然である．彼等の理論における一番の問題点はそ

の公理体系にあって，上に見て来たような一般化はそのような批判のうちのい

くつかであると解釈することができる．ここでは萸に2，』3の点について指摘

しておくことにする．

　先ず最初にとりあげる批判は，期待効用仮説の妥当性に関する批判の一つで

ある．今，decision　makerが，　altemative　aを選べば，600　utilsに相当する
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成果が確率％で得られ，60utilsの成果が確率％で得られるものとし，　al飴ma－

tiマe　bを選べば，600　utilsの成果が確率％で，420　utUsが確率％で得られるも

のとする1期待効用仮説にしたがえば　（定理1の（ii）），　aの効用は（％）・

600＋（％）・60＝510であり，bのそれは（％）・600＋（％）・420＝450である．

したがって，d㏄ision血akerは，；期待効用仮説にしたがう限り（定理1の（i））

bよりもaを選好するはずである．しかしながら，aよりもbを選好する、de－

cばon　makerがあるとしても，そのような行動を病理的であるといって片付け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
てしまってよいであろうかという問題である．しかしながら，理論が理論であ

る以上，現実の現象のすべてを説明することはできないのであるから，たまた

ま，上のようなbを選択する人がいたとしても，そのことは期待効用仮説の妥

当性を否定するものではない．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　次の問題はA【1ais　paradoxと呼ばれるものである．理性的で思慮に富む

d㏄isio紅makerが効用に関する公理を破るような事態が下のように説明され

る．

　次のような問題を考える．先ず，d㏄ision　makerは，確率1で5ドル得られ

るaltemative　aと，確率0．1で5ドル，確率0．89で25ドル得られ，確率0．01

で現状のまま（1ドルも得られない）というaltemative　bの間で選択を行う

ものとする．

　次に，確率0．11で5ドル得られ，確率0．89で現状のままというa1艶rnatlve

cと，確率0．1で25ドル得られ，確率0．9で現状のままというaltemative　dと

の間で選択を行うものとする．

　期待効用仮説にしたがえば，d㏄ision　makerは．上の二組の選択問題のう

ち，最初の問題ではaよりbを，次の問題では。よりもdを選択するはずであ

る．しかし現実には，多くの思慮に富むd㏄ision　makerが，　bより’もaを，　c

よりもdを選択する．ここに問題があるというわけである．

　AIlais〔2〕の三論の主要点は次のようなものである．

　　（1〕　Baumo1　〔15〕．

　　（2）Allais〔2〕．
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　（1）基数的効用の概念は満足の水準の同値な差を考慮することによってope・

ratlonanyに定義することが可能であって，貨幣的な値xに対して心理的な値

S（x）を対応させることができる．

　②　不確実性を含む闇題に関する理論は，貨幣的な値と心理的な値を区別す

ること・客観的確率の歪みと主観的確率の形状・心理的な値の数学的期待値，

心理的な値の確率分布の津般的な性質とその分散とを基本的な要素として含む

ものでなければならない．又，賭に必要な費用，賭自体から得られるよろこび

などはその第2次的な要素である．

　（3）現実の世界にある入間はBernouilliの原理にしたがっては行動しないこ

とについては誰れも異論はないにしても，合理的な人間はいかに行動すべきか

に関しては見解の相違がある．いわゆるAme㎡can　schoo1に属する論者によ

れば，合理的な人間はBemouilliの原理にしたがわねばならないとされるが，

これは誤りであって．彼等は上の②の第4の要素を無視しているのである．

　（4）科学的見地から見て真に興味のある合理性は，

　　ω．意図された目的とその達成のために適当な手段との間の一貫性を意味

　する内部的な無矛眉性の基準に照して抽象的に定義されるか，あるいは．

　　（ロ）．ある意味で合理的に行動していると見倣すことのできる人々の行動を

観察することによって実験的に決定されなければならない．

　⑤　内部的な無矛盾性の原理は，

　　（イ）．客観的確率が存在するときにはそれらを用いること，および

　　（ロ）．二つのalおmativeのうち，すべての可能な成果に対して一方がより

大きい利得をもたらすならば，それが確実に選好されることを主張する公理

一一竭ﾎ的な選好の公理とを意味するにすぎない．

　　これらの二つの条件を結合しても，それはBernoumiの定式化よりも制約

的ではない．したがって，その定式化にしたがわない種類の合理的行動が存

在する．よって，合理的な人間はBemouilliの源理にしたがわねばならない

　ということはできない．

（6）合理的な人間にとって，その期待値を極大にすることによって最適な状



　100

態が定義されるというまうな指標B（x）は一般には存在しない．

　もしそのような指標が存在するならば11次変換を除いてB（x）一S（x）とな

る．

　Allais〔2〕の批判の主要点は上のようなものである．

又，Samuelson〔168〕は，　Neumam＆Morgensternによる可痴的効用の

理論は，いわゆる強独立性の公理stmng　independence　axiomを暗黙のうちに

　　　　　　　　　　（1）
含んでいることを主張し，この公理の妥当性に関する論争が展開きれた．この

公理の妥当性を認める立場をとったのは，Markowitz〔129〕．　Savage〔170〕，

Samuelson〔168〕であり，反対の立場をとったのはMame〔126〕，　Wold〔216〕

などである．この論争はその後消滅したが，この公理の最も弱い形のものは

Hels憾n＆Miklor〔93〕に見られる．

　最後に，Friedman＆Savage〔80〕が導いた所得の効用函数の形については

Haring＆Smith〔87〕，　Yaari〔218〕などの批判があることを指摘しておく．

又，この同じ問題に関する実験的測定はMosteller＆Nogee〔139〕によって

もなされている．

3．4　主観的確率と期待効用仮説

Neumann＆Morgengtem〔143〕の理論体系の最も重要な一般化は，選択

に関する公理体系から効用函数と共に主観的な確率分布を導くことである．

　d㏄ision　makerがaltemativesの間で何らかの決定あるいは選択をなさん

とするときに，彼がいろいろのaltemativesの期待効用を評価するために直接

使用することのできる確率の量的な尺度をもっていないような場合が多く存在

する．したがって，前節で考察したような公理体系を，それが効用と確率の両

方の尺度が導けるような選択に関する公理を含むように拡張し，期待効用仮説

の適用可能な領域を拡張しようとすることは自然なことである．

　このような拡張された公理体系は，相対的頻度にもとずく確率理論が適用で

（1｝この公理は，もしa1≧b1，　a2≧b2ならば，　h（a1，1／2，　a2）≧h（b1，エ／2，　b2）なるこ

とを主張する．
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きない場合に適用しようとするものであるから，そのとき導出される確率は，

相対的頻度を用いて定義される客観的確率に対して，主観的確率の名で呼ばれ

るのが普通である，

　効用と確率の両方が（同時に）測定できるための諸条件を公理化するための

方法には二通りの方法がある．その第1は，最初に効用の尺度が得られるよう

な形で公理を設定し，それかち主観的確率を求める方法である．第2はこの順

序を逆にするものであって，最初に主観的確率が得られるような形で公理を設

定し，次にその主観的確率を用いて効用を測定する方法である．

　先に述べたように，Ramsey〔160〕の採用した方法は第1の方法である．

彼の方法は，基本的には，先ず主観的確率が％であるような偶然事象を見つけ

出し，この事象を用いて成果の効用を決定し，最後に得られた効用函数を用い

て自然の状態の確率を測定する．このような接近法は，Davidson，　SupPes＆

Siege1〔51〕をはじめとして，選択に関する実験的な分析に多く用いられてい
（1）

る．

　最初に効用ではなく確率に関する考察から始める接近法はde　Finetti〔74〕

に見られるが，この種の立場からする最も重要な業績はSavage〔170〕であ

る．Savageの理論は，主観的確率に関するde　Finettiの理論とNeumam＆

Morgensternによる効用理論とを綜合したものであるということができる，

　Savageの理論を検討する前に先ずde　Finettiの定性的確率qualitative　pro・

babiltyに関する公理を検討しておく．

　事象の問の「起り易さ」（「確からしさ」）の関係を記号≧によって表わす．

この関係が，与えられた全事象の集合Xの部分集合である事象の間で成立する

ことを想定すると，その関係の順序構造を反映する確率が存在することを保証

するための公理体系は次のように定義される，

　定義5　pair（X，≧）は次の公理がXのすべての部分集合A，　B，　Cに対して満

　されるならば定性的確率構造である，

　（1）Ramseyと同じような考え方については，又Davidson＆Suppes〔50〕，　Suppes

＆W磁et〔198〕，　Suppes〔197〕などを見よ．
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A≧BかっB≧Cならば，A≧C・である．

A≧B又はB≧Aである．

もしA∩C雷φかつB∩C＝φならば，

きにかぎって，A≧Bである．

A≧φ

X＞φ

AUC≧BUCのとき又そのと

　これらの公理のうち，公理1と2は，順序関係≧が文の部分集合の上の弱

順序であることを主張するものである．公理3は，相互撲反事象の加法性の原

理を定性的な形で表わしたものである．公理4は，任意の事象は空集合によっ

て表わされる不可能な事象よりも起り易い（あるいは起り易さが同じである）

ことを主張するものである．公理5は，ある事象は不可能な事象より（厳密に）

起り易いことを主張している．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　このような公理体系から次のような結果が得られる．これらの結果は理解が

容易であるから証明は省略する．

　（i）．もしA⊆Bならば，A≦Bである．

　（ii）．もしφ＜AかつA∩B＝φならば，　B＜AUBである．

　（iii）．もしA≧Bならば，　B≧Aである．

　（iv）．もしA≧B，　C≧DかっA∩C＝φならば，　AUC≧BUDである．

　（v）．もしAUB≧CUDかつC∩D＝φならば，　A≧C又はB≧Dである．

　（vi），もしB≧BかつC≧Cならば，　B≧Cである．

　さて，問題億，上のような定性的確率の構造からnumerica1な確率測度Pの

存在が導けるかどうかということである．すなわち，Xの任意の部分集合Aと

Bに対して，

　　A≧Bならば：又そのときに限ってP（A）≧P（B）　　　　（1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
なるような確率測度の存在が保証されるかどうかということである．

　　（1｝順序関係くを，B≧Aのとき又そのときに限ってA≦Bなるものと定義する．
　又，AはAが生起しない事象（部分集合）である．

　　（2）条件（1）の他に，（イ）P（A）≧0，（ロ）P（X）謹1，㈲A∩B＝φならば，P（AUB）＝

　P（A）＋P（B）なることが要求される．
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　この問題に対する解答は否定的であって，上のような確率測度の存在を保証

　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
するためには追加的な仮定が必要である．

　Xが有限集合である場合に，上の（1）を満足する確率測度が存在するための必

要かつ充分な条件はS・・tt〔・79〕によ。て与えられてい留．　S。。tt　lま，事象の

特性函数characteristic　functio　しに対する次のような代数的条件を追加する

ことによって，（1＞を満足するXの上の確率測度Pの存在を証明する．その条件

は・集合Aの特性函数をAcで表わすとき，次のように書くことができる3

　xのすべての部分集合Ao，……，A。，　Bo，……，　B。に対して，0≦i〈nなるiに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
ついてA・≧B・であり・かつ昌Ac・＝混Bc・であるならば・今・≦B・である．

　この条件が成立するとき，Xの部分集合A，B，Cに対して，　A・＋B・＋C・＝

Bc＋Cc＋Acであるから，すべての要素x∈Xに対して，Ac（x）＋Bc（x）＋Cc（x）＝

Bc（x）＋Cc（x）＋Ac（x）が成立する．今A≧BかつB≧Cであるとすると，上

の条件によって・C≦AすなわちA≧Cでなければならない．かくして（1）が満

される．

　以上はXが有限な場合に関する議論であったが，Xが無限集合の場合には，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
いくつかの（必要条件ではないが）充分条件が証明されている．

　さて・以下において，効用と主観的確率の両方を導くことのできる公理体系

と，そこから得られる結果の若干を，Savage〔170〕に則して検討しょう．

　自然の状態の（無限）集合をSで表わす．事象EはSの部分集合である．

成果の集合をC，行動の集合をAで表わす．d㏄ision　makerが行動a∈Aを

とり，自然の状態がs∈Sであるときに得られる成果をa（s）によって表わす6

行動aは，SをCに写像する函数であると解釈される．

　このとき，Savageの公理体系は次のように定義される．

　（1）この点に関する議論については，Savage〔170〕，　de　Fhletti〔75〕，　Kraft，　Pratt

　＆Seidenberg〔108〕などを見よ，

　（2）又，Kraft，　Pratt＆Seidenberg〔108〕を見よ．

　（3）たとえば，de　Finetti〔74〕，　Koopman〔107〕，　Savage〔170〕を見よ．又Scott

　〔179〕は，numerica1な確率の存在のために必要かつ充分ないくつかの性質を発見して

　いる．
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　　　　　　　　　　　　①
定義6　S飾ageの公理体系．

1．順序関係≧：はAの上の弱順序である．

2．行動a，b∈Aを下に定義する仕方で変形したものをa’，　b’とし，　Sの部

　　分集合Eの余集合をEで表わす．このとき，

　（1）s∈営に対して，a（s）謂b（s），a’（s）零b’（s）．

　（2）s∈Eに対して，a（s）＝a’（s），b（s）冨bP（s）

　（3》a≧：；b

　　ならば，a’≧；b’である．

3．Eが「不可能な事象」null　eventではなくて，　aとa’がすべてのs∈E

　　に対してそれぞれ一定の成果。，c’をもたらす（すなわち，a≡c，a’≡c’）

　　ならば，‘‘a≧a’giveロE　となるのは。≧；c’のとき又そのときにかぎ

　　る．

4．成果。，c’，d，d’，部分集合E，F，行動a，a’，b，b’に対して，もし

　（1）　c＞c’，　d＞d’

　（2）a（s）冨。，　b（s）＝d　　for　s∈E

　　　a（s）≡c’，　b（s）置・d’　　for　s∈E

　　　aノ（s）＝c，　b’（s）＝d　　for　s∈F

　　　aノ（s）＝c’，b’（s）＝d’　for　s∈F

　（3）a’≧：a

　　　ならば，b’≧bである．

5
6

C＞C’であるような少くとも一組の成果C，C’が存在する．

a＞bとし，cを任意の成果とする．そのとき，　Sを有限個の事象に分割

する次のような分割が存在する：もしaあるいはbが，その分割の任意

の一つの要素の上で　それぞれのsに対して成果。をもたらし，それ以

外の要素の上では不変に保たれるように変形されるならば，変形された

行動をa’，b’とするとき，　a＞b’又はa’＞bである．

　（1）この公理体系に用いられている用語と各公理の意味については，

と説明が必要であるが，それらはすぐ下に与えられる．

いくつかの定義
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　7．a’をある行動とし，　a’、を，　s∈Eに対してa’と一：致する定数行動とす

　　　る．

　　　そのとき，

　　（i｝すべてのs∈Eに対して“a≧a’、glven　E”ならば，“a≧a’given　E”

　　　　であり

　　（2）すべてのs∈Eに対して，“al，≧：a　given　E”ならば，“a’≧a　giv㎝

　　　　E”である．

　上の公理体系に説明を加える。二つの行動a，a’∈Aがすべてのs∈Eに対

してa（s）鵠a’（s）であるとき，aとaノとはEの上で一致するという．

二つの行動a，b∈Aが与えられたとき・，それらがEの上では互いに一致する

ように変形されるが，Eではそれらの成果が不変に保たれるような行動を評，

b’とする．このときa≧bであるならば，「事象Eの生起を知っているという

条件の下で，aはbよりも選好されるか，それと無差別である」といって，言己

号“a≧bgiven　E”によって表わす．この選好関係は，　Eの上でaとbが一

致するようにそれらを変形してa’とb’をもとめることによって得られたので

あるが，この関係が変形の仕方から独立に定まることを保証するのが公理2で

ある．（“sure－thing　Principle”，　Savageによる独立性の公理）

　「不可能な事象」とは，任意の二つの行動a，bに対して，‘‘a≧：b　g［venφ”

かっ“b≧agivenφ”であるような事象φである．公理3は，条件付選好

conditional　preference“a≧：b　giv㎝E”が成果の選好に影響を与えないことを

主張するものである，これは成果の間の選好関係を行動の間の選好関係を通じ

て定めるものである．又，s∈EなるすべてのSに対して，一定の成果。∈Cを

対応させる行動，　すなわち，a（s）一cfora11s∈Eなる行動をa≡cで表わ

し，定数行動と呼ぶ．又a…c，a’三。’であるような二つの成果。，c’と二つの

行動a，a’について，　a≧a’のとき，又そのときにかぎって，　cは。ノより選好

されるか，それと無差別であるといって，c≧c’で表わす．

　次に，二つの事象E，E’のどちらが，より確からしいと考えるかの主観的判

断を，行動の選好関係を通じて定義する．ある事象Eは，もし下の条件が成立
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するなら．ば，幽 柾ﾛE’より「確からしくはない」というポその条件は，二うの

成果。，c’と，二つの行動a，a’に関して

　（1）c＞c’

　（2）a（s）＝c　for　s∈E，　a（s＞＝c，　for　s∈E

　（3）a’（s）＝cfors∈E’，　a’（s）＝c’fors∈E

　ならば，a’≧aであるという条件である．公理4は，上の関係が。＞c’なる

二つの成果。，c’のとり方に無関係に定まることを保証するたあのものである．

　公理5は自明である．公理1～5が満されるとき，Sの部分集合の間の関係

≧は定性的確率になっている．

　　　　　　　　　　　を　公評6は，定性的確率と一致するSの上の確率測度を導入するためのもの

である．

　上に定義したような公理体系を用いて，Savageが導いた結論の若干は次の

ようなものである．

　定理17（Savage）．事象（Sの部分集合）の上に定義される，下のようなづ

　義的な実数値函数Pが存在する．

　（i）P（E）≧OforallE

　（ii）　P（S）＝1

　（iii）　もしEとE’とが素ならば，　P（EUE’）譜P（E）＋P（E’）

　（1v）Eは，　P（E）≦P（E’）のとき，又そのときにかぎって・E’よりも確か

　　　らしくない．

　このようにして導出された確率測度Pは主観的確率測度と呼ばれる．

定理18（Savage）．成果の集合の上に定義された，次のような性質をもつ実

　数値函数Uが存在する：

Ei，（i犀1，2，……，n）をSの一つの分割とし，aをEiの上で成果Ciをもたら

す行動とする．そして，Ei～（i＝1，2，……gm）をSのもう一つの分割とし，a’

をE’iの上で成果。’iをもたらす行動とする．このとき

　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ

　Σu（Ci）P（Ei）≧Σu（c’i）P（E’i）
　　　　ユ　　　　　　　　　　　　トユ

　のとき，又そのときにかぎってa≧a’である．
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　この函数uは効用函数と呼ばれ，Neumam＆Morgenstemの効用函数と同

じく，正の1次変換を除いては，一義的に決定される．

　これらの定理の証明は。㎡gi臓al　textにゆずり，ここでは再説しない．

　Savageの理論の特徴は，客観的確率の概念を仮定することなく，主観的確

率測度を公理体系から“elegant”に導くことにある．この主観的確率測度は効

用の測定に用いられ，しかもその測定は，期待効用が選好関係を正しく反映す

るようになされる．かくして，Savageの貢献は，意志決定に関するNeumann

＆Morgensternの効用理論とde　Finett量の主観的確率を統合したことにある

ということができる．

　自然の状態に関する漠然とした情報を明確な先験的確率に変換するために

は，d㏄ision　makerは，これらの状態を含む，一連の単純な仮説的な問題にお

いて，矛盾のない選択をしなければならない．このような一貫して矛盾のない

選択をなしつづけることは容易なことではないし，又，このような準備的な選

択でさえ，ある意味では，信念をもって行うことは容易ではない．更に，もし

一貫した矛盾のない反応がdecision　makerに対して強制されるならば，そこ

から得られる結果は信噸できるものとはならず，かくして，その上に構成され

る結論も又誤ったものとなることが考えられる．

　ところで，Savageにおいては，考察の対象となる行動が無限に多く存在

し，decision　makerは，それらの問でいくつかの関係を成立せしめるような

選好順序をもつことが要請される．しかし，無限に多くの行動について，それら

に課された諸条件の成立を一つづつ検討しつくすことは，むしろ不可能なこと

といわなければならないであろう．彼の場合は，更に集合Sがどこまでも細

かく分割できることが要請されているが，このこともどれだけの現実性をもっ

ているであろうか．したがって，彼の公理体系は，経験的な実証にたえること

ができないほど強いものであるといわなければならない．

　このように考えてくると，かなり限定された領域に対してしか妥当しないも

のではあっても，効用と主観的確率とが実証的に測定できるような理論が求め

られることになる．このような理論の一つがDavidson＆Suppes〔50〕　を中
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　　　　　　　　　　　　　　　（1）
心とするfinitis惚な効用理論である．彼等の場合は，先ず．具体的な選択の場

に注目して現実に成立すると思われるplausibleないくつかの仮定をもうけ，

それらの仮定の下で成立するいくつかの命題を公理として設定する．この場合

の公理は，したがって，経験による裏づけをもったものである．そして，設定

された公理体系から，効用と主観的確率を測定可能な形で導くのである．

　彼等の理論の特徴は，

　（1）主観的確率が施であるような偶然事象をもとめて（もっとも，このこと

はnumerica1な主観的確率の理論を前提にしているのではない），’それによっ’

て，先ず，成果の効用を決定し，次に，成果の効用函数を用いて主観的確率を

測定する．この効用函数は線型で1次変換を除いて一義的である．

　（2）成果とそれらの確率結合probability　combina廿。ロの集合は有限集合で

ある．

　｛3）成果は効用尺度において等間隔に位置している（equa！1y卵㏄ed）．

　（4）“瓢re・thing　option”（その含む成果が同一であるような選択事項）と賭

との間の選択を必要としない．

　Davidson＆Suppesによるf雌tis偵。な効用理論の特徴は上のようなもので

ある．

　と．ζろで，Savageの公理体系に対する批判は別の方向からもなされている．

　EIIsberg〔63〕は，危険を含むいくつかの成果に賞金がかけられている場

合における選択の問題に対するd㏄ision　makerの行動を観察することによっ「

て，Savageの公理体系を批判している．知牲ある論理的なded董sion　makerで

も，Savageの公理にしたがわないような種類の選択の問題があるというわけ

である．彼によれば，

　（1）Sav訊geの公理は，それらを受け入れることができるような問題にだ

け，predicticveかつnormativeな公理として適用できるのであって，’

　（1｝もっとも，前に述べたように，彼等の理論は，先ず最初に効用を測定し，ξれを

計いて主観的確率を測定しようとするものである．同様の理論と実験については，Da・

v量dson，　Siege1＆Suppes〔51〕，　Suppes＆Whlet〔198），　Suppes〔197〕．ン　　、』＝1
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　（2）Savageの公理体系が受け入れがたいような問題については，　Kn孟g顔

1〔106〕，Shackle．〔180〕，〔181〕，〔182〕，　〔183〕，　Hurwicz〔102〕，　Hodges＆

Lehmann〔100〕などの決定法則と不確i実性の非確率的叙述を適用することが

望ましい．

　Sav3geの公理がplausibleでないような例として次のような問題がある．

赤と黒二種類のボールを入れた2個の壷があり，d㏄ision　makerはそのうち

の1個からボールを1個とり出すものとする．　「Redエに賭ける」ことは，壺

1からとり出すことを意味し，赤いボールがとり出されたら（「もしRエが起る

ならば」），賞金aを受けとり，黒いボールをとり出せば（「もしnot・Rエが起

るならば」），賞金b，（a＞b），を受けとるものとする．

　d㏄ision　makerは次のような情報をもっているとしよう，すなわち，壷1

には全部で100個のボールが入っており，赤いボールと黒いボールの比率は

d㏄ision　makerには完全に未知であるとする．赤いボールの数はゼロから100

までの問にある，そして，d㏄ision　makerは，壼Hには赤，黒50個つつのボ

ールが入っていることを確認しているものとする．

　壺に関してd㏄isio臓makerのもっている情報の状態については完全に無知

の観察者が，d㏄Zs三〇n　makerに対して，次のような賭の組に関する彼の選好

関係を質問することによって，その主観的確率を測定しようとするものと考え

よう：

　（1）Redエに賭けることと，　Blackエに賭けることのどちらを選好するか，あ

るいは無差別であるか，

　（2）Redπに賭けることと，　Black∬にかけることのどちらを選好するか．

・｛3）Red　1に賭けることとRed∬に賭けることのどちらを選好するか．

　（4）Black　lに賭けることとBIack巫に賭けることのどちらを選好するか．

　という質問をするのである．今，（1）と（2＞の場合には，d㏄ision　makerは無

差別であると想定する（これは典型的な反応である）．非実験的な条件の下で

は，多数の反応から判断すると，（3）と（4＞とに対する回答は次の三つのグループ

の一つに入るものと考えられる：
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　（a）依然として無差別である．　　　　　　・

　（b）Red　lに賭けるよりもRed　Hに賭けることを，’そしてBlack　lよりも

　Black旺に賭けることを選好する．これが多くの人のとる行動である．

　（c）Red豆よりもRed　1に賭けることを，　Black■よりもBlack　lに賭ける

　ことを選好する．これは少数派の選好順序である．

　これらの後の方のグループのどちらかに属するd㏄ision　makerに対しては

Savageの公理体系は妥当しない．

　赤に賭ける場合には，d㏄ision　makerは壷Hから引き出すことの方を選好す

るものと想定する．Savageの体系にしたがう観察者は，d㏄ision　makerがRed皿

の方をRed王より　「確からしい」と見倣したものと直感的に推論するであろ

う．そのとき，観察者は，d㏄islon　makerがBlack　Iより，やはり，　Black五

を選好することを観察する．観察者は，d㏄ision　makerがRed皿をRed　Iよ

り確からしいと見徹し，同時にnoむRed　lをnoむRed豆より確からしいと見倣

すと結論することはできないから（このことは確率関係の本質的な性質と矛盾

する），彼は，d㏄ision　makerによる選択が「確率」の判断を表わしているも

のでないと結論せざるを得ないことになる．かくして，このような場合には，

d㏄…sion　makerの選択から確率を導き出すことは不可能であるといわねばなら

ない．したがって，Savageの公理体系のうちのどれか（特に公理1と2）は

満されないことになるわけである．

　同じようなことは（c）の場合にもいえることである．

　このような現象はいわゆる主観的確率の“slant董ng”あるいは“distortion”に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
関係のあるものであるが，ここではそれに関する祥細な議論は割愛する．

　尚，Savageの線に沿った主観的確率の定義と決定理論が，最近，　Anscombe

＆Aumann〔4〕，　Pratt，　Raiffa＆Sじh1aifer〔156〕によって与えられてい

る．

　（1）この問題に関しては，　Ellsberg〔63〕，〔64〕，　Fellner〔72〕・〔71〕・〔70〕・Ra置a

〔157〕，Roberts〔162〕，　Brewer〔28〕，　Becker＆Browaso皿〔16〕を見よ・又これに

関連してGeorgescu－Roegen〔83〕を見よ．



111

3．5　その他の決定原理

　　3．5，1正ap豆ace．　Wald，　Hurwicz，　Savageの原理

　不確実な事態の下でなされる決定に関する理論には期待効用極大化以外の決

定原理にもとつくものが多くある．それらの理論の根底には，decision　maker

は一般に，成果を（部分的に）決定する不確実な事象に対して確率を付与する

に足る情報をもっていないという認識がある．

　もしdecision　makerがそれぞれの事象の生起する確率を知っているかの如

くに行動することができないか，あるいはそのようには行動しないならば，彼

は，期待効用の極大化以外の何らかのより弱い決定原理一いくつかの事象の相

対的な確からしさに関する不完全な情報にもとつく何らかの原理一を必要とす

る．

　ところで，「危険」riskと「不確実性」uncertaintyの区別に関する現在の理

論は，Knight〔106〕　による区別を基礎にしてなされている．危険とは・：不確

実な事象あるいは自然の状態のそれぞれに対して確率を付与することができ

る，（少なくともそれを推定できる）ような事態を意味するのに対して，不確

実性とは，未知の自然の状態を確率的な用語によって予測することができない

ような事態を意味する．

　もしd㏄ision　makerが自然の状態に関する「先験的」な確率分布をもって

いるということができる場合には，問題は危険の下における意志決定の問題と

して扱うことができる．この場合には，d㏄ision　makerは，それぞれの行動

の期待効用を計算し，それらの行動の中から，最大の期待効用を与えるものを

選択すればよい．ここでの問題は，主として，自然の状態に関する明白な先験

的確率が存在しない場合における決定の問題である．

　自然の状態に関する先験的な確率分布が存在する場合を一方の極とすると．

「真の状態」に関する「完全な無知」complete　ignoranceの場合が他方の極で

あって，その間に，先験的確率の存在を基本的な前提として考えるのではな

く，行動に関するいくつかの公理から導かれるものとして考える「部分的な無
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知」part…aHgnoranceの立場がある．　Savage〔170〕，　Hurwic2〔102〕，H◎dges

＆Lehmam〔100〕なξの理論はこの部類に属するものである．

　ところで，最も単純でかつ論争を呼ぶことの少ない合理的行動の原理一関係

ある事象の相対的頻度に関するいかなる知識も前提しない一は，いわゆ．る

“sure・thing　principle”である．この原理は，もし二つの可能な行動（司能な決

定，戦略）a，a’が

　（11可能な自然の状態（事象，他のd㏄ision　makersの戦略）の各々に対し

て，aの選択によって得られる成果がa’の成果と少なくとも同じだけ望まし

く飢かつ

　②　少なくとも一つの自然の状態に対して，aの成果がa’の成果より厳密

に選好されるようなものであるならば，

行動aの方が’aよりも「良い」ことを主張するものである，このとき，合理的

なd㏄ision　makerはa’よりaを選択するものとされる．行動に対する指針

とレての，又その叙述としてのこの原理の主要な弱点は，それを適用すること

のできる場合が稀にしか存在しないことにある．二つの行動の一方が他方よ

り，、このような意味で「より良い」ということができない場合が一般であるp

すなわち，ある自然の状態の下ではaの方が良く，他の状態の下では逆の関係

が成立するというのが普通の場合である．

　先ず，完全な無知の場合におけるいくつかの決定基準の検討からはじめよ

う．

　可能な行動の集合と自然の状態の集合が共に有限集合であるとする．d㏄ision

makerが行動ai（i＝1，2，……，m）をとり，自然の状態がs」（j＝1，2，……，n）

であるときに得られる成果の効用がUijであるとすると，　d㏄ision　makerにと

っての問題は，何らかの意味で「最適な」行動の部分集合を選ぶことである．

このような効用は下のような「利得」pay－off行列で表わすことができる．

　d㏄ision　makerはこの行列〔Ui」〕の行の間で選択を行ない，自然は列の間

で選択を行なうものと考えることができる．このような場合における羅択は，

いわゆる‘‘Games　against　Nature”として表わされるわけである．このゲーム
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は零和二人ゲームと形式的には似ているが∫

第二のプレーヤーである自然は既知の目的

も戦略ももたない悪意のない架空的なプレ

ーヤーである．　さて，提唱されているいく

つかの選択基準には次のようなものがある．

　（1）minimax原理（Wald〔210〕）．もし

decision　makerが第i行・すなはちa三を選

ぶならば，彼の利得は少なくともMinUilだ
　　　　　　　　　　　　　　　」

けはあることになる．したがって，最：も安全な行動はMin　Uilが極大になる行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
を選ぶことである．このことは，最悪の事態を期待するという悲観主義的な考

え方に対応するものである，形式的にはMax　Min　Ui，と表わされる・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
もしd㏄ision　makerにとって混合戦略が可能ならば，この基準は次のように

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロし　　　　　　　　　　ロし定式化される．すなわち，d㏄…sion血akerは，　MinΣξiuij，（Σξi＝1，ξi≧0）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j　　i二■　　　　　i＝1

を極大にするような，行の確率湿合を選択する．

　（2）maximax原理．これは上のminhnax原理が悲観主義的な基準である

のに対・して・野冊義的な基準であ・て・形式的には単・・￥aXU・・と表

わされる．

　（3L　Hurwiczのα原理（Hurwicz〔101〕）．これは（1）と（2）の中間的な基準

である．d㏄ision　makerの楽観主義を測る定数α，（0≦α≦1）を導入する．

そして，Max｛αMax　ui」＋（1一α）Min　uij｝を与えるaiを選べばよい．この
　　　　　　　　　　き　　　　　　　　　　　　ゴ

基準はα一1の場合に上の②に，α一〇の場合には（1）に一致することは明ら

かである．

　（4）Minimax　regret原理（Savage〔169〕）．負のregret行列〔ril〕を，

rij－UirMaX　Uk」によって定義する．したがって，　ri」は，現実に得・られる利
　　　　　
得と，真の自然の状態が知られているならば得られたであろう利得との差を表

わすものである．このregret行列に対してWaldの基準を適用する．

　（5）Laplaceの原理色々の可能な自然の状態の確率が未知ならば，それら
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はすべて同等であると仮定すべきであるとする基準である．d㏄isiGn　makerが

　　　　　　　　　　　　　　　た第i行を選ぶならば，彼の期待は．ΣUi」／n，（i篇1，2，……，m）によって与えら

　　　　　　　　　　　　　　　エ　ユ
れ，彼はこの値が最大になるような行を選べばよいわけである．

　これらの基準のうち（1）から（4）までのものは，いずれも，自然の状態に関す

るd㏄ision　makerの側の不確実性を直接的に確率で表現することはせず，不

確実性の下における決定をd㏄ision　makerの行動原理として叙述するもので

あり・それらの各々においては，効用函数の与える情報とd㏄ision　makerが

自然の状態に対して抱く心の状態とが不可分に結びついている．

　これに対して㈲の基準は，自然の状態に関する不確実性を成果の評価から独

立に，分離した形で扱うものである．期待効用仮説も，自然の状態に関する不

確実性の評価は異なったものではあるが，この種類の基準に属する’ものである

ということができる．

　ここで，これらの基準について若干の論’評をつけ加えておくことにする．

　Wald〔210〕によって示唆されている基準は，行動の各々に対して，それぞ

れの仮説の下における可能な（期待）報酬の最小値を考え，それを最大にする

　　　　　　　　　　　　　（1）
行動を選択せよというのである．

　この基準は，d㏄ision　makerと自然とを二人のプレーヤーとする零和二人

ゲームに形式的には類似した決定原理と解釈することができる．

　Waldの理論は，それが仮説（自然の状態）についての完全な無知の考え方

をよく反映しているという点で，直感的にはよく訴えるものをもっている．し

かしながら，零和二人ゲームの理論は，本来，相手の利得を減少させることに

明確な利益をもつ対立的なプレーヤーの考え方に立脚するものである．このよ

うな動機は自然に帰することのできないものであることに注意すべきである．

Savage〔169〕はWaldの理論に関して生じ得る一つの難点とその解決を示
　　　　（2）
唆している．

　（1）彼自身は利得でなく損失について考えているから，その基準をmax　lossの最：小

化として述べている．したがって，彼の基準はminimax　principleと呼ばれることが多
　い．

　（2）又，Marschak〔131〕を見よ．
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　d㏄isbn　makerにとって可能な行動がa1，　a2であり，可能な自然の状態

がS1，S2であるとし，そのときの利得（効用）表が下のように与えられている

　al

la2

SI　　S2

100　0

1　1

とする．このとき，Waldの基準にしたがえば，　a、が選

ばれる．しかるに，自然は，d㏄三sion　makerがs1の下

でa1を選ぶことによって100の効用を得るのを意識的

に妨げるためにs2を選ぶとはいえないから，’s2の下に

おける小さな利得に対する希望がs1の下における大き

な利得の可能性を凌駕するということは合理的でないように思われる．

　Savageの基準は次のようにして得られる．彼によれば，統計家や企業家は，

現実において優勢な仮説の下で彼等のなし得る最善をつくすことのみに責任が

ある．したがって，可能な仮説の各々に対して，彼等は，もし彼等がその仮説

の真なることを知っているならば期待することのできる最良のもの，すなわ

ち，その仮説の下における可能なすべての行動の報酬の最大値，を見出すべき

であるということになる．

　もし行動aを選びかつ仮説sが真なることが判明したとするならば，統計家

は，そのとき，sの下におけるaへの報酬と，　sが知られているときの可能な

最大の細　との差に等しい卿・1ty（reg・etと呼ばれる）を受ける．　reg・6tは，

可能な行動と仮説の各々に対して上のように計算され，d㏄ision　makerは，

max　regretを最小にする行動を選択するものと想定される．

　Waldの基準と同じく，　Savageの基準も又真の仮説に関する完全な無知の

考え方を表わすものであり，同時に，それは又悪意のある「宇宙」の仮定を含

んでいるように思われる．

　しかし・ここにChernoff〔35〕〔36〕〔37〕1こよって指摘されたもう一つの難
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点がある。可能な行動と仮説がそれぞ

れa1，a2，a3とs1，s2であって，利得

表が左の様に与えられているとする．

このときregret　matrixは左の右側の

表のようになる。Savageの基準たし
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鱒うと。，が湿れ91今，・，カ・利嗣能で燃・とす

るとregret　matrixは左のようになるから，このときに

はa1が選ばれる．

　換言すると，a1とa3の両方が利用できる場合にはa2

が選ばれるが，a3が利用できない場合にはa2でなくa1

が選ばれる．このような結果は合理的な行動と矛盾するように思われる．問題

は，Savageによるminimax原理が通常の経済学的な意味における碩序を求

あるためのものではないということである．

1Chernoffは，　B㎝oui11iと同じように，完全な無知の場合には・可能な仮説

はすべて同等に扱わねばならず，したがって先験的確率はすべて1／nに等しい

と論じている，この議論は，理由不充分の原理Principle　of　Insufficient　Reason

を正当化するものである．

　ところで，Milnor〔138〕をはじあとする幾人かの論者は，公理主義的な接

近法によって上のようないくつかの決定基準の性格を明らかにしている．彼等

は，決定原理が満足すると患われるいくつかの基本的な公理をかかげ，ある与

えられた決定原理を特徴づけるのに必要かつ充分な公理の集合は何であるかを

示している．得られた結果は，それぞれの原理が含んでいる（あるいは排除し

ている）合理性の概念がどのようなものであるかを明らかにする助けとなるも

　　　（2）
のである．

　　3．5．2　統計的決定理論

　古典的な統計的推論は　（1）仮説検定の理論，②推定の理論の二つの範疇に分

けられるが，ここでの目的のためには，推論の問題を（1）可能な自然の状態の

．数，②利用可能な純粋な（最終的）行動の数，（3）利用可能な実験的証拠のタイ

プにしたがって区別することが便利である．どの場合についても，われわれの

　U）混合戦略が許される場合にはこの例ではそのようにならないが，同様の逆説の成

立する例をつくることができる．
　（2）これらの結果の要約については，Luce＆Raiffa〔120〕を見よ・
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問題は，統計的決定の問題を不確実性の下における決定の問題として定式化す

るこ1とである・以下において，Wald〔210〕による定式化を検討しよう．

　利用可能な行動がai（i置1，2，……，m），可能な自然の状態がsj（j寓1，2，……，n）

であるとし，

　（1）行動aiと自然の状態Sjに対応する成果の利得（効用）Uij（i謹1，2，・・一

m，」競1，2，……，n）と，

　②実験eと，各自然の状態に対するeの可能な結果（標本）の集合の上の

確率分布

が与えられているものとする．決定法即dは，eのそれぞれの可能な結果に唯

一の行動を対応させる．決定法則dは，その定義域がeの標本空間でその値

域が行動の集合であるような函数である．

　自然の状態S」が真であるときの決定法則dの成果について考える．行動ai

と自然の状態のpair（a重，　S」）の生起する確率は，　S」が真であるとき，実験eの

結果が，dによってaiに対応せしめられるようなしものとなる確率である．こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のれをpl（ai　ld）と表わす．したがって，　pair（d，　s」）の成果の効用はΣPj（aild）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i鎚1
Uij聾u（d，　Sj）となる．このときdの評価は

　　　　　SI　　　　　　　S2　　　。・・…　　　　Sn

　　d＝〔u（d，s1），　u（d，　s2）……u（d，　Sn）〕

によって与えられる．

　かくして，問題は，決定法則の間の選択の問題に変換され，それぞれの決定

法則に対する利得はどの自然の状態が真であるかに依存する．

　以上において見たように，統計的決定の問題においても，行動の集合，自然

の状態の集合，および，行動と自然の状態のそれぞれの組合せに対する利得

（効用）が登場する．新たに登場する要素は次のものである．すなわち，それ

は，自然の状態に関する不確実性を減少させるべく実験を行なうことができる

ということである．そして，この実験の結果は自然の状態が何であるかに依存

する．実験によって集められた，自然の状態に関する追加的な知識がどのよう

に処理されるかが次の問題である．
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　もし自然の状態についての先験的な確率分布が既知ならば，実験による証拠

は，Bayesの定理によって，先験的確率を修正するもめである．実験の後で

は，自然の状態についての新しい一事後的分布に対して最良の行動が選ばれ

る．このような理論の詳細については別にとりあげることにする．

　もし先験的確率が未知であるか，あるいはそれが仮定されないならば・　（最

終的な）行動の間においてではなく，可能な実験結果のそれぞれに特定の行動

を対応させる決定法則の間において選択が行なわれる，決定法則の評価はその

期待効用にもとづいてなされる．実験の可能な結果を先に述べたように処理す

ることは，統計的決定の問題を，前に検討した不確実性の下における決定の問

題に帰着せしめる．尚いくつかの実験が可能である場合には，それらの間の選

択を，行動の間の選択と共に，決定法則の中にとり入れることができ・基本的

には同じように扱うことができる．

　　3．5．3満足基準
　心理学において発展して来たいわゆるlevel　of　aspirationの概念を中心とす

る選択の理論がある．この概念と効用理論の直接的な対比はSimonによる

〔189〕〔190〕その他によってはじめてなされたのであった．彼の理論について

はわれわれは先に若干の検討を行なったので，ここでは詳説しない．Simonに

よれば，経験と共に1evel　of　as霞a恒onが変化するメカニズムを含むこの種の

モデルは，alt㎝ativesが複雑でそれらに関する情報が完全とはほど遠いとき

に現実に用いられている決定過程に対しては，期待効用のモデルよりもはるか

に有用である．しかしながら，彼はかなりの理論的展開は行なっているにもか

かわらず，情報の処理についてのメカニズムに関しては，現在のところ，さほ

ど大きな進展を見せていないように思われる．

　satisficingをはかるd㏄ision　makerの概念は，極大化をはかるd㏄ision

lnakerの概念とは，910bal　rationalityと，したがって極大化をはかるd㏄ision

makerの決定過程と行動に対する制約に関して異なったものである．

　われわれが今まで見て来た選択の理論においては，d㏄ision　makerは・彼



119

の決定の成果の性質について知っていること，域果のそれぞれに対して利得を

付与することができることが仮定されている．その結果，d㏄ision　makerは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
すべての可能な成果について選好順序をつけることができることになる．

　それらの理論によって要求される計算量が，少なくとも選択の場が複雑な場

合には，人々によって実行されているという証拠は存在しない．したがって．

d㏄ision　makerは何らかの簡単化のための方策をとっているものと思われる．

Simonによるsatisficingの基準はこのような現実に対応するものである．彼の

示唆している一つの単純化は，いろいろの成果を満足できるsatisfactoryなも

のと満足できないものとに分け．d㏄ision　makerは’（必ずしも可能な最良の

成果ではなく）満足できる成果を求めればよいとすることである．この満足で

きる水準を規定するのがlevel　of　aspirationであって，それ自体経験と共に変

動する．

　Simonは又，利得函数をベクトル函数として表わすことによって，直接比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
較することのできない利得を扱うことができることを示唆している．

　効用理論と1evel　of　aspirationの間の理論的な関係のいくうかがSiegel〔187〕

によって考えられている．彼の場合，1evel　of　aspirationはd㏄…sion　makef

の効用曲線上の1点である．この点より下にあるすべての成果は負の効用をも

ち，その点より上にあるすべての成果は正の効用をもつ．成果の数が有限であ

るときには，Siegelは，　level　of　asp1rationを「次の低いgoa1との効用の差

が最も大きいgoal」として定義する．彼の考え方の実験的な適用の若干は，

Siegel＆Fouraker〔188〕において双方独占の場合についてなされている．

　尚，satisficingモデルの企業問題に関する実証的な適用は，　Clarkson〔40〕，

Cyert＆March〔49〕，　Williamson〔215〕などによってなされている．

　3．5．4Potential　Surpriseの理論

不確実性の下における選択の理論として特異な存在は，Shackle〔180〕〔181〕

（1｝尚，Auma㎜1〔8〕〔9〕の場合を見よ．
（2）cf．　Simon〔189〕．
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・〔182〕（183）』のpotα1畝！su∫ps…seの概念を中心とする理論である．彼の理論は

経済理論における期待に関するいくつかの難点を克服しようとして展開された

ものであるが，形式的な明噺さに欠けているように思われる．又，実験による

適用もなされていない．

　彼はnu1ロer量ca1な確率を不確実性の下における決定の問題に適用することに

は反対であって，特に，相対的頻度にもとつく確率概念を経済現象に対して適

用することには批判的である．彼によれば，経済現象の多くは一義的であり，

したがって繰り返し不能であるから，それらに関して相対的頻度を計算するこ

とは不可能である．彼は又，われわれが今まで見て来たような主観的確率の概

念に対しても批判的であって，これらに代わるものとしてpotential　surpr：se

　　　　　　　　　　　　　（1）
函数の使用を提唱するのである．

　d㏄ision　makerが下す決定のそれぞれは可能ないくつかの成果をもっている

のであるが，それらの成果の中には，decisbn　makerが非常に起りにくいと

考えるものが含まれており，もしそのような成果が得られれば彼は非常に「驚

く」はずである．又，d㏄ision　makerが確実であると信じている成果のpote・

ntial　surpriseはゼロである．

　かくして，与えられた行動（決定）の，可能なそれぞれの利得に対して

potential　surp践seが付与される．

　利得をxとし，そのpotential　surpriseをyとすると，　poteロtial　surprise

函数はy篠y（x）と表わされるが，この函数はd㏄i獣on　makerが種々の成果

によって驚かされる程度を序数的に表わすものである．

　ところで，d㏄ision　makerは，決定を下すに当って，すべての可能な成果に

対して注意を払うのではなく，いわゆる“f㏄us　outcome”と呼ばれるものだ

けに興味をもつ．これらのfocus　outcomesを指摘するために，　xとyの組合

　（1）potent切surpriseを結合する法則は次のようなものである．事象Eのpot㎝t観

surpriseをη（Eンとすると．

（1）もしE1∩E2＝φならば，η（EIUE2）＝1ロ血〔η（E1），η（E2）〕，

（2）η㊥∩F）嵩max〔η（ElF），η（F）〕．ここで，η（EIF）はFの生起が与えられたときの

Eのpotentぬ1　surpriseである．
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せがd留ision　makerの精神に刺激を与えるカを表わす刺激函数stimulatioa

funct三〇nψ一ψ（x，　y）を導入する．この函数はxの増加函数でありyの減少函

数であって，完全に不可能な成果に対してはゼロであるとされる．この函数ψ

はpair（x，　y）の序数的な順位をつけるものである．この函数ψとpoten3ね1

surprise函数の接点としてfocus　outcomesが得られる．このことは下の図に

よって説明される．

　d㏄醸on　makerにとって「曇良」の成果は可能な範囲で最大の利得をもた

らすものであり，「最悪」の成果は可能な範囲で最小の利得をもたらすもので

ある．図における接点a，bはShack：leのいう・‘‘primary　focus　outoome”で

あって，嘩。嬉gn　makerの「最良の希望」と「最悪の恐れ」を表わすもので毒

y
pqtential　surprise

　　　funct三〇n

、
、

　、、
　　、

や
、

a
　、
　、
　、　　、　　、

　　ノ　　’　！　！
ノ

’

ノ

’

｝卿㎞

　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　篤
　　　　　　　　　m　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n

　　　　　　　　　　　　　　　　Fig．12

る．点a，bから垂直に降りた点m，nは，これらの成果を利得の値xだけで表

わすことができるものであって，“standardized　focqs　olltcome”と呼ばれる．

最終的な決定は，これらの標準化されたfocus　outcomeにしたがってなされ．

る；・

　ところで，Shackleによるpotential　surprise函数，刺激函数は共に序数的．

な函数であるから，これらの函数の位置は一義的に定まらず，彼の立場は，序

数的函数である刺激函数を，序数的函数であるpotential　surprise函数の制約

爾下で極大化しようとするようなものであって，その解は一般に決定できない

といわねばならない．
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　尚，potent1al　surprise函数を連続函数でなく，階段函数として考える修正

がCarter〔30〕によってなされている．

3．6　ベイズ的決定理論

　この節では先にくわしく検討しなかったBayes的決定理論をとりあげる．

この立場に立つ理論ぽBayesの定理を何らかの形で用いようとするものであ

るが，この立場をとる論者の間ですべての点にわたって見解の一致が見られる

わけではない．ここでは，企業の問題に対して応用が広くかつ比較的容易にな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
され得るRaiffa＆Sch！aifer〔159〕に沿って検討することにしたい．

　この種の決定理論の基礎にあるものは，Neumam＆Morgens艶m〔143〕

の基数的効用の理論とSavage〔170〕による主観的確率の理論から得られる期

待効用仮説であるということができる．そこでは，先験的な情報が，未知の自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
然の状態に関する主観的確率分布の形で明示的に用いられる．この主観的確率

分布は自然の状態に関するdecisbn　makerの情報を表わすものであって，先

験的確率分布によって表わされるd㏄ision　makerの主観的な信念beliefは決

定あるいは選択が行なわれる前にd㏄ision　makerによって保持されている．

もっとも，これらの主観的な信念の一部は過去における客観的な証拠にもとつ

くものであることが可能である．

　さて，次のような決定問題を考えよう．

　（1）任意のaltemativeの成果は自然の状態に依存する．

　（2）自然の状態のうちどれが真であるかはdecision　makerにとって未知で

ある．

　（3）自然の状態に関する’（完全ではないが）追加的な情報は，ある費用を支

出することによって獲得することができる．

　（1〕Bayes㎞ゐ決定理論については，他に，　Schlaifer〔174〕〔175〕，Roberts〔163〕，

　Anscolnbe〔3〕，　Hirshleifer〔97〕，　Grayson〔85〕，　Savage〔171〕，　Rai任a（158〕，

　Pratt，　R雌a＆Schlaifer〔156〕などを見よ．

　（2〕Neyman＆Pearson－Waldの立場は，これに対して，自然の状態に関する不確i
実性を確率の用語で相対的な評価を行うことに反対するものである．
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　　そして，d㏄ision　makerはaltemativesの間の選択を

　（1）成果に関する選好順序と

　②　自然の状態に関する判断

とにもとづいて行なうものと仮定する．

　こめとき・d㏄isiomnakerがこのような決定問題を定義するのに必要なdata

は次のものである．

　（1）利用可能な（最終的）行動の集合A鷹｛a｝．d㏄ision　makerはこれらの

中からどれか一つのaを選択する．

　（2）可能な自然の状態の集合S一｛s｝．d㏄ision　makerがある行動aを選ん

だとき，その成果は確実には予測できない自然の状態に依存するものと考え

る．

　〔3｝可能な実験の集合E篇｛e｝．s∈Sに関する追加的な情報を得るために行

なうことのできる実験のうちかち，decision　makerは，あるe；を選択する．

　（4）標本による情報の集合Z耳｛z｝．これは実験eによって得られる情報の

集合である．

　（5）E×Z×A×Sの上の効用函数u，d㏄三sion　makerは，ある実験eを行な

って，標本zを観察し，それにもとづいて行動aを選んだとき，自然の状態が

sならば，これらに対してu（e，z，　a，　s）の効用を付与する．この効用はNeumann

＆Morgenstemの効用である．

　そこで先ず問題になるのはCartesian　Product　Spaoe　S×Zの上の確率測度

P、，、（s，zle）（又は簡単にP、，，と表わす）を付与することである．直接的にせ

よ，あるいは何らかの間接的な方法によるにせよ，上のCartesian　Prodllct

Spaceに対して結合確率測度P、，、を付与することができれば，次の四つの確率

測度を求めることができる．

　（1）Sの上の先験的周辺確率P、’．これはeに依存しないものと仮定する．

　（2）与えられたeとSに対するZの上の条件付確率P、r。，、．

　（3）与えられたeに対するZの上の周辺確率P、1。．

　（4）与えられたeとzに対するSの上の事後的条件付確i率P”、1、．ここで
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eのうち関係ある部分は3によって表わされるから，eは明示しないものとす

る．

　これらの確率はP。，、が付与されれば，それを用いて決定することができる

が，P。，，を含むこれらの確率の計算方法には次の三通りがある爆

　ωS×Zの上の結合確率P、，、が直接付与されるならば，それによって他の

確率を計算することができる．

　（2）P’，’とP、1。，、からP，，、を求め，ついでP。｝。とP”。1。を計算する．

　（3｝P。1．とP”，i、からP，，、を求め，更にP’8とP。1．，。を計算する．

　一般には，これらの方法のうちから当面する問題にとって適当なものを選べ

ばよいのである．Savage〔170〕は，先に見たように，行動に関するいくつか

の公理からP’，が主観的確率の形で導出できることを示した．われわれにとっ

ては上の第2の方法を用いることが便利である．P’，とP。1。，、をP，1。とP”。1，

に変換するのにはBayesの定理が用いられる．

　さて，次に，、現実に決定問題を扱う方法について述べよう．

　decision　makerの期待効用を極大ならしめる行動を求めるためのモデルと

しては，いわゆる拡張型extensive　formのモデルと標準型normal　formのモ

デルとがある，これらは数学的には同値であって，同一の結果をもたらすもの

である．

　ところで，一般的な決定問題は次のように表わすことができる．すなわち，

E，Z，　A，　S，　uおよびP，，、が与え．られたとき，　d㏄isioロmakerは・彼の期待効用

を極大にするためには，eと，　zを観察した後でaとをいかに選ぶべきかとい

うことである，この問題はd㏄ision　lnakerと「偶然」（：hanceとの間のゲーム

として表わすことができる．このゲームの手番m6veは4個である：d㏄ision

makerがeを選び，偶然がzを選び，　d㏄i纈on　makerがaを選び，そして最

後に偶然がSを選ぶというわけである．そのときプレイは終結し・　d㏄ision

makerは「利得」u（e，　z，　a，　s）を受けとる．

　d㏄ision　makerはeとaとは自由に選ぶことができるが，彼は偶然による

zとsの選択については影響力をもたず，又それらの選択について完全な知識
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をもっていない．ここでのわれわれの立場は，しか．しながら，こ．れらの選択に

関する確率測度を導くことができるとする立場である．

　このゲームの手番はこれらの確率測度の下で次のように進められる：

　手番1．　decision　makerがe∈Eを選ぶ．

　手番2．偶然がP。1，に基づいてz∈Zを選ぶ．

　手番3．d㏄isiσn　makerがa∈Aを選ぶ．

　手番4．偶然がP”。1、にしたがってs∈Sを選ぶ．

　そしてd㏄ision　makerが利得u（e，　z，　a，　s）を受取る．　E，　Z，　A，　Sが有限な

らば，上のゲームはいわゆるgame　treeによって表現することができる．下

の図はその簡単なものであって，Dはd㏄is呈on　maker，　Cは偶然を表わす．

手　番

選．択

確率測度

1

D

2r

C

3

D

4

G

∠／《〉∠ぺξ＼一・1

e∈E zεZ

Pz！e

Fig．13

aεA s∈S

P”slz

／

　さて，拡張型のモデルは，上のdecision　treeにおいて，終点から出発点へ

の後向きの動きによって表わされる．d㏄is董on　ma≧erが手番1において，そ

れ以後の偶然によるzとsの選択を知らないときに，どのeを選ぶべきかを決

定する代りに，手番3において，もし彼がある特定のeを実行し，特定のzを

観察しているならば，彼はどのaを選ぶべきかを決定するのである．「歴史」

（e，のが既知となっているこの点においても，手番4で選ばれるsは未知であ

るから，aの効用は依然として不確定である．しかしながら，与えられた（e，

z）に対する任意のaの効用を確率変数として扱い，演算子E”。1。を適用する
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ことによってこの難点は解決することができる．　ここで，　E”、1、は確率測度

P”、1、に関する期待値をとることである．形式的に表わせば，与えられた任意

の歴史（e，z）と任意のaに対して

　　u＊（e，z，a）≡E”，lzu（e，z，a，§）　　　　　　　　　　　　（1｝

を計算することができる．ここでSはsが確率変数であることを意味する．

　ところでd㏄ision　makerの目的は期待効用を極大化することであるから，

与えられた歴史（e，z）の下では，　u＊（e，z，a）を極大化するaを選ぶはずであ

る．したがって手番3における，歴史（e，z）の下の効用と，なすべきaの選

択は

　　u＊（e，z）邑max　u＊（e，z，a）　　　　　　　．　　　　（2）

　　　　　　　　ヨ
で表わされる．すべての可能な歴史（e，z）についてu＊（e，のを求めると，手

番1におけるeの選択の問題に進むことができる．

　手番1においては，zは未知であるから，可能なそれぞれのeに対する効用

は不確実である．任意のeに対する期待効用は

　　u＊（e）≡E、｝。U＊（e，老）　　　　　　　　　（3｝

で定義される．E、：。は確率測度P。1．に関するものである．　d㏄ision　makerは

u＊（e）を極大にするeを選択するから，手番1における効用は（尚eの選択が行

なわれなければならない），

　　U＊漏max　U＊（e）潭max　E、r。　max　E”sr，　U（e，乞，a，§）　　（4｝

　　　　　e　　　　　　　　　　　　　　e　　　　　　　　　　　a

で表わされる，

　一方標準型のモデルでは，与えられたeに対する可能なそれぞれの決定法則

を考慮することから出発し，先ずそのeに対する最適な決定法則を選択する．

そしてEに属するすべてのeに対してそれぞれ最適な決定法則が選ばれる．そ

こで先ず決定法則に関する検討をしておくことにする．

　与えられたeに対する決定法則は，z∈Zをd（z）∈Aに移すmappingであ

る．換言すれば．dは，　Zに属する各々のZにある「値」を付与する函数であ

る，特定の戦略（e，d）と特定の値の組（z，s）が与えられたとき，その法則に

よって表わされるd㏄鳳on　makerの行動は，　a＝d（z）であり，彼の効用は
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u（e，z，4（z），s）である．しかし1実験が行なわれてその結果が観察される以前に

おいては，zとsとは確率変数であるから，・効用も確率変数であってu（e，営，

d（Z），旬と表わされる．

　　したがってdecision　makerの目的は，彼の期待効用

　　櫓d）≡E・・…U（e，乞，d（乞）・6）　　　（・）

を極大化する戦略（e，d）を選ぶことである．

　もしeとdとが所与で・§が固定されるならば，u〔e，彰，d（勿，s〕のP、1。，、に

関する期待値は，

　　U＊（e，d，　S）…≡≡E，i。，，　U〔e，2，d（2），s〕　　　　　　　　　　（6）

これは・与えられた自．然の状態Sに対する（e，d）のco血ditional　utiHtyと呼

ばれるものである．

　次に，§についてP’，に関する期待値をとると，

　　u＊（e，d）≡三E’、　u＊（e，　d，§）　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

が得られる．これは（e，d）のunconditional　ut遡ityと呼ばれる．

　特定のeが与えられるとき，declsion　makerは，その期待効用が極大にな

る決定法則dを選ぶことができるから，任意の実験eの効用は

　　・・（・）強m皇xu・（・・d）　　「　　　（8）

　それぞれのe∈Eに対して効用を計算した後で，d㏄is董on　makerは効用極大

の実験を自由に選ぶことができる．そこで，

　　u＊≡≡max　u＊（e）篇max　max　E’、　E，1。，、　u〔e，2，d（乞），§〕　（9）

　　　　　e　　　　　　　　　　　e　　　　d

　以上のような拡張型のモデルと標準型のモデルが同値であることは次のよう

にして示される．

　拡張型のモデルと標準型のモデルが同値であるのは，それらがe∈Eなるそ

れぞれのeに対して同一の効用を与えるとき，又そ：のときにかぎる．すなわ

ち，㈲から得られる

　　琴＊（e）篇E。lemaxE”，12　u（e，乞，a，§）　　　　　　　（工0）

　　　　　　　　a
と，⑧から得られる



128

　u＊（e）一斑axE’，　E，1。，、u〔e，営，d（老），§）　　　　“D

　　　　　　d
とが，すべてのeに対して一致するならば，又そのときに限って同値である．

　ところで⑬におけるE’、鷺，1。，，はE，1。E”，1、に同値であるから，⑳は・

　　u＊（e）羅max　E，1．　E”、1。　u〔e，髪，d（営），§〕　　　　　　働

　　　　　　ま
と書くことができる．最良のdは，それぞれのZに対して，E”，1。u〔e，z，d（z），§〕

を極大にするものであることは明らかである．しかしながらrこれは，それぞ

れのZに対して次の関係を満足するa。を選ぶことと同じであ恐

　　E〃，rzu（e，z，a、，§）二maxE”81zu（e，z，a，§）　・　　⑬

　　　　　　　　　　　　a
　これは拡張型のモデルにおける②において要求されるものである．

　標準型のモデルにおいて選ばれた最適決定法則をd＊（z）とすると・以上によ

って，

　　d＊（z）諸a，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑭

が示されたことになる．したがって肛①と砿Dとは同値である．

　かくして，もし我々が最良のeを選び，そしてすべてのe∈Eに対してu＊（e）

を評価しようとするならば，どちらのタイプのモデルを用いても，必要な情報

と得られる結果は同じであることが判明した．しかしながら，もしeが固定さ

れ，最適なaを求めることだけが目的ならば，拡張型のモデルの方が便利であ

る．その場合には，特定のzに対して適当な行動だけを選べばよく，それぞれ

のzに対して最良な行動を選択する決定法則を発見する必要はないのである．

　Cartesian　producをspaoe　SX　Zに確率を付与する方法の中で，われわれが用

いようとするのはSに対して先験的周辺確率測度P’、を付与し，e∈Eなるそ

れぞれのeとs∈Sなるそれぞれのsに対して，Zに条件付確率測度P。1，，，

を付与することから始める方法である．もしd㏄ision　makerがこのような方

法を採用するならば，拡張型の分析に必要な確率一P。1，とP”、1，一がP’、と

P。1。，、から計算されなければならない．そこで，（1）d㏄ision　makerのSに関

する最良の判断を表わすと共に数学的に扱い易いようなP’，を選ぶ問題と，②

P”、ト，の計算の助けとなる充足統計量の使用の問題について考えよう．
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　先ず次のように簡単化のための仮定をおく．

　（i）自然の状態sは実数のr・tupple（Si……s，）によって表わされること，

Sはr次のEuclidean　spaceにおけるdiscrete　set又はin艶rval　setとして表

わされることを仮定する．

　②　先験確率測度P’、は密度函数をもつことを仮定する．

　（3）もし標本空問Z一｛乞｝が特定の実験eの可能な結果にのみ限定きれるな

らば，｛z｝はEudidean　spaceの部分集合として表わされるごとを仮定する，

　（4）与えられた、（e，S）に対してP，r。，，が乞の上の条件付確率測度でP’、が

Sの上の先験的確率測度ならば，与えられたeに対するZの上の周辺確率測

度は，

　　P，le謹E’、　Pz｛zle，6｝

　さて，確率変数§の先験的分布が密度函数D’（s）をもち，与えられたSに対

するZの条件付確率が密度函数をもつならば，下の条件⑯が成立するとき，

§の事後的分布はBayesの定理によって密度函数D”をもち，それは，与えら

れたZに対してSにおいて

　　D”（slz）＝D’（s）1（zis）N（z）　　　　　　、　　　　　　⑯

の値をとる．このように書くことのできる条件は，与えられた先験的密度函数

D’（s）に対するzのmarginal　likellhoodが正なること，すなわち，

／♂（・1・）∬（・）・・〉・　　　’・・

である．尚⑮，⑯における1（zis）はzの条件付密度函数の尤度であり，　q5＞

におけるN（Z）は定数であって，条件

∫，炉（・｛・）・・一N（・）∫、∬（・）1（・1・）・・一・

によって定められる．

　⑱の証明は下のようにして得られる．

1（zls）が連続の場合について述べよう．

α7）

Sの任意の部分集合をSo，Zの部分集合をZoとし，　Zoが区問（z，　z＋dz）

にあることをZo（dz）で表わす．示すべきことは
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騨一）｝
�艶 （1鋤

である．

　Bayesの定理により，与えられたZ。に対するSの上の事後的条件付確率

P”，｛So1Zolは，　S×Zの上の結合確率P。，、｛So，Zole｝とZの上の周辺確率

P，｛Zole｝によって

巴｛・・1・・｝一P

u離俘　』　⑲
と表わされる．ところでP’、とP、1。，、とが密度函数をもてば，

　　R，・｛S・，・・i・ト／。。∫。。∬（・）1（引・）dξd・　　⑳

⑳は平均値の定理によって次のように書くことができる。

　　・・，・｛S・，Z・1・｝一∫，。∬（・）1（・’・1・）ld・1・・　⑳

ここで，z’、はZo（面）に属するあるzで，1dz　lはZo（面）のvolumeである．

　同様にしてP。｛Zole｝は

　　巳｛・・1・｝一∫、彪。∬（の1（ξ［・）dξ・・

　　　　　　一∫。∬（・）1（〆・1・）1㈱・　　　⑳

ここでz”，はz”s∈Zo（dz）．

　⑳，（22）を⑲に代入して面→0なる極限を考えると，そのときz’、，z”、→2

であるから証明すべき⑬が得られる．

　以上によって㈲の成立が確かめられたわけである，

　今K’（s）を，sと共に変動するD’（s）の核の一つであるとすると，㈲は次の

ように変形することができる．

　　D”（slz）窩D’（s）1（zls）N（z）

　　　　　一K⑧［／。K’（・）偽］一1・（・1・）・（・）N（・）　㈱

ここでん（zls）は，与えられたsに対するzの尤度の核であって1（zls）は，

　1（zis）＝κ（z【s）・ρ（z）　　　　　　　　　　⑫4）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　131

である．したがって，D”（s｛z）の核はK’（s）・κ（zis）であることがわかる．㈱の

右辺のうち・と共に変動しない紛すなわち，［／，K’（・）d・］F1・（・）N（・）の値

は，与えられたZに対して

　　∫。レ（・1め飼’・　　　㈱
によって決定される．

　以上によってsの事後的密度函数を知るためには，先験的密度函数の核K’（s）

と，与えられたsに対するzの尤度の核κ（刻s）を知ればよいことが判明した．

　次に，’利用可能な標本情報Zの「完全な」記述を用いたときと同じSの事後

的分布を導く充足統計量について考えよう．

　今，yをr次のEuclidean　space　Yの点と仮定し，すべての標本情報の集合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ZをYへ移すmapping（又は確率変数）夕を考える．そのとき，　Zの上の条件

付確率P，i。，，は，与えられた　（e，S）に対してYの上の条件付確率を決定し，

かくして，Sの上の任意の与えちれた先験的密度函数D’（s）と，与えられた三

章のyに対して，sの事後的密度函数がBayesの定理を用いることによって得

られる．これをD”（sly）で表わず．

　yは，利用可能なすべての標本情報zを集約したものであるが，もし二つの

事後的密度函数D”（siz）とD”（s｝y）とが，すべてのzについてidenticalな

らば，そのときyはzのsufficieut　des㏄iptionであるということができる．

又，Yに属する任意のyが充分ならば，上のmappingそのものが充分である

ということができる．あるmappingが充分であるということは，　S×Z上の尤

度函数がS×Yの上の核函数kとzの上の残差函数ρ（z）との積として表わ

されるかどうかによって定まる．

　定理19（Raiffa＆Schlaifer）．乎をZのYの中へのmapPingとする，　Z×S

　の上の尤度函数が，Y×Sの上の核函数kとzの上の残差函数ρによって

　　1（zis）一k〔夕（z）1s〕ρ（z）

　　　　　　　　　　　　　　　（2）
と表わされるならば9は充分であるL

　（1〕Zは11次元である．

　（2）証明はRa避a＆Schlaifer〔159〕P．33
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　d㏄韮sioa　makerが実験によって確率変数§に関する大きさnの標本を集め

る場合，そのとき得られる観測値を31，……，z、とする．このようなdata－ge瞼

rating　p顧。㏄SSにおいて，確率変数z1，……，z。は互いに独立であって，同一の

分布をするものと考え，任意の大きさをもつ任意の標本に対して，その大きさ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
に依存しない固定された次数をもつ充足統計量が存在する場合を考える．この

とき標本（z1，……，2。）に関する発足緯計量をyとし，二つの標本（z1，……，

Z。）と（Za＋1，……，z。）に関する充足統計量をそれぞれy（a），y（a’）とすると，

yはy（a）とy（aりとから求めることができ，標本＠1，……，Z。）の条件付尤

度の核は，k〔y（a）IS〕・k〔y（aり｝S〕となることが示される．そして，（Z1，……，

z。）の共通の密度函数がexponentialな形のものであれば（又そのときにかぎ

り）充足統計量yは，y（a）とy（のの各成分を加え合せることによって得られ

る．

　定理20（Ra燈a＆鋭hlaifer）．　y（・）呂乎a（z・1，……，z。），　y（a’）識y。’（z。＋1，…

　…，Z。）とする．そめとき，　y（a）＊y（a’）環y＊であって1（Z1，……，2肱ls）の核

　がk（y＊Is），k（y＊ls）の核がk〔y（a）ls〕・k〔y（a’）Is〕となるような2項演算静

　を求あることができる．ここで1（z1，……，z。is）はz1，……，z、の条件付尤

　　　　（2）
　度である．

　ところでk（yls）は，　S×Yの上の核函数であったが，これをpamme箆r　s

をもつYの上の函数と考える代りに，parameter　yをもつSの上の函数と考

えて，yをparameterとするSの上の密度函数を

　　g（sly）＝N（y）k（yls）　　　　　　　　　　　　　　　㈱

によって定義する．このようなSの上の密度函数は，核函数k（y【s）の，

pammeter　yをもつnatural　conlugate　functionと呼ばれる．ただし，函数

g（siy）がいたるところで非負であり，かつSの全域にわたる積分が1でなけれ

　｛1｝このことは，任意の2つの標本（z1，……，　Za）と（z。＋エ，……，Zn）との結合条件付

尤度は，その2つの標本の条件付尤度の積となること，与えられた任意の大きさをもつ

任意の標本（z1，……，z。）に対して，その条件付尤度の核がk（yls）となるような充足

統計量：が存在し，その次数が標本の大きさに依存しないことを意味する．

　｛2）証明はRa鷹a＆Sc田aifer〔159〕P．45
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ばならない．

　さて，sの先験的密度函数がD’（s）であり，　yが充足統計量，　k（yls）が与

えられたSに対するzの尤度函数の核ならば，与えられたyに対する確率変

数§の事後的密度函数の核は，D’（s）k（yls）となる．又，　k（yls）はyの次数

が固定的ならば，標本（z1，・……，z。）の分布の核k（y（a）1s）とk（y（a’）ls）とか

ら得られる．、

　したがって，　もし，年験的密度函数D’（s）がparameter　y’をもつkの

natural　conlugateであって，すなわち，　y’∈Yに対してk’（y　l　s）がD’（s）の

核であって，かつyが標本の充足統計量ならば，先に二つの標本の条件付尤度

について述べた関係が先験的密度函数と標本の問について成立し，事後的密度

函数D”（sly）の核は，二つの核k（yqs）とk（yls）の積として得られる．

　ところで，拡張型のモデルにおいては，e∈Eなるそれぞれのeを

　　u＊（e）頴E、le　max　E”、i。　u（e，老，a，§）　　　　　　　　　⑫7）

　　　　　　　　a
によって評価し，これを極大にするeを選べばよいということであった．この

評価は，

　（1）実験結果zの；fixed　dimensionalityをもつ充足統計量yが存在し・

　②　Sの上の先験的確率測度P’、がYの上の条件付確率測度Pyl・，・に対し

てconlugateであるときには，比較的容易に行なわれる．充足統計量yが存

在するときには，上の⑳は

　　u＊（e）躍Eyl。　max　E”sly　U（e，夕，a，§）　　　　　　　⑫8）

　　　　　　　　　a
と変形される．そして㈱における与えられたeの評価は下の二つの部分に分

けられる．

（1）特定のyに対する

　u＊（e，y）…≡maxE”s［yU（e，y，a，§）

　　　　　　　a

の評価

②　この手続きをすべてのy∈Yについて繰り返し

　u＊（e）ヨEyl，　U＊（e，　y）

四

（3ω
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　を計算する．

　⑳の評価をterminal　analy闘s，（鋤の評価をPlrepostehor鋤alysisと呼ぶ．

terminal　analysisは次のような手順によってなされる．

　（1）Sの事後的分布の計算．、最初に，P’，とPyl。，、を用いて，　P”、lyを特定

のyに対して計算する．

　②aの「事後的」期待効用を計算する．事後的分布を用いて，それぞれの

a∈Aに対してその期待効用を計算する．

　③　最適行動の選択．②で求められた期待効用最大のaを選び出す．

　次にP㈱sterior　analysisは次の手順でなされる．

　（4｝すべてのyについてterminal　analysisを繰り返す．

　⑤　ヲの周辺分布を求める」

　㈲　爵の周辺分布を用いて，実験eの期待効用を計算する．

　（7）最適な実験を選びだす．

以上はRa漁＆舳粋ifα〔159〕1こよる胸es論定理論の大要である．

詳細な議論はここでは省略し，具体的な問題についての項にゆずることにす

る．
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第4章一不確実性の下における企業行動

　第2章における企業理論に関する検討と第3章の選択理論を基礎にして，こ

の章では不確実性の下における企業行動に関するいくつかの子鼠を考察する．

4．1産出：量の決定

　不確実性の下における企業の合理的行動のモデルとして，競争的市場におけ

る企業の産出量決定のモデルから始めよう．

　競争的企業の直面する不確実性としては，生産要素の価格，生産函数の形な

どに関する不確実性などもあるが，ここでは先ず，生産物の市場価格に関して

のみ不確実性がある場合について考える．この種類の不確実性は需要の変動を

意味するものである．何故ならば，需要が変動しないときには，均衡において

は価格は一定であり，したがってそれは予測可能で，確実であるからである．

しかしながら，需要が変動したとしても企業がそれを予測できる場合があるか

ら，需要の変動自体は不確実性を意味するものではない．価格に関する不確実

性が存在す’るためには，需要が変動すると共に，その変動を説明し，予測する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
能力が企業の側に欠けている（不完全である）ことが必要である．

　ここで，われわれは，Bayes的決定理論を用いて最適生産量決定の問題に一

つの解答を与えようとするものである．

　さて，我々がここで考える企業は次のようなものである．この企業の生産物

の市場は完全に競争的であって，この企業は一種類あ貯蔵不iu能な生産物をそ

の市場で相当長期にわたって販売しているも⑱とする．この生産物の市場価格

は，極言すれば，日々変動し，企業はどのような価格が成立するかについて完

には知らないものとする．そしてこの企業は，下に定義するような効用函数に

もとずいて，期待効用を極大にするような行動をとる（生産量を決定する）も

のと想定する．

　（1｝cf．　Nelson〔141〕
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　簡単のたあに，企業の効用は貨幣に関して線型であると仮定，し，第（t＋1）期

における効用が

　　篭工t＋ユ＝qt＋1Xt一ψ（Xt）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

によって与えられるものとする．ここでqt＋1は（t＋1）期において実現する生産

物価格，Xtは生産量，ψ（Xt）はXtの生産に伴う費用である．（1）の右辺はXtの生

産から得られる利潤であるから，効用を（1）によって定義することは効用として

利潤を考えているζとになり，期待効用の極大化は期待利潤の極大化を意味す

る．効用が貨幣に関して線型であるとの仮定は如きびしい仮定であろう．

　この企業はt期における生産物を次の（t＋1）期において販売しているので

あって，t期の生産物を（t＋2）期以後には持ちこすことができないものとす

る．更に，生産要素の市場，生産の技術的諸条件などについては完全な知識を

もっており，費用函数ρ（Xt）に関する不確実性は存在しないものと仮定する．

しかしながら，この企業はt期における生産量を決定するに際して，（t＋1）

期における生産物価格がどのような値に実現するかについては完全には知らな

いものとする．又，その価格は競争価格であるから企業のoontro1はおよばな

い．

　そこで，生産物価格を一つの確率変数と考えて，それが密度函数f（qt＋1囮）

をもつものとしよう．ここにθはqtの分布のparamete1sの集合で，それは

ove鴬imeに同一であるとする．

　もし企業が密度函数fのparametersについて知っているならば，すなわち，

生産物価格の分布について完全な知識をもっているならば，期待効用極大の生

産量は，①をqt＋1の全域Qについて平均することによって得られる

　　∫。・・（qt＋1iθ）…＋・一μ・・一・（・・）　　　（・｝

から簡単に求めることができる．ここでμはqt＋1の平均値である．　・　『

　ところが，問題は企業がparamete＝sの集合θについて完全には知っていな

い場合であって，このような場合には企業は②を用いて鷹ちに最適生産量を決

定するというわけにはいかない．以下においてはそのような場合の問題を扱う

ことにする．



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　137

　問題は，先ず，θについでの知識を．得ることである，そのために有効な一つ

の方法は，過去における経験と新しい実験による情報からθに関する知識を得

る方法である，

　企業は同種の生産物を過去相当の期間にわたって同一の市場において販売し

て来ているので，生産物価格についてかなりの経験をつんでいるはずである．

t期においてもっているμに関するこのような情報をWtとし，その集合をW

で表わす．

　企業は又，t期における生産量を決定するに際して，新たに生産物市場につ

いて調査（実験）を行ない，生産物価格の密度函数のparameterμに関して

大きさnの標本を集めるものとしよう．ここでnはあらかじめ決定された数

であると仮定する．市場調査によらて得られたμに関する情報をz∈Zで表わ

す．

　我々の問題は，Wtから得られるμに関する情報を一つの基礎としてμの先

験的分布を求め，それと，標本から得られるμの標本分布を用いて，μの事後

的分布を求めることである，これらの点については前章でとりあげたから，こ

こでは再説しない．

　さて，②の右辺をu（Xt，　z，μ）と表わせば企業は，

　　E”μlzu（Xt，z，μ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

を最大にするような生産量を選べばよいことになる．　ここで，E”鵬は事後的

条件付確率測度P”幽に関する期待箪をとることを意味する．

　ところで，標本情報zの充足統計量が存在するときには，㈲は

　　E”μly　U（Xt，y，μ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

と書きかえることができる．㈲を極大にする最適生産量を求めるための手順は

　　　　　　　　　　　　　（1）
次のようにするのが便利である．・

　（1）先験的確率測度P’、と条件付確率測度Pylμを用いて，与えられたyに

対する確率変数μの事後的密度函数を求める．この密度函数は先験的密度函数

　　（1〕実験が「固定」されているために，前章におけるterminal　analysisだけが登：場

　する、
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にcoajugateであって，数学的に同じ形をしている．事後的密度函数のpara－

mete欝は，先験的密度函数のparametersと標本統計量から比較的簡単に求め

　られる．

　②　確率変数μの事後的密度函数を用いてそれぞれの産出量の期待効用を計

算する．

　㈲　最後に，期待効用を極大にする産出量を選択する．

　以下においては確率変数の分布型を特定し，最：適生産量を決定する．

　先ずμの事後的密度函数を求めなければならない．

　実験（市場調査）によって，μに関するn個の観測値（Z1，……，Z。）が得ら

れたとする，これらのZを確率変数と考えるとき，それらは互いに独立で，

parameters（μ，　h）をもつ同一の正規分布をするものと仮定する．μは平均値，

hは分散の逆数である．このhは簡単化のために既知であるとしよう．

　この正規分布の密度函数をfN（z【μ，　h）で表わせば，

　　・・（zlμ，h）一（・・）一垂・・p［一｝h（・一・）・］h義　（・）

である．このような独立の正規過程がn個の観測値（Zi，……，z。）をとる標本

尤度は，㈲から

　　（・・）一著ロ礁・［舳Σ（・・一μ）・］h下口　　（・）

で与えられる．

　ここで統計量mを

　　m≡孟Σ・・　　　　　　（・｝

によって定義すると，（6）は

　　（・・）一夢砥・［一去hΣ（・・一m）・］・劔・［一紬（m一μ）・］・養n（・）

と書くことができる．⑧においてhは既知であるから，μと共に変動する標

本尤度の核函数k（ylμ）は，

　　・・p［一杣（m一・）・］　　　　（9）

である．⑨から明かに充足統計量yは（m，n）である．

　一方，（9）のnatural　conjugate　functinは（m，　nh）をparameterとする正
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規分布fN（μlm，　nh）であって，その核は，

　　exp置旧（・一m）・］　　　　　（1①

である．企業が市場における過去の経験から（m’，n’）を充足統計量とする上

のような密度函数を確率変数μに対して付与することができるならば，μの先

験的密度函数は

　　D’（μ）＝fN（μlm’，n’h）　　　　　　　　　　　　　　ω

と書くことができて，その核函数は

　　・・p［一ナ・’h（・一m’）・］　　　　㈱　、

となる．

　かくしてμの事後的密度函数は，下の⑭によって決定されるparameters

（m”，n”h）をもつ正規密度函数fN（川m”，n”h）であって，その核函数は

exp［一一参n”h（μ一m”）弓　、　　⑬

である．但しm”とロ”とは次の関係式によって求められう．

期待効用を極大にするx，を求めるために次になすべきことは，

　　∫。・・（川m”，n”h）〔・W（・・）〕・・　　　⑮

を求めることである．（ここでMはμの全域）㈲を計算：すると，

　　m”x，一ψ（Xt）　　　　　　　　　　　　⑯

が得られ・．卿が少くとに回微分可能ならば，髄生醐・整菌の

とき，⑯をXtについて微分してゼロとおいた方程式をXtについて解くことに

よって得られる．すなわち，

　　㎡一器・　　　　　　　　⑳
　　　　　　t
の解が，上の2次の条件を満すとき，最適生産量を与える．

　又，企業が実験を行わず，先験的確率のみに基づいて生産量を決定しようと

する場合には，r
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　　ゴ
　　1。f・（μ1m’・・’h）〔…一ρ（・・）りd・一・n’・・一ρ（・・）

から得られる

m’一
o絵一・

の解によって最適生産量が与えられる。

⑱

　以上において，t期における最適生産量は⑰（又はq④）を解くことによって

得られることが判明した．

　次に，実験による情報の価値について考えて見よう．

　q＊が（t＋1）期における現実の価格であるとし，t期において企業はm”な

る（平均）価格に対して最適な生産量x”を決定したとすると，そのとき効用

は

　　u（q＊，x”）＝q＊x”一ψ（x”）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（珍

によって与えられる．又，価格m’に対して最適な生産量X’を決定すれば，

　　U（q＊，X’）既q＊X，一ψ（X’）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2①

となる．今，事後的密度函数f（qt＋11μ）D”（μ）に関する期待値をとることを

E”で表わすと，⑲と㈲の差の期待値

　　1至”〔u（q＊，x”）一u（q＊，　x’）〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲

は情報zの（期待）価値と呼ばれるものである．

　㈲の性質について明確な結論を引きだすたあに，費用函数が2次函数である

ことを仮定する．すなわち，

　　ψ（X）一C・＋C・X＋C、X2　　　　　　　　⑳

と仮定する．このとき，⑳は

理〔u（q＊，x”）一・（・㍉・’）〕』、。、（詠ゴ）r　圏

となる．㈱から，情報zの価値は，

　①　μの分散が大きい程大きく，

　②　費用函数の傾斜が大きい程大きい

という結論が得られる．

　次に，（t＋2）期以後の期間におる価格の平均値に対する予想がどのように
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形成されるかについて考えよう．

　期間（t＋1）において価格q＊t＋1が観察されたとする．このとき期間（t＋1）

における期間（t＋2）の価格の平均値についての先験的周辺密度函数は，

　　平均値磁心＊・＋・

　　pr㏄ision　h（n’＋1）

をpa搬mete⑱とする正規分布として得られる．

　一般に（t＋τ）期において，（t＋τ＋1）1期の価格の平均値の先験的周辺密度

函数は，

　　　　　　n’m’＋τq
　　平均値
　　　　　　　n’十τ

　　preci＄ion　　h（n’十τ）

をpammete鶯とする正：規分布である．ここでqは（t＋1）期から（t＋τ）期

までに観察された価格の平均値である．

　一方，（t＋τ）期において大きさ酔の標本からμに関する情報が得られる

とすると，μの条件付事後分布は，

　　　　　　m’n’十τq十nムm△
　　平均値
　　　　　　　　n’十τ十n△

　　pr㏄ision　稔（n’十τ十n△）

をparametersとする正規分布となる．　m△は標本平均値である，

　このような形で価格に関する予測がなされるとき，（t＋τ＋1）期における期

待．効用を極大にする産出量は，

　　　　　　　　　　　　　　　　nノ十τ十n△

を極大にする産出量X”t＋．である．

　一方，先験的確率のみを用いるときには，最適産出量は，

∫。［…＋・一・（・　）］・・［・lm舞q，h（ガ＋・）］・・

∫。［…＋。一・（・・＋。）］・f・［・lm’曲q＋nムm△ ・h（・’＋・＋・・）］・・

を極大にする産出量X’t＋．である．

　2次の費用曲線⑳の下で標本情報の価値を求めると，〈t＋τ＋1）期の現実価
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格をq＊t＋。＋1とするとき，

理〔U（q＊t＋。＋1，X”重÷T）一・（…＋・＋・，ガ　）〕一三h（ゴ葺。＋。・）

となる．したがって，標本情報の価値は経験と共に下落するという結論が得ら

れる．

　以上は企業理論における基本的な問題の一つである産月量野獣の問題を，単

一生産物の企業について，やや抱束的な条件の下で考察したものである．下の

いくつかの節ではこのモデルの若干の一般化をはかることにしよう．

4．2　多生産物企業の産出量の決定

　ここでは前節と同様の義甲を多生産物の企業について検討する．

　元来，多種生産物の企業の問題は経済理論において，重要な問題であるにも

かかわらず，あまり多くの注意が向けられなかった問題の一つである．そのよ

うな企業の生産と販売の両方の問題を考慮したものとしては，Hicks〔96〕が

おそらく最初のものであろう．そのような企業の問題に多くの論者の注意が向

けられるようになったのは比較的最近のことであって，Pfouts〔154〕〔155〕，

Dhrymes〔54〕，Nay豆or〔140〕などの業績はその代表的なものである．もっと

も，多生産物企業の販売面についての分析としては，Bai互ey〔11〕，　Clemens

〔41〕，Weldon〔212〕など若干の貢献があるが，生産と費用に関する分析と

しては，古くは，Carlson〔29〕による特別の場合の分析があるにすぎない．

　ところで，多生産物企業の問題には，後でふれるような特別の問題が存在す

るのであるが，ここでは先ず前節の単一生産物企業の議論を形式的に多生産物

の企業の問題に拡張することから始めよう．

　企業の生産物がr種類であるとし，その産出量をX1，X2，……，X，で表わし，

それらの価格をq1，q2，……，q，で表わす．このとき，企業の効用函数が

　　　　ア　　U躍ΣqiXi一ψ（X1，X2，……，　Xr）　　　　　　　　（1）

　　　ドユ　　　　　　　　　　　（1）
で与えられるものとしよう．函数ψは費用函数である．企業は期待効用の極大

　　（1）企業は，たとえば，　t期の生産物を（t＋1）期に販売することを仮定するが，そ

　れらに関する添字は省略する．
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化をはかるものとし，効用の評価に関係する生産物価格の平均値について企業

は完全には知らないものとしよう．かくして，この場合の問題はqi（i＝1，2，…

…，r）の平均値μi（i嵩1，2，……，r）の事後的分布を求めることである．

　μiのr次元列ベクトルをμで表わす．μに関する、n個の標本　（nはあらか

じめ決：定された数），z1，　z　2，・一・，znを集め，それらが，（μ，　h）をparameters

とする独立な多次元正規過程から得られたとする．このとき，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（エ）
　（1）relative　precisionηカ§既知ならば，n個の観測値z1，……，znから成る標

本の尤度は　　　　　　　　　。

　　（・・）者一e即［一｝hΣ（・・一・）・・（・・一・）］・者一　（・）

　　　　　（2）
で与えられる．そして，次の統計量

　　m一戸Σ・・

　　n謹nη

　　汐＝r（n－1）

　　、・一÷Σ（・・一m）・・（・Lm）（但し・一・なら一・）

・を計算することができるから，これらを用いて（2）の核函数を求あると，

　　・x・［一一｝h卿一一｝h（m一μ）・n（m一・）］・音（「＋の

㈲となる．又，　　　　　　・

　（2）ηとh（mean　precision）の両方が既知で，μのみが未知なる場合は，（3）

の要素のうち未知のpafameterと共に変動する部秀は，

　　exp〔一ナh（m一μ）Tn（m一μ）〕　　　　　　　　　　（4）

となる．したがって，h＝hηが既知でstoPPing　Processがnoninfor即ativeな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
るときには，統計量（m，n）は充足統計量である．

　　＝^ii難還il難戦
　で，kは正値定形かつ対称的な行列である．

　　②記号Tは行列又はベクトルの転置を表わす．
　　（3）nonhlformative　stoPPing　ProcessについてはRai任a＆Sch！aifer〔159〕を見よ．
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　平均値μだけが確率変数であるときには，㈱のnatura1◎onlug蜘は正規密

度函数無（μlm，　h服）であるから，μに対して，．（mもn’〉をpalametersとする

先験的分布が付与され，標本の充足統計量が（m，n）ならば，μの事後的分布

は次のように定められるpa臓me艶r（蹴”，　n”）をもつ正規分布である．

　　m”鴫（n，十蹴）一1（n’m’＋皿m）

　　n”躍n’十n

　最適生産量の決定は．このようにして得られたμの事後的密度函数を用い

て前節と同様に行なえばよい．

　ところで，多種類の生産物を生産し，販売している企業の場合に，単一生産

物企業の場合と異なって，特に問題にされなければならないのは，固定的生産

要素の問題である．

　固定的生産要素は，短期においては，企業が保持する総量を変えることので

きないものである．そして，固定的要素はある一つの生産物の生産から他の生

産物の生産に転用できる可能性をもっている．この転用の可能性は異なった生

産物の生産を結びつけ，かくして，生産物の各々は，企業の内部において，利

用可能な固定的要素について，他のすべての生産物と競争することになる．し

たがって，多生産物企業はいくつかの単一生産物企業を単によせ集めたものと

して扱うことはできない．上のような競争は多生産物企業については考慮に入

れなければならないのであるが，単一生産物企業においては固定的要素を生産

物の間に配分する問題は存在せず，したがって，そこでは固定的要素の重要性

は明確に認識されていなかったのである．

　又，利用可能な固定的要素は，そのすべてがある操業期間において利用され

るとは限らない．短期においては固定的要素のうちのあるもの，又はすべての

種類に過剰能力が存在することが企業にとって有利であるような場合が存在し

得る．このような可能性は単一生産物企業の場合には考慮されないのが普通で

あるが，多生産物企業については考慮することが必要である．

　いずれにせよ，伝統的な企業理論においては，固定的生産要素に対する注意

はほとんど払われていなかったのである．これは，おそらく，種々の生産物の
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固定的生産要素を割り当てる問題が生じない単一生産物の企業に注意が集めら

れて来たためであろう．固定的生産要素の重要性を浮び上らせたのは数学的計

画理論による接近であって，Pfouts〔154〕によれば，その重要性を最初に強
　　　　　　　　　　　　（1）
隠したのはDorfmanである．最近になって，固定的生産要素の問題を考慮に

入れた企業のモデルがPfouts〔154〕〔155），　Dhrymes〔54〕，　Naylor〔140〕

などによって展開されている．

　上のような問題を考慮に入れた多生産物企業の利潤極大化のモデルは，「確

実性の世界」においては下のように定式化される．

　企業はr種類の生産物を生産するのに，1種類の可変的要素とk種類の固定

的要素を用いるものと想定し，下のように定義する．1

　Vi、，（i響1，2，……，1，　s－1，2，……，r）：第s番目の生産物の生産に用いられる

　第i番目の可変的要素の量

　Wj。（」隅1，2，……，k，　s＝1，2，……，r）：s生産物の生産に用いられるj固定的

　要素の量

　x、（s＝1，2，……，r）：s生産物の産出量

　Wj（」一1，2，……，k）：企業が利用可能な」固定要素の量

　企業の生産函数を

　　Q（x1，……，x，，　vユ1，・一・，vl，，　wエ1，……，　wk，）＝0　（5）

　によって与える．

　更に，各生産物の生産に使用できる各固定的生産要素の和は企業の保有して

いる総量を超えることはできないから，

　　ア
　　ΣWj、≦w，　（」謳1，2，……，k）　r　　　’（6）
　　s＝1

でなければならない．

　企業の総収入函数と可変費用函数を

　　R嵩R（x1，……，x，）　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

　　C－C（v、、，……，v1，）　　　　　　　　　〔8｝

（1）Dorf㎜〔56〕，又Dorfmap，　SamuelsQn＆Solow〔57〕を見よ．
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で表わす。これらは生産物，可変的生産要素の市場で完全競争が成立している

ときには，

　　　　じ　　R一Σq、x、（q，＝生産物価格）　　　　　　（7＊）
　　　s＝1

　　　　　　　ア
　　C謂ΣΣPiVi。（Pi：可変的要素の価格）　　、　（8＊）
　　　i＝1s＝1
と表わすことができる．

　ところで，ある固定的要素をある生産物の生産から他の生産物の生産に転用

するためには何らかの費用を要する．このタイプの費用は従来の可変費用の概

念にも又固定費用の概念にも含あることができないものである．何故ならば，

この転用費用はある特定の生産物の生産量と共に連続的に変化するものではな

く，produc塾mixの変化にしたがって変化するからである．このような転用費

用は，

　　K皿K（w11，……，Wkr）　　　　　　　　　　　　　　（9｝

　　　　　　　　　　　　　　　　∂K
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（正と仮定する）は，固定要素1のと表わすことができる．このとき，
　　　　　　　　　　　　　　　　∂w38
少量を生産物sの生産に転用するときの費用を表わすものである．

　最後にFを固定費用とすると，企業の利潤函数は

　　π＝R－C－K－F　　　　　　　　　　　　　　　　㈹

と定義される．企業の目的がαOを生産函数⑤と固定要素に関する制約⑥の下で

極大にすることであるとすると，その極大条件は，いわゆるKuhn・Tu（ikerの

　　　　　　　　　　　　　　　（1）
定理を用いることによって得られる．

　この章の主題からはやや離れるが，この問願の追求を続けよう．上の利潤極

大化の問題にKuhn－Tudζerの定理が適用できるためには，函数（5｝，（6＞，⑳

が微分可能な凹函数であることが必要である．すなわち，限界収益が産出量の

増大と共に逓減的でなければならない．CとRの費用函数については，限界

費用が産出量と共に逓増的であるとも逓減的であるとも仮定できるが，もし逓

減的であることを仮定するならば，その減少率の絶対値が限界収入函数の減少

率よりも小さいかそれと等しくなければならない．このような条件が満される

　　（1）Kuhn・Tucker〔109〕
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ならば，利潤函数は凹函数となる．生産函数については，それが微分可能で収

穫逓減の法則にしたがうことを仮定すればよい．又固定的生産要素に関する制

約は線型であるから凹函数とも凸函数であるとも考えることができる．、かくし

て，企業の目的歯数とその制約条件は共にKuhn－Tuckerの定理の要求する条

件を満足することになる．

　今，利潤極大化のためのLagrangean　expressionを次のように定式化する．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア
　　L－R－C－K：一F＋えQ＋Σのj（Wi一ΣWj、）　　　　⑱
　　　　　　　　　　　　　i＝1　　　　　s＝1

ここで，λとωj（」一1，……，k）はLagrangeの乗数である．このとき，1（uhn・

Tuckerの定理により，　voj、，　wo」、，　xo，，え。，の05，（i＝1，……，！，1諾1，……，k，

s＝1，……，r）において利潤が極大（制約付極大）になるためには次の条件が満

　　　　　　　　　　（1）
足されなければならない．直下の諸条件における添字は第1次の偏微分を意味

す・・（・乳Qニー縄、iw、、。w・、。）

　　L葦一R慧＋えQ葦≦0　　　　　　（s＝1，2，……，r）　　　　　　　　働

　　耳，一一Cγ，＋えQγs≦0　、　　（i＝1，2，……，正，s＝1，2……，r）　⑱

　　L畏＝一K畏＋えQ還一ω」≦0　（1＝1，2，……，k，　s－1，2，……，r）⑭

　　ア　　　　　　　　　　　　　　　エ　　　ァ

　　Σ（Rぎ＋ズQ葦）xg＋ΣΣ（一C指＋λQ養）vp、
　　s＝1　　　　　　　　　　　　　　　　i＝1　s置1

　　　　　k　　r
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑯

　　　」胃1s＝1

xg≧0　　（s漏1，2，・

v私≧0　　　　　（i星1，2，・

w集≧0　　　（j＝1，2，・

器Q≧・

（1）

＋Σ　Σ（一K喪＋えQ畏一ωj）w鼻一〇

・…・
Cr）

・…・ C1，s－1，2，……，r）

・…・
Ck，　s＝1，2，……，r）

⑯
⑰
⑱
⑲

　　これらの条件と単一生産物の企業について成立する諸条件（たとえばSamuelson
〔167〕を見よ）との比較についてはPfQuts〔154〕〔155）を見よ．
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蒜鋤璃w・・≧・

　　　k　　　　　　r
魚え。＋混（w・一混w・・）の。・＝0

（j湿1，2，・。・。・・，k）

　　ズ。≧0

　　ω翌≧0　　　　　　　　　　　　　　　（j識1．2，……，k）

　ところで，この節の前半において，

企業の生産量決定の問題を扱ったが，

⑳

⑳

栩
偽

　　　　　　　　　　　　　　　　　われわれは競争的市場における多生産物

　　　　　　　　　　　　　　　　　費用函数の側における不確実性をも考慮

に入れて最適生産量を決定しようとするときには固定的生産要素の転用費用を

考慮することが必要である．転用費用に関する不：確実性が存在する場合には，

函数⑨を線型函数（∂K／∂W」，が定数）であると仮定することによって，転用費

用に関する予測を前と同様にして形成することができる．又，可変的生産要素

の市場が完全競争の状態にある（（8）を（8＊）に書きかえられる）場合には，可

変費用に関する予測についても同様である．そのとき，生産物の市場が完全競

争の状態にある（（7）を（7＊）と書くことができる）場合には，（生産の技術的

諸条件が既知ならば）この節の前半におけるのと同様の議論を，生産物価格，

可変的生産要素価格，転用費用について適用することによって，最適生産量を

決定できるはずである．ここでは煩雑になるのでこの議論にはこれ以上立ち入

ることはしない．

4．3　価格一産出量の決定

　先の二つの節は．完全競争市場にある企業の生産量決定の問題をとりあげ

た．ここでは不完全競争の市場にある企業の価格一産出量の決定の問題につい

て考える．利潤極大の産出量を決定する問題に関して，伝統的な理論では，企

業の生産物に対する需要量と企業の設定する価格との関係が既知であるとされ

ている．以下においてはこの条件を若干ゆるめて見ることにしよう．

　企業が生産物の価格をqに設定するとき，生産物に対する需要量Dは，函数

　　D＝D（q，v）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
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によって規定されるものと考える．ここでvは偶然要素を表わす変数で，価格

以外の要因によって規定されるものであるとする，企業はこれらの要因に対し

てcontrolを及ぼすことができず，　vの値について完全には知らないものとす

る．したがって，企業は価格をqに設定しても，そのとき需要量がどれだけあ

るかについて完全には予測できないことになる．確率変数vは正規密度函数

fN（v1μ，　h）にしたがって分布するが，この密度函数の平均値μについて企業

　　　　　　　　　　　　　　（1）
は完全には知らないものとしよう．

　vは企業のcontrolから独立であるから，　vはqから独立に分布する．ここ

で（1）を更に扱い易い形にするために，それを

　　D篇D（q）十v　・　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

の形に書き直す。ただし，価格は非負でD（q）が負にならないように設定され

なければならないとしよう．そして，D（q）一〇となる価格が存在して，それが

qoであるとする．そのとき設定される価格は

　　0≦q≦qo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3｝

の範囲になければならない．

　t期における生産物は次の（t＋1）期に販売され，産出量と価格の決定はt

期の初め、に行なわれて，以後においては変更される。とはないものと螺．

　又，費用函数については不確実性は存在せず，企業はその函数について完全

な知識をもっていることを仮定する．

　企業の効用函数が貨幣に関して線型であることを仮定し，産出量がxに，価

格がqに決定されだとすると，そのとき企業の効用は，

・一

oq〔D（q）十vqx一ψ（X），〕一ψ（x）’1：；：ll工；　（・）

によって与えられる．

　したがって．確率変数vについての平均をとると，

（1）hは分散の逆数である．μが既知の場合はM韮1s〔137〕によって扱われている，

②　混乱を起すおそれはないから，これらの添字は省略する．　　　　＾
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E・一〔・D（・）＋・・〕∫二欝［久h）・・＋・・∫二吉蔑！y［ゆ）・・一・（・）1・）

　ここでの問題はfN（v　1μ，　h）のparameter　4が完全には知られていない場

合の（q，x）の決定の問題である．このような場合には上の第1節で見たよう

に，μに関する実験による追加的な情報と先験的密魔函数から，μの事後的な

密度函数が求められればよい．前と同じような仮子と手続によって，μの事後

的密度函数が正規密度函数fN（μlm”，n”h）の形で求められれば，これを用い

て期待効用を評価することができる．そして，期待効用極大の産出量と価格が

決定される．

4．4投　資　決　定

　投資は，本質的には，将来の利益のために現在を犠牲にすることである．

又，現在は比較的よく知ることができるのに対して，将来は常に謎につつまれ

ている．

　かくして，不確実性の問題は投資理論にとって本質的な問題であるというこ

とができる．投資理論が考慮に入れなければならない不確実性には非常に多く

のものがあるが，ここではそのうちから特殊なものだけをとり上げてそれが期

待効用仮説の下でどのように扱われるかについて考察する．

　最初にとり上げる問題は投資計画の評価とそれらの間の選択の問題である．

　先ず，手がかりとしてFisher〔77〕，　Keynes〔104〕によって与えられた投

資需要表investment　demand　scheduleの定式化について考える・

　ある与えられた投資計画の将来の収益が，R1，R2，……，　Rt，……であって・

これらはある適当な利子率rで評価されるものとする．そのときこの投資計画

の現在価値は

　　　　　　　V≡Σ（1十r）’tRt　　　　　　　　　　　　　（1）
　　　　t＝1
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によって与えられる，もしrが時間tの函数ならば，①は

　　　　　　　V≡…Σ（1十rt）　tRt　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　　　　t轟1

と書きかえられる．きしこのようにして得られるVが投資計画の費用Cより

も大ならば，この投資計画は企業にとつそ有利profitableであると期待するこ

とができる．

　さて，投資計画の費用Cと，ある変数ρで割引いた投資の現在価値が等し

いならば，すなわち，

　　　　　　　C臨Σ（1十ρ）一tRt　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　　　t＝1

があるρに対して成立するならば，ρはその投資の効率と定義される．

　したがって，もし可能なすべての投資計画がそれらの効率によって順序づけ

られるならば，投資の水準の函数としての限界効率表が得られるはずである．

そのとき，rが特定され，かつ企業がすべてのprofitableな投資計画の実行を

望むとするならば，意図される投資の水準が決定される．

　問題は将来の収益Rt（t－1，2……）を確実には知ることができないというこ

とである．ある行動（投資計画）を選んだとき，将来の自然の状態（たとえ

ば，好況，不況とか，国民所得の水準，消費者の嗜好の状態など，生産物の需

要に対しで影響を与える諸要因その他）の如何によって，収益R，の値が左右

されるわけである．

　かくして，将来の収益Rtは確率変数であると考えなければならない．そこ

で，Rガは密度函数ft（Rt　lSt）にしたがって分布するものであると仮定する．

ここで，Stはprametersの集合である．　Stは企業のcontro1から独立であり，

上にあげた国民所得の水準等の諸要因はそれらのparametersの値に集約され

ているものと考える．

　収益Rtの効用をu（Rt）と表わせば，ある投資計画が企業にとって実行する

価値のあるものであるためには，計画期間がT期間であるとき，

畠∫な・＋・）→・㈹・（Rt　iSt）・R≧・（・）　（・）



　1s2

　　　　　　　　（1）
でなければならない6この（4｝の定式化は，密度函数ft（Rt　lSt）（t謂1，……，・T）

が互いに独立であることが仮定されている．もしこのように仮定することが不

合理であるならば，収益T1，……，RTの結合密度函数とR1，……，RT爾効用

函数を考えなければならない．すなわち，（4）の代りに

　　∫＝・…」き（R・R・……・R・）・（R・…一・疑IS・，…・・柚）眠・……

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　dRT≧u（c）　　　　　　（5）

でなければならない．尚（4）における効用函数u（Rt）はt期において収益Rtを

評価しているのに対して，⑤における効用函数u（R1，……，RT）では，現在へ

の割引はimp1icitな形で含まれていることに注意すべきである．又，（4｝，〔5｝

における等号の成立は，その投資計画を実行することが実行しないことと企業

にとって無差別であることを意味する．

　かくして，企業は，密度函数ft（RtiSt）又はf（R1，……，Rr　IS1，……，ST）を

知り，効用函数u（Rt）又はu（R1，……，RT）の形を知るならば，投資計画の期

待効用を求めることができるはずである．そして，可能な投資計画がいくつか

ある場合に，それらのうちから実行すべき計画の順位を決定するには，（4灰は

⑤を満足する計画について，左辺の値の大きさの順位を比較すればよいことに

なる．

　そこで，先ず，効用函数の形を特定することにしよう．

　効用函数u（Rr）をRtの平均値μtの近傍でTaylor展開すると，

・㈹一・（＾）＋（隔）（畿）＿＋去（斑脇）・（識）＿佛＋……

この2次の項までとってこれを近似すると，

・㈹一・（μt）＋（R一州）（畿）恥．陶＋去（＆一脇）・（識）＿澱

が得られる．又，効用函数u（R1，・

　　　　　　　　　　t＝1，・・・…　，T　　　　（6）

…・・ CRr）については，（6）に対応して，

（1）丁期の終りにおける設備のscrap　value・は何らかの形でR駐の中に含まれている

ものとする．
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　　噛一品）一・（μ1，…。・・，μT）＋急（良一角）（一袈r）謝．官

　　　　　　　　　　　　　　　　＋翁畢漁）（Rt’一μt’）儘撫）識二一1（・）

が得られる．

　もし密度函ft（Rt　1　St），f（R1，……，R司S1，……，ST）がわかっている場合には，

投資計画の期待効用は，（6）又は（7）の下で，

　　Eu一・ω＋音の・（釦。，．。、　　（8）

E一・（・・………）＋盤、か（∂鍮）＿ん，．、…．．、T（，）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Rt’＝μt，t’隅1，……，T

によって与えられる．ここでσ～は収益Rεの分散，σt亡・はRtとR〆の共分散

である．

ここでの問題は収益の甑函数の阻・am・t・矧・ついて企業が完全飾識を

もつ1ζいない場合である．次にこのことについて考えよう．先ず㈲について見

れば，期待効用の評価に関係のあるparametersは収益の平均値と老の分散で

あるから，これらについての情報を得ることが必要である．

　ここではμtとσt2が2次元の正規分布をすることを企業が知っているもの

とし，この場合についてだけ考える。問題はμtとσt2の事後的密度函数を，

先験的密度函数と実験による追加的な情報から得ることである．

確鞭数・…2をベク・・レω一［飼・・おて表鉱今獅麟疏

関するn個の標本（nはあらかじめ決定された数）を求めるものとし，z1，…

…，znで表わす．そして，、それらが（ω，　h）をparametersとする独立の多次

元正規過程から得られたものであることを仮定する。このとき，

　　　　　　　　　　hll　h12
b≡1・1判・＋島、£、・1・｝一…よ・て定義・れ一・・p－

　　　　　　　　　　h　　h
　　　　　　　　　の
cision”ηが既知ならば，　n個の観測値Z1，……，かからなる標本の尤度は，
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　　（・が…B・Σ（・Lω）・η（・L切］バ

　　　　　（2）
で与えられる．そしてこのとき次の統計量

　　m一昨Σ・・

　　n＝nη

　　〃営2（ロー1）

　　v嵩」LΣ（zLm）Tη（zLm）　　（但しル＝0ならv＝0）

を計算することができる．これらを用いて⑩の核函数を求めると，

…Bh・v一圭h（m一ω）・・（m一ω）］h舌（2＋の

㈹

ω

が得られる．ここで，更に，ηに加えてhも既知であるとすると⑬の核函数は

　　・即［一去h（m一ω）・n（m一ω）］　　　．　囮

となる．したがって，血＝hηが既知で，stopping　processがnoninformativeな

らば，統計量（m，皿）は充足統計量である．

　⑫で与えられる核函数のnat㎜100njugateは正規密度函数fN（ω｝m，　hn）

であるから，ωに対して（m’，n’）をparametersとする先験的密度函数が付与

され，標本の充足統計量が（m，皿）ならば，のの事後的密度函数は次のように

定められるpa！lamete＝s（m”，　n”）をもつ正規密度函数である．

　　m”一（n’＋n）一ユ（n’m’＋nm）

　　血”菖（n’＋n）

　このようにして，μtとσ～の事後的密度函数が与えられると，それを用いる

ことによって，かなり制約的な諸条件の下においてではあるが，投資計画の期

待効用を計算することができる．

削・｝におけ・無が負ならば・企業の難に関す・効舳線は上方に凸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　d2u
となり・いわゆるris恐aversionを示す効用曲線が得られる・又・一δR7が正

　　（1｝hは正値定形の対称行列

　②　⑬，鋤，U鋤におけるTはベクトルの転置を表わす．

、
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矧細論線は上方に凹とな・てゴ晦蜘・eを就轟が常に

ゼロならば，総画に関する効用は線型であると解釈できる．

　ところで，密度函数f（R1，……，Rr「S1，……，ST）についての問題が残されて

いるが，煩雑になるのでここでは省略する．

　以上は投資計画の評価と選択の問題に対する一つの接近である．

　われわれはこの章に至るまで投資決：定の問題について明示的にはふれてこな

かったので，最後に，最もしばしば用いられている投資決定のモデルについて

若干ふれておくのが便利であろう．それはHirshleifer〔99〕　のいう“μ，σ

preference”の理論である．この理論では，選択の対象は，結局のところ，投

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
資の期待収益と収益の標準偏差（又は何らかのちらばりの尺度）である．そし

て，収益の確率分布の平均値（μ）が大きい程，そして標準偏差（σ）が小さ

い程選好されるものと仮定され，危険の増大と共にσに対する嫌悪も増すもの

とされる．

　これらの仮定の下で，すべ　σ

ての可能なμとσの組合せ　　　　　　　　　　　職　馴、

の間の選好函数U（μ，のが

定義される．これを（μ，の

平面に表わせば下のような図

が得られる．曲線u1，u2，u3，

はそれぞれ無差別な（μ，の

の組合せの軌跡であってU3　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　μ

が最も選好順位が高い．　　　　　　　　　　　　Fig’13

　ところでRを与えられた現在の投資の結果得られると期待されるportfolio

の価値とすると，μ（R）とσ（R）の可能な組合せは下の図の点a，b，c等で表わ

　（1）．この立場を最も完全な形で展開したのは，Marko朗t呂〔129〕である．又，歴史的

にはこの立場はFisher〔76〕にまでさかのぼることができる．その他，この立場の理論

的展開の上で重要な業績には，Marschak〔132〕，　Lutz＆Lutz〔121〕，　Tobin〔207〕，

Sharpe〔184〕などがある．又，　Farrar〔68〕によって手際のよい要約がなされている．
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される．曲線Eは可能なμのそれぞ　．ぴ

れに対する到達可能な最小のσを表わ

す有効なfrontierである．この曲線は

通常の場合右方に凸の形をとる．曲線

Eと琢との接点が最適なμとσの組

合せを与え，これに応じて最適な投資

が決定される．

　以上は最もしばしば用いられている

投資決定のモデルの概要である．

　b●

●

a
・　　ε●

dO

E

　　　　　　　　　　　　　　　　　　0　　　　　　　　　　、，，　　　　μ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fig．14

　　　　　　　　　　　　　　　このような接近法に対するいくつかめ批判は

Hirschldfer〔99〕，　Borch〔22〕などに見られる．

　われわれのモデルは，一つの不確実性の扱い方でとのようなモデルを改善し

たものであるということができるであろう．

4．5多目的企業

　第2章で検討したところによると，伝統的な企業理論における利潤極大化の

仮定に対する批判と新しい理論の多くでは，利潤は企業の目的を構成する重要

な要因ではあるが，それが唯一のものではないとされる．このような考え方か

らは多目的企業の概念が生れてくることになり，それについては先に検討した

ところである．しかしながら多目的企業といっても，必ずしも斉合的ではない

いくつかの目的を唯慢然と並記して，それらを達成することが望ましいという

だけでは，最適な政策決定は行なうことができないのであって，目的の間の

hierarchyが構成されることが必要である．したがって多目的企業の理論は制

約付の極大化のモデルを申心に構成されなげればならないであろう．

　ここではこのようないわば順序づけられたいくつかの目的をもつ企業の合理

的行動の理論をforma1な形で展開してみよう．このような場合に用いること

のできる一つの有力なtoolは第3章で検討した1exicographic　orderingに関

する理論である．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　n個の目的から成る二つのベクトルをx1，　x2とする，lexicographic　oldering
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の理論では目約の間のhierarc紅yが構成されベクトルx1，　x2の各成分は「等

しく重要である」とは解されない，そこでたとえばベクトルxの要素について

X1はX2より「より重要」であり，　X2はX3より「より重要」であり，………，

x。＿1はx。より　「より重要」であるというように並べられているものとしよ

う．このとき，x壬＞x呈ならば，　i－2，……，　nに対するx｝とx～の関係がど

のようなものであっても，x1の効用はx2の効用より大である．すなわち

U（X1）＞U（X2）が成立する．もし，　X｝＝X釜ならば，　U（X1）とU（X2）の比較は

第2番目の成分畷と蝿にもとづいてなされる．　このようにしてu（x1）と

u（x2）の比較は上位の目的から下位の目的に関する比較へ移って行くわけで

ある．

　かくして，多目的企業の制約付極大化のモデルは下のように定式化すること

ができる．n個の目的から成るベクトルをn次元ベクトルxで表わし第i番目

の目的のsat呈sfactoryな水準をxi＊で表わす．このとき，企業はx。をxi≧xi＊

（i二1，2，……，n－1）の制約の下で極大にしょうとするものと考えることがで

きる．もしこの問題が解をもたないならば，企業は次には，x。一1をXi≧Xi＊

（i嵩1，2，……，載一2）の制約の下で極大にする問題を考える．このようにして，

X2をX1≧X1＊の制約の下で極大にする問題まで解がないときには，　X1を極大

にする問題を考えることになる．換言すれば順位の低い目的は上位の目的が満

たされ起点においてのみ考慮されうことになる．すなわち，上から第i番目の

目的までが満足できる水準に達したときには次の順位の目的が次に極大化され

る目的となり，上位の目的が制約の役割を果すのである，

　Encamacion〔66〕にしたがって，　alternative　x・を最：初の目的について順位

づける函数をU1嵩U1（X）とする，これは序数的効用函数であって，　U1（X1）＞

u1（x2）のとき又そのときにかぎって，　x1は目的1にもとづいてx2よりも選

好される．目的2，……，nに関して同様の仮定をおくことによって，企業のn個

に）企業の第i番目の目的に対して変数Xiを対応させる．．Xiを適当に定義すること・

によってXiの大きな値の方が小さな値より選好されるようにすることができる．



158

の目的によってそれぞれのaltemative　xを説明する匹個の函数u1（x），　u2（X），

…… CU。（X）が得られる．これらのn個の函数U1（X），U2（X），……，U。（X）を任

意に固定すると，これらの函数はxのそれぞれをある一義的な効用ベクトル

〔u1（x），u2（x），……，u。（x）〕に対応させる．かくして．　altemativesの間の選

好関係と選択を説明する企業の効層函数はそのようなベクトルによって定義さ

れることになる．又，企業にとって満足できる効用指標をUi＊とするとUi（x）＝

Ui＊のときxは目的iを満足するという．ここでUi（x）≦Ui＊であることを仮

定する，この仮定は，目的iについて丁度満足できるか，それ以上の状態には

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
常に同一の効用指標Ui＊が付与されることを意味する．

　かくしてaltemativesの間の選好関係は次のような法則によって定められる

ことになる．次のような効用ベクトルをもつ任意の二つのaltematives　x1，　x2

を考える：

　　〔U、（X1），U2（X1），……，U。（X1）〕≡U（X1）

　　〔U、（X2），U2（X2），……，U。（X2）〕≡U（X2）

これら二つのaltemativesの間の比較はそれぞれの効用ベクトルの対応する各

成分を順次比較することによってなされる．

　もしU1（X1）＞U1（X2）ならばX1はX2よりも選好され，　U1（X1）＜U1（X2）な

らばX2はX1より選好される．又Uユ（X1）＝U1（X2）ならば，　U2について比較

しなければならない。　そのときU2（X1）＞U2（X2）ならばX1がX2よりも，

U2（Xエ）〈U2（X2）ならばX2がX1よりも選好される．　U2（X1）冒U2（X2）ならば

U3についての比較が必要である．要するにX1はU」（X1）＞U」（X2）であって，か

つすべてのi＜1に対してUi（X1）＝Ui（X2）であるとき，又そのときにかぎって

x2．よりも選好される．このよう．にして，効用ベクトルu（x）の間の1exicographic

orderingはalternat…vesの間の選好順序を定める．

　このような定式化の下でいくつかの企業行動のモデルについて検討を加える．

　最初に制約付多目的企業のモデルについて概観しておくことにする．

　このような種類の企業行動のモデルを最初に構成したのは，おそらくReder

　（1）cf．　Simon〔189〕，又，　Encarnacion〔66〕を見よ．
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〔161〕であろう．彼によれば，企業家は彼の企業に対するcontro1を失なわ

ないという条件の下で企業の現在価値を極大にしょうとする．又，Cooper〔45〕

は，利潤と共に流動性と企業のcontro1が重要な目的であることを示唆した．

Gordon〔84〕は利潤が基本的な目的であることを認めばするが，企業がその

他に準貨幣的な目的をもつものであることを主張して，satisfactory　profitの

モデルを構成した．

　satisficing　behavior　lこ関する理論は，　Simon〔189）〔193〕によって，より一

般的な形で展開され，そこでは，企業は多くの変数の（必ずしも極大の水準で

はなく）satisfac秋）ryな水準の達成を求めるものとされる．　Margolis〔128〕

による，いわゆる‘‘deliberative　mode1”もsatisfactory　profitのモデルであ

る．更に，Shubik〔186〕は可能ないくつかの制約三極大化のモデルを示して

いる．

　一方，投資の理論におけるLintner〔117〕，　Meyer＆Kuh〔136〕，　Carter＆

Wmiams〔31〕などのモデルでは配当支払い比率が何らかの形で制約になって

いる．

　制約付の多目的企業のモデルとして最もよく知られているものはBaumoI

〔13〕〔14〕によるものである．二二モデルにおいて，従の主張するところによ

れば，企業は利潤のsa穏sfactoryな水準が得られるかぎり，総収入を極大に

するように価格と産出量が決定される．一方，動学モデルでは，企業の目的は

sat蓋sfactoryな利潤率と配当政策の制約の下で，総収入の成長率を極大にする

ことである．

　制約付の多目的企業の行動を説明するモデルとして示唆されているもののう

ち重要ないくつかのものは上のようなモデルである．尚，制約の考え方が必ず

しも明白に考慮されていない多目的企業のモデルとしては，Dnlcker〔58〕に

よる“survival　n㏄ds”の理論などがある．

　次・にこのようなモデルがlexicographic　orderingの理論の枠内でどのように

取扱われるかについて考察する．手始めとしてBaumo1〔13ンの静学モデルを

考えよう．この場合には，企業はsatisfactoryな利潤を維持するという制約の
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下で総収入を極大にしょうとするわけである．したがってこのモデルからは次

の二つの事態が結果する．

　（1｝もし利潤がsatisfacめryな水準に達しないならば，企業は利潤の極大化

をはかるように行動し，総収入については考慮を払わない．

　（2）もし利潤がsatisfactoryな水準以上に得られるならば，企業は総収入を

極大にするように行動する．

　しがたってこのモデルでは企業の．目的は二つあって，利潤が第一の順位にあ

る目的であり，総収入が次の目的である．利潤をx1，総収入をx2で表わしこ

れらをベクトルx嵩〔x1，x2〕で表わす．第一の目的に関して企業が満足する効

用指標をu1＊とすると，主要な問題はu1（x）＝u1＊の制約の下でu2（x）を極大

　　　　　　①
にすることである．

　ところで企業がその生産物の価格と，価格の函数である需要量の関係を正確

に知っていることを仮定し，生産された生産物はすべて販売されるものとしよ

う．生産量を偽価格をpに決定したとき，企業の総収入と総利潤は

　　x1＝pq一ψ（q）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　　x2臨pq　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

によって与えられる．ここでψ（q）は費用函数である．これらの関係からx1，

x2が極大になる価格と生産量がそれぞれ（po，qO），（po。，　qO。）と求あられたと

しよう．そしてそのときのX1，X2の値をX皇，　X呈で表わす．

　そこで，（i）もしX1≦X10の範囲にU1（X）一U1＊となるようなベクトルが存

在するならば，企業はu1（x）一u1＊であって，かつu2（x）が極大になるような

ベクトルxを選べばよい．

　（ii）もしX1≦X呈の範囲にU1（X）＝U1＊となるベクトルが存在しないなら

ば，企業はU2（X）を考慮することなくU1（X）を極大にするベクトルXを選べ

ばよい．

　これらのことを図によって示せば下のようになる．上の（i）の場合がFig．15a

　（1｝先に目的iに関してsat…sfactoryであるか，又はそれ以上の状態については同一

の指標Ui萱が与えられることを仮定した。
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に，σi）の場合がFig，15bに対応する．　x1＊は第1の目的をjust　satisfiedな

らしめるx1である．Fig．15　aの場合，点x1，　x2，……，x6のうちでfeasibleな

x雪。

やx3
叶∵㍉弓．

　　　　　　引

　　　　　　　　i

　　　　　　　　｝

　　　0　　　対　．1・一，x‘　0　　　　　・？　君　xl

　　　　　　　Fig．15（a）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fig．15（b）

ものはx1，……，x4であり，企業にとっての最適点はx4で与えられる．　Fig，15

bの場合には，点x1，……，x6のうちで最適なものは一番右側に存在する点x3

である．利潤函数（1）と総収入函数（2）とからx1，x2の間の二つのplausibleな関

係を下の図のような形で導き，産出量の増大（価格の低下）と共にx1とx2の

関係が矢印の向きに変化するものとすれば，上で述べたことはG）の場合，

点矛が選好され（Fig．16　a），（ii）の場合，点x3が選ばれることを意味する

（Fig．16　b）　．

　　x2　　　　　　　　　　　　　　　4

　　00　　＿＿＿＿＿＿＿　X　　　　　　　　　　　x2
　　x2　　　　　　x5　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　。・　　　　　　　　　　　　夢

　　0　　　。歪。？　　x2　0　　　・9・沓　xl
　　　　　　Fig．16　a　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Fig．16　b

　似上はBaumo1の静置モデルを1exicographic　ordedngの枠内で考察した

のであるが，Fisher〔78〕による販売高の制約の下におげる利潤極大化のモデ

ルとか，Reder〔161〕，　Cooper〔45〕などのモデルもこれと同様に扱うことが
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できる．

　次にBaulno1の動学モデルについて考えよう．このモデルにおける最も基

本的な目的な流動比率x1であり，第2に重要な目的は利潤率x2，第3は次期
　　　　　　　　（1）
における投資資金x3，第4は総収入の成長率Xしである．次期における投資資

金は，一般に利潤率と総収入の成長率の函数であるとして次の函数関係が成立

するものと仮定される．

　　x3皿9（x2，x4）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

x2は与えられた配当支払比率の下で留保利潤を決定するものであり，　x4は，

企業の将来に対する投資家の期待を決定することによって企業にとって利用可

能な外部資金の大きさに影響を与えるものである．

　又ジ流動比率，利潤率，販売高は互に密接な関係をもち，ある変数の増加に

は他の変数の少なくとも一つの減少が必要であることを想定してこれらの間に
　　　　　　　　　　　く　　
次のような関係を仮定する．

　　h（ヌ：1，x2，x31t）＝・0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

　ここでtは時点tにおける市場の状態を表わすpammeterである．このと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
き企業の選択行動は下の図によって説明される．

h（・野，x，，・、lt、）一〇

梅
（瞳，0）

Fig．17

　（1｝資本との比率で表わす．

　（2）たとえば，ある市場条件の下で販売促進費の減少は流動比率を高めるが，それと

共に販売高の成長率を低くするなど．

　（3｝　Encamacion〔66〕　による．
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　先ず第1に流動比率に関してはsatisfactoryな水準が得られたものと仮定す
くユ　

る．したがってこの図は第1の目的倣1が丁度satisfactoryになる水準で4次

元の曲面を切った等高図である．又，利潤率に関してもsatisfactoryな選択が

可能であることを仮定する．したがって座標原点は点（x2＊，0）である．

　曲線h（x1＊講2，x31to）趣0は，時点toにおける市場条件に対応する転形曲

面と平面x1－x1＊とのinters㏄tionである．　h（x1＊，　x2，x31t1）一〇等も同じで
あ（

]．又醐・賜種・の。6に対す、籍無線が得ら濯

　さて最初の均衡は，図の点aにおいて達成される．この場合には第1の目的

はjust　satisfiedであり，第2の自的はsuper－satisfactoryである．したがっ

て，企業はx：3の増大をはかればよいことになる．又，この点においてはx2と

X壬の間の限界転回率は，与えられたX3の水準におけるそれらの聞の限界代替

率に等しい．

　今，時点t1において市場条件が改善されて転形曲線がh（X1＊，X2，X3｝t1）

＝0に移動したとする．そしてこのときx3がlust　satisfiedとなるものとし

よう・均衡点はaからbに移動しこのときx1，　x3はjust　satisfiedで，　x2は

supersatisfiedである．　したがって企業はx、の増大をはかればよいことにな

る・そしてこの点ではx2とx垂の間の限界二形率はx，のjust　satisfiedの水

準x3＊に関するそれらの限界代替率に等しい．

　市場の条件がt1を超えて更に改善され，　t2において線形曲線がh（X1＊，X2，

x31t2）一〇に移動するとする．このときには，均衡点の経路はこれまでのもの

とは異なるものになる・企業は点bからdの方向へではなく　（点dではx3，

X4が共に増大し，接線条件が成立する），無差別曲線g（X2，X4）寵X3＊に沿っ

て点。の方向に移動する．点。ではx4がsatisfactoryな水準x4＊に達する．

　点dでは・x1はjust　sat董sfied，　x2とx3はsuper－satisfactoryであるが，

x4はsatisfactoryな水準に達しない．

　（1＞もしそうでなければ，企業はu正（x）のみにもとずいて選択を行えばよいわけであ
　る．

　（2）これらの曲線は原点に対レて凹であることを仮定する．

　㈲　原点に対して凸．
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　点。ではx1，x3，x4は共にlust　sa惚fiedであり，　x2はsupeFsa穏sfacto塀

である．

　一般にlust　satisfiedlである水準より高いXiに対しても同一の効用指標を与

えることを仮定したから，点dにおけるx2の値がCにおけるそれより大き

く，dにおけるx、の値がx3＊よりも大きいことは点。よりもdを選好させる

ことにはならない．一方X4がX4＝X4＊に至るまで増大することは（他のX1，

x2，x3がsatisfac加可であるとき），　dよりも。を選好させるものである．す

なわち，点Cとdにおけるベクトルをxc，xdとするとU（xc）＞U（xd）である．

ひとたびx3＊が達成されると，　x3は“infe㎡or”な目的となるから接線条件の

成立は必要でなくなるのである．

　尚，x4がlu就satisfiedとなる水準がx4＊でなく，それよりも大きいx4’で

あるときにも企業はbからdでなく。の方向に移動する．x1，x2，x3がsatis’

factoryな水準に達した後ではx壬の増大が望ましいからである．又x4のjust

satisfiedとなる水準がx4’よりも大きい場合には企業は点eから上方に移動

する．

　最後に，四つの目的がすべてlust　satisfiedとなるのはx4＊がx4’に等しい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
場合であるが，このような事態は一般には生じない．

　以上はBaumo1の動学モデルのlexi◎ographic　orderingの理論による説明

である．

（1）方程式体系x2＝x2＊，　x4躍x、＊，　x3雷g（x2＊，　x4＊）が＿般にはover　determ癌ateで

あることによる．
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